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りそなグループは、創造性に富んだ金融サービス企業を目指し、

お客さまの信頼に応えます。

変革に挑戦します。

透明な経営に努めます。

地域社会とともに発展します。

■ お客さまと「りそな」

りそなグループ経営理念

りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）

「りそな」はお客さまとの信頼関係を大切にします

お客さまからの信頼を全てに優先し、お客さまの喜ぶ顔や幸せのために、
誠実で心のこもったサービスを提供します。
お客さまのニーズに応え、質の高いサービスを提供します。
常に感謝の気持ちで接します。

■ 株主と「りそな」

「りそな」は株主との関係を大切にします

長期的な視点に立った健全な経営を行い、企業価値の向上に努めます。
健全な利益の適正な還元を目指します。
何事も先送りせず、透明な経営に徹し、企業情報を公正かつ積極的に伝えます。

■ 社会と「りそな」

「りそな」は社会とのつながりを大切にします

「りそな」が存在する意義を多くの人々に認めていただけるよう努力します。
広く社会のルールを遵守します。
良き企業市民として地域社会に貢献します。

■ 従業員と「りそな」

「りそな」は従業員の人間性を大切にします

「りそな」の一員であることに誇りを持って働ける職場を創ります。
創造性や変革に挑戦する姿勢を重んじます。
従業員一人ひとりの人間性を尊重し、能力や成果を公正に評価します。



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

HD01
りそなグループでは、再生から飛躍に向けた挑戦を本格化させ、

真の金融サービスグループとなるため、お客さま、株主、社会、従業員、

すべてのステークホルダーの皆さまに向けた「りそなブランド宣言」を

平成１８年２月に発表しました。

りそなブランド宣言

≫Vision ～私たち「りそな」が目指すもの～
りそなグループは、ヒューマンコミュニケーションを大切にし、

お客さまひとりひとりの“満足を超える感動”を創造する金融サービスグループを目指します。

≫Promise ～そのために実行すること～
私たちは、お客さまの期待と信頼にお応えするために、自ら気付き、考え、行動します。

きめ細やかなリレーションシップと最適なソリューション、

そしてスピード感あるサービスで、お客さまの夢の実現に貢献します。

≫Slogan ～ビジョン、プロミスの思いを込めた「りそな」の新スローガン～
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会長メッセージ

平素より、りそなグループをお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

平成１６年度に集中再生期間が終了し、平成１７年度は再生から飛躍に向けたステージへの１年目でありました。

高収益・高ブランド銀行への体質転換ということで、「システム統合による基盤整備」、「地域を軸とした運営体制

の強化」、「サービス業への更なる進化」の３つの課題に重点的に取り組んでまいりましたが、システム統合はおか

げさまで大きなトラブルもなく完了し、地域運営体制につきましても、お客さまにご提供するサービスの質やス

ピードの面で、多くの好事例が見られるようになってきました。「サービス業への更なる進化」は、傘下銀行各社に

設置したサービス改革を進める専門部署を中心に、サービスの質の向上、ＣＳ（顧客満足）の向上、ホスピタリティ

の浸透を進めるとともに、次世代型店舗の展開と営業店事務集約化を図ってまいりました。

この結果、業績は当初計画を大きく上回り、持続的な黒字経営の定着を明確に示すことができ、りそなホール

ディングスとしては初の配当という形で復配を実現することができました。

平成１８年度は、地域運営体制をさらに発展させ現場主義を徹底させるなど、「りそならしい」サービスカル

チャーの徹底、競争力強化のためのローコストオペレーションの徹底により、お客さま好感度Ｎｏ．１銀行を実現

させていきたいと考えております。

本誌では、りそなグループの経営の方向性、ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取り組み、平成１７年度の業績などを

ご説明しております。本誌がりそなグループに対するご理解を深めていただくための一助になれば幸いです。

本年２月、お客さま、地域社会などすべてのステークホルダーへの約束としてりそなブランド宣言を制定いたし

ましたが、このブランド宣言のもと、りそなグループはこれからも飛躍に向けた変革に挑戦し、企業価値の最大化

に努めてまいります。何卒、今後とも皆さま方の一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成１８年７月

株式会社りそなホールディングス

取締役兼代表執行役会長
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平成１８年３月期のトピックス

りそなホールディングス

平成１７年７月

■海外市場における優先出資証券の発行

平成１７年９月

■海外市場における劣後特約付永久社債の発行
りそなホールディングスの子会社であるりそな銀行は、りそなグループの自己資本比率規制上の自己資本の充実、既存

の劣後債務等の償還・返済、および主に欧米ならびにアジア地域の機関投資家を中心とした海外投資家層の拡大を目的

に、平成１７年７月に米ドル建優先出資証券を特別目的子会社を通じて発行し、同年９月には米ドル建ておよびユーロ建劣

後特約付永久社債を発行しました。

平成１７年９月、１０月

■公的資金返済を本格的に開始
りそなホールディングスは、株式会社整理回収機構より借り入れている永久劣後ローンのうち、２，０００億円について期限

前返済を実施し、経営課題である公的資金返済について本格的な返済を開始しました。

平成１８年３月

■女性向けＩＲセミナー「女性のためのＭｏｎｅｙ
Ｒｅｃｉｐｅ（レシピ）～これで私も経済通～」開催

りそなホールディングスおよびりそな銀行は、平成１８年３月２２日に、初の女性

向けIＲセミナーを開催しました。頑張る女性たちに究極のりそなファンになっ

てほしいという思いのもと、第一部では投資の基本的な考え方、第二部ではシ

ンクタンク・ソフィアバンク副代表の藤沢久美さんと細谷英二会長との対談、さ

らにスキンケアセミナーなども行われました。１８０名の定員に６００名のご応募をいただくなど、好評を博しました。

平成１８年３月

■りそなグループ・ホームページリニューアル
りそなグループのホームページをリニューアルしました。「りそなブランド宣言」を表現するデザインを導入し、個人投資

家向けの情報、ＣＳＲ活動に関する情報を充実させています。

りそな銀行

平成１７年８月

■島根カスタマーセンターの業務開始
りそな銀行および埼玉りそな銀行は、島根県出雲市に新たにカスタマーセンター（コールセンター）を設置し、

平成１７年８月より業務を開始しました。テレフォンバンキング機能拡充に伴う業務量の拡大に対応したもので、東京・大

阪を加えた３拠点の体制となりました。地方都市へのカスタマーセンターの設置は主要行では初めての試みであり、

将来的には島根カスタマーセンターに業務を集約し、グループの中核的なカスタマーセンターとしていく予定です。

１８
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平成１８年１月

■りそな銀行と奈良銀行が合併し、奈良地域として営業開始
りそなグループの奈良地域における金融サービスの質、量および利便性を向上させることを目的に、りそな銀行と奈良

銀行は平成１８年１月１日付で合併し、新たにりそな銀行奈良地域として営業を開始しました。奈良県のお客さまにとっ

て、より身近で、より存在感のある銀行となることを目指していきます。

平成１８年２月

■女性向住宅ローンセミナーを開催
りそな銀行では、平成１８年２月２８日に初の女性向け住宅ローンセミナーを開催し、住宅ローンの活用法などを

ご説明しました。

平成１８年３月

■ＪＲ東日本のＡＴＭコーナーで、りそな銀行・埼玉りそな銀行の
キャッシュカードが利用可能に

りそな銀行・埼玉りそな銀行は、東日本旅客鉄道株式会社（ＪＲ東日本）と提携し、

３月１３日よりＪＲ東日本が首都圏の駅を中心に設置しているＡＴＭコーナー「ＶＩＥＷ

ＡＬＴＴＥ（ビューアルッテ）」におけるりそな銀行・埼玉りそな銀行のキャッシュカードの

取り扱いを開始しました。

平成１８年３月

■女性向け情報発信サイト「ＦｅｍｉｎｕｓＲｅｓｏｎａ」を開設
りそな銀行では、平成１８年３月に女性向けコミュニケーションサイト「Ｆｅｍｉｎｕｓ

Ｒｅｓｏｎａ（フェミナスりそな）」を開設しました。「個人のお客さま」という広い

カテゴリーであった情報発信を見直し、より細分化されたセグメントのニーズにお

応えするテストケースとしてスタートしました。今後は、「ＦｅｍｉｎｕｓＲｅｓｏｎａ」のコ

ンテンツをさらに充実させるとともに、シニア層など他のセグメント専用サイトの

開設も検討しています。

平成１８年４月

■ポイントサービス「りそなクラブ」「埼玉りそなクラブ」の取り扱い開始
りそな銀行・埼玉りそな銀行は、平成１８年４月から、お取引状況に応じて“提携先企業で使えるポイントが毎月たまる”

サービス「りそなクラブ」「埼玉りそなクラブ」の取り扱いをそれぞれスタートしました。お客さまの生活に身近な幅広い

業界の企業（りそな銀行１２社、埼玉りそな銀行６社）と提携することで、サービスの向上を図っています。今後も、提携先

企業を増やすなどサービスの向上を図っていきます。
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１８

■地域運営体制を見直し、９地域３営業本部体制に集約
りそなグループでは、地域やお客さまのニーズにもっときめ細かく、もっとスピード感をもってお応えするため、地域に

権限と責任をゆだねる「地域運営」を行っています。りそな銀行では２年間の実績を踏まえ、最適な地域編成を目指して

平成１８年４月より、関西圏４地域、首都圏５地域に３営業本部を加えた「９地域３営業本部」体制に移行しました。

埼玉りそな銀行

平成１７年８月

■「地域密着型金融推進計画」の策定・公表
埼玉りそな銀行と近畿大阪銀行は、従来以上に地域のお客さまの目線に立った高品質の金融サービスの提供に徹し、地

域経済・産業と「共存共栄」してこそ、当社の地域金融機関としての使命・責務を果たせるものとの考えに基づき、平成

１７年８月、経営の最優先テーマとして「地域密着型金融推進計画」を策定・公表しました。本計画において、「事業再生・

中小企業金融の円滑化」、「経営力の強化」、「地域の利用者の利便性向上」の３点を主要項目に掲げ、積極的に取り組んで

います。

平成１７年８月

■次世代型店舗のリニューアルオープン
埼玉りそな銀行は、平成１７年８月、「相談機能の強化」および「ローコストオペレーション」の両立を図る当社初の次世代

型店舗として、川口支店をリニューアルオープンしました。（平成１８年６月末現在、川口、北浦和西口、与野の３カ店が次

世代型店舗）

平成１７年１０月

■農林水産業向け投融資商品の創設
埼玉りそな銀行は、平成１７年１０月より、農林水産業向けの融資商品「埼玉りそな アグリローン」、および投融資商品

「埼玉りそな Ｖアグリファンド」の取り扱いを開始しました。当社では、規制緩和が進み、今後大規模化や異業種企業の

参入が予想される農業を重要な分野と位置付け、農林水産業に従事する埼玉県内の法人および個人事業者の皆さまの

資金ニーズに積極的にお応えします。

大阪北地域

大阪南地域

奈良地域

ひょうご地域

東京セントラル地域

東京西地域

首都ひがし地域

多摩地域

神奈川地域

京都・滋賀営業本部

東海営業本部

九州営業本部

関西圏４地域

首都圏５地域

３営 業 本 部

９地域
３営業本部
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平成１７年１１月

■「創業・ベンチャー企業融資相談窓口」の設置
埼玉りそな銀行は、埼玉県の創業・ベンチャー支援に関する諸施策に合わせ、平成１７年１１月、さいたま新都心支店内に

「創業・ベンチャー企業融資相談窓口」を新設し、お客さまからの創業・新事業に関するご相談にお応えしています。

平成１７年１２月～平成１８年３月

■「中心市街地活性化事業」推進に関する協定の締結
埼玉りそな銀行は、地域経済活性化への取り組みの一環として、地域の７商工会議所、２商工会、１事業法人と相互に協

力し、中心市街地活性化対策に取り組むことで合意し、平成１７年１２月から平成１８年３月までに協定を締結しました。当

社は、中心市街地の活性化については地域の各商工団体等とさらに連携を深め、地域経済の活性化推進に積極的に取

り組んでいきます。

近畿大阪銀行

平成１７年９月

■「近畿大阪ポイントサービス」の取り扱い開始
近畿大阪銀行は、「近畿大阪ポイントサービス」の取り扱いを開始しました。これは、個人のお客さま

を対象に、当社との取引内容をポイント換算させていただき、ポイント数により決定する４つのステー

ジに応じて各種手数料のキャッシュバック等、さまざまな特典をご提供する無料のサービスです。

■「あいするブランチ」オープン
「あいするブランチ」は近畿大阪銀行初の相談ブース（個室）を設置した支店です。平成１６年９月の「ホッとするプラザ」、

同年１１月の「あいするプラザ」に続くもので、"ゆっくりとご相談いただける店舗づくり″のコンセプトから生まれました。

■「通帳レス総合口座（ｅ・ｅやん～ええやん～）」の取り扱い開始
近畿大阪銀行は、「通帳レス総合口座（愛称：ｅ・ｅやん～ええやん～）の取り扱いを開始しまし

た。「ｅ・ｅやん（ええやん）」は、通帳を発行しない総合口座（普通預金および定期預金）で、

Ｗｅｂ上に通帳機能・インターネットバンキング機能を持たせることにより、通帳保管・記帳の

手間がかからず、いつでも自由に取引状況の確認や銀行取引が可能となります。また、近畿大阪

銀行ポイントサービスの４０ポイント付与の特典があります。

■「三大疾病保障特約付住宅ローン」の取り扱い開始
近畿大阪銀行では、従来の「がん診断給付金特約付住宅ローン」の保障内容をさらに拡大した

「三大疾病保障特約付住宅ローン」の取り扱いを開始しました。この商品は、従来の団体信用

生命保険による保障（死亡・高度障害時に給付）に加え、医師によりはじめてがんと診断された

場合などにおいても、住宅ローン残高が保険金または診断給付金で全額返済されるものです。

１８
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１８

りそな信託銀行

平成１７年１２月

■確定拠出年金向けの全運用商品が最高評価取得
大和総研の投信評価研究所が定期的に行っている確定拠出年金向け投資信託の定性評価において、りそな信託銀行が

提供する年金投資基金信託８商品すべて（国内債券、外国債券、国内株式、外国株式のインデックスファンドおよび

パッシブバランス型ファンド「ゴールデンエイジ株７０・５０・３０」）が最高評価を取得しました。

平成１８年４月

■国内債券運用が「ＡｓｉａｎＩｎｖｅｓｔｏｒ」誌の「ＡｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔＡｗａｒｄｓ」を
受賞

りそな信託銀行の国内債券運用は、アジアの金融専門誌ＡｓｉａｎＩｎｖｅｓｔｏｒ(※)が優れた運用成績を収めた運用機関を表

彰するＡｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔＡｗａｒｄｓを１０年リスク調整後パフォーマンス部門と１年パフォーマンス部門の２部門で受賞し

ました。同賞は、アジア地域の運用機関にとって名誉ある賞として一般に広く知られています。

(※)ＡｓｉａｎＩｎｖｅｓｔｏｒは、香港のＦｉｎａｎｃｅＡｓｉａ社がアジア域内の投資家、運用会社向けに発行する金融専門誌で、１３,５００部の発行部数を有します。

平成１８年４月

■年金制度移行サポート体制の充実
中堅･中小企業のお客さまが多く利用されている適格退職年金制度は平成２４年の廃止が予定されており、同制度をご利

用のお客さまは他の制度への移行等が必要となります。りそなグループでは、お客さまの制度移行ニーズを的確に把握

できるよう、りそな銀行ソリューションサポート部内に「企業年金室」を新設し、各地域に企業年金専担者を配置しまし

た。同室とりそな信託銀行が連携することにより、制度移行をお考えのお客さまに最適なソリューションを迅速にご提

案させていただくことができます。

また、企業年金業務の受託体制・制度管理体制の充実を目指して、りそな信託銀行では年金信託部内に「年金制度サー

ビス室」を新設しました。同室は、企業年金の制度管理について多様化･高度化するお客さまのニーズに適切なご提案

を行うとともに、適格退職年金の制度移行にもスピーディに対応していきます。
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CSR（企業の社会的責任）について

りそなグループのＣＳＲ経営の原点は、「りそなグループ経営理念」「りそなＷＡＹ」にあります。すなわち、りそなグループ

が社会から受け入れられ、持続的に成長していくためには、「りそなグループ経営理念」「りそなＷＡＹ」に基づいて「お客

さまとの信頼関係」「株主との関係」「社会とのつながり」「従業員の人間性」を大切にして、すべてのステークホルダーか

らの支持を受けることが不可欠であると考えています。

このような考えに基づいたＣＳＲ経営を実践していくために、りそなグループでは、りそなホールディングス会長を委

員長とし、りそなホールディングスならびにグループ各銀行の社長を委員としたグループＣＳＲ委員会を設置しています。

■地域型中小企業再生ファンドの設立
りそな銀行と近畿大阪銀行は、大阪府内金融機関とともに、中小企業基盤整備機構およびオリックスとの共同出資によ

る、地域型中小企業再生ファンドを設立しました。

また埼玉りそな銀行は、同機構および埼玉県内の他の金融機関等とともに地域型企業再生ファンドを設立しました。

地域型中小企業再生ファンドを活用し、官民の経営資源やノウハウを集約して地域中小企業の再生を図り、地域経済の

発展・活性化を図っていきたいと考えています。

■清酒 百天満天百２００６
りそな銀行は、天神橋筋商店連合会、ＮＰＯ法人天神天満町街トラスト、

大阪市立大学商学部とともに、平成１６年３月から天神橋筋商店街まちお

こし共同企画を開始しました。共同企画のひとつとして、この地域がか

つて「水どころ」であり、「酒造りゆかりの地」であったことにちなんだ銘

酒復活プロジェクトを展開しています。昨年に引き続き、今年も品質に

こだわりながら、製造販売の企画を進め、「清酒 百天満天百２００６」を完成

させました。今後も新しい酒文化を根付かせながら、街の賑わいに貢献していき、やがては大阪の観光資源のひとつに

育てていきたいと考えています。

■ＰＦＩ（社会資本整備）事業への取り組み
埼玉りそな銀行は、さいたま市で初めてのＰＦＩ事業「プラザノース整備事業」に主幹事として参画しました。また、近畿大

阪銀行は、大阪府が箕面市北部丘陵において実施するＰＦＩ事業「水と緑の健康都市第１期整備等事業」に対する融資シン

ジケート団に参加しました。今後も引き続き、地元のＰＦＩ事業を活用した公共サービスの充実や雇用機会の拡大等に、

積極的に貢献していきたいと考えています。

■インターンシップの実施
りそな銀行と埼玉りそな銀行は、地域貢献の一環として大学や地域からインターンシップ生の受け入れを行っています。

りそな銀行では、営業企画などの体験を通じて、学生の将来の就業・起業に向けた意識の明確化を図り、新事業創出や

有能な人材の育成に努めています。また、銀行のお取引先の中でも学生インターンシップの受け入れに積極的な企業に

対し、学生の紹介もいたします。りそなグループにおける、就業体験をもとに、職業意識の醸成と将来の職業選択に役

立てていただけるよう、今後も積極的に取り組んでいきます。
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■「よこはまベイシティファンド」の創設
りそな銀行は、横浜市内の店舗にて、平成１８年２月より「よこはまベイシティファンド」の取

り扱いを開始しました。りそなキャピタルおよび横浜市の外郭団体である横浜産業振興公

社と連携し、主に横浜市内で活動する将来有望な企業や株式公開準備段階にある企業を

中心に、資金調達や株式公開支援ニーズに対応していきます。本ファンドとりそなグルー

プのネットワークを活用した営業情報のご提供や各種コンサルの支援を行い、地域社会・

経済の発展に積極的に取り組んでいきます。

■りそなフェスティバル開催
りそな銀行島根カスタマーセンター（島根県出雲市）は、平成１８年４月、島根県金融広報委員会（事務局：日本銀行松江支

店）、島根県などの後援を得て、「りそなフェスティバル」を開催しました。このイベントでは、カスタマーセンターの見学

会を行うとともに、お金に関する珍しい品物の展示や金融広報誌の配布などを行いました。また、地域の小学生向けに

「りそなキッズマネーアカデミー」を同時開校し、合わせて約２００名の方にご参加いただきました。

■「彩の国ビジネスアリーナ２００６」の開催
埼玉りそな銀行は、平成１８年２月、展示商談会「彩の国ビジネスアリーナ

２００６」を主催しました。埼玉県内の企業を中心に、お取引先を含む約

４００の企業・大学・研究機関等が出展し、開催２日間で約９,０００人の方に

ご来場いただきました。

■「大阪府提携ポートフォリオ型融資」の取り扱い
りそな銀行と近畿大阪銀行は、大阪府および財団法人大阪産業振興機構との提携により「大阪府提携ポートフォリオ型

融資」を取り扱っております。これは、大阪府が中小企業向けに資金供給の円滑化を目指し、無担保・第三者保証人不要

型の融資制度を大阪府下の金融機関と共同開発したものです。今後も地元の事業支援を行っていきます。

■地域商工会議所等との提携による総合型ＤＣ商品のご提供
りそな信託銀行は、地域社会への貢献を目指し、大阪商工会議所、さいたま商工会議所、埼玉県商工会連合会と提携し

た確定拠出年金（ＤＣ）商品（「大商４０１ｋプラン」、「埼玉版商工会議所４０１ｋプラン」、「埼玉県商工会４０１ｋプラン」）をご提

供しています。これらは複数の企業が１つのＤＣ制度に加入し制度を運営することで制度導入に係るコストと事務負担の

軽減を実現した「総合型ＤＣプラン」です。中堅・中小企業の皆さまが多くご利用されている適格年金制度は平成２４年に

廃止となりますが、「総合型ＤＣプラン」は各企業が年金制度の見直しを検討される中で有効な選択肢の１つとしてお役

に立てるものと考えています。なお、りそな信託銀行は上記商品に加えて、「りそなＤＣ総合型ちゃく２プラン」など多様な

商品をご用意し、ＤＣ導入をお考えのお客さまに広くご提供しています。
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■「大阪府成長性評価融資制度」の取り扱い
近畿大阪銀行は、平成１８年４月より大阪府制度融資「大阪府成長性評価融資制度」の受付を開始しました。この制度は、

中小企業向け資金供給の円滑化を目指す大阪府の「金融新戦略」の一環として、大阪府と財団法人大阪府産業振興機構、

地域金融機関が連携して実施するものです。意欲ある中小企業・個人事業主の皆さんの事業計画の「成長性」を専門家集

団である評価委員会で評価し、成長性が見込まれた場合には無担保・第三者保証人なしで融資を行うものです。今後も

大阪府下の産業活性化に貢献していきます。

■ＣＳＲファンド「誠実の杜」
りそな銀行と埼玉りそな銀行は、平成１７年２月より、「ＡＩＧ／りそな ジャパンＣＳＲファンド（愛

称：誠実の杜）」の取り扱いを開始いたしました。

透明性の高い経営姿勢を持つ企業を応援していくファンドで、コーポレート・ガバナンス

（企業統治）、環境責任、社会的責任という３つの側面からＣＳＲ（企業の社会的責任）への取

り組みを総合的に評価して投資対象を選定する、本格的なＣＳＲファンドです。社会的に貢

献する企業活動を支援しながら、「投資家」としても本ファンドを通じて間接的に社会への

貢献を実現することが可能です。

■遺言信託、遺産整理に関する日本盲導犬協会、ユニセフとの業務提携
りそな銀行では、プライベートバンキング業務において、財団法人日本盲導犬協会、財団法人日本ユニセフ協会、日本

赤十字社および社団法人日本ナショナル・トラスト協会等と業務提携しています。

提携の内容としては、各協会が、同協会へ寄贈を希望される方をりそな銀行に紹介し、りそな銀行は、紹介を受けた

お客さまのご相談をお受けするとともに、「遺言信託」「遺産整理業務」の手数料を優遇するものです。また、りそな銀行

は同社のお客さまで各協会へ寄贈を希望される方について、「遺言信託」「遺産整理業務」の手数料を優遇します。

本業務提携により、「自分の財産を社会的に意義のあることに使ってほしい」といったお客さまのお気持ちにお応えし

ていきます。

■「こども１１０番」活動
「こども１１０番」とは、子どもが不審者に声をかけられるなど身に危険を

感じたときなどに、自ら駆け込んで助けを求めることができる緊急避難

場所を提供し、１１０番通報等をする仕組みのことで、子どもが犯罪に巻

き込まれることを未然に防止することを目的としています。

りそなグループでは、地域・社会貢献活動の一環として、平成

１７年４月より、グループ銀行の有人店舗（約６２０拠点）において、「こども

１１０番」活動を実施しています。現在、多くの営業店が営業時間を延長していることから、児童・生徒の下校時に対応で

きるため、この取り組みが、少しでも地域のお役に立てればと考えています。
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■点字カレンダー
りそなグループでは視覚障害者の生活利便を図るため、例年、

点字カレンダーを制作し、全国各地の視覚障害者福祉協会や盲学校等

８０カ所以上へ贈呈しています。視覚障害者の方にデザインの楽しさも感

じていただきたいとの思いから、イラストにも点字をほどこし、多くの

利用者からご好評をいただきました。

■新型口座「ＴＩＭＯ」（ティモ）
りそな銀行と埼玉りそな銀行で取り扱っている、新型口座「ＴＩＭＯ」（ティモ）は、ＷＥＢ上に通帳機能・インターネットバン

キング機能を持たせることで、無通帳でのお取引を実現した環境にやさしい新型口座です。りそな銀行における普通預

金通帳の年間発行冊数は約２００万冊、重さにして約４１トンにもなります。通帳を発行しない「ＴＩＭＯ」の活用が、紙資源の

削減、ひいては環境保護につながっています。

■財団法人りそな中小企業振興財団
当財団は、中小企業等の技術振興を図り、わが国経済の発展に寄与することを目的として設立されました。主な事業と

して、毎年「中小企業優秀新技術・新製品賞」の表彰を日刊工業新聞社と共催で実施しており、昭和６３年の第１回以降、過

去１８回で応募総数は５,６３２件となり、４９４作品を表彰しています。

受賞した各社からは売上高やシェアの増加、開発技術者のモラルの向

上に役立っているほか、他社との共同開発など多面的な効果に結びつい

ているという声が寄せられており、本賞の受賞が大きな波及効果をもた

らしています。

財団では、そのほか技術振興の視点から、技術懇親会等の開催や技

術移転情報提供サービスなどを行っています。

ホームページ：ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａ-ｆｄｎ.ｏｒ.ｊｐ

■財団法人りそなアジア・オセアニア財団
当財団は、平成元年の設立以来、アジア・オセアニア諸国との相互理解を深め、国際交流に貢献していくことを目的とし

て、当該地域に関する個人および共同研究への助成、国際会議・シンポジウムの開催などに対する助成事業を行ってき

ました。これまでの研究成果は、論文として発刊あるいは学術誌へ公表されるなど、順次社会に還元されています。

ホームページ：ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｈ３.ｄｉｏｎ.ｎｅ.ｊｐ/̃dffao/

■ディーゼル車買替融資制度
りそな銀行と近畿大阪銀行は、「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」の規制実施に伴い、ディーゼル車の買替えをされる中小企業の皆

さまの車両購入資金などの資金需要にお応えするため、大阪府と共同で「大阪府ディーゼル車買替緊急融資」制度を運

営しています。りそな銀行は東京都内においても同様の制度（「東京都ＮＯｘ・ＰＭ法買換え特別融資あっせん制度」）を取

り扱っています。また、埼玉りそな銀行は、埼玉県トラック協会と共同で「埼ト協ディーゼル車特別融資制度」を取り扱っ

ており、同様の資金ニーズにお応えしています。
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■環境保全対応融資ファンドの取り扱い開始
企業の環境保全対策に対する関心は年々高まり、各企業で独自の取り組みが積極的に行われています。埼玉りそな銀行

では、環境保全活動および環境配慮施設・製品製造への取り組みを行う、埼玉県内の中小企業のお客さまの資金調達

ニーズにより迅速かつ円滑にお応えするため、平成１６年１０月より、「埼玉りそな環境ファンド」の取り扱いを開始しまし

た。本ファンドは、埼玉県の進める｢環境にやさしい県づくり｣に賛同し、地域貢献の観点から独自に開発した融資ファン

ドであり、お客さまの環境保全に対応する事業性資金ニーズにお応えするものです。

■多目的トイレ設置等やさしい店舗づくり（立川、祖師谷）
りそな銀行では、お客さまにやさしい店舗づくりを目指し、立川支店と祖師谷支店の２店舗に多目的トイレを設置いた

しました。

今後、改装を行う店舗には、順次導入を検討していきます。

■社内公募制度
社内公募制度には、「ポストチャレンジ制度」「キャリアエントリー制度」「フリーエージェント（ＦＡ）制度」があります。

「ポストチャレンジ制度」とは、ある特定のポストに最適な人材を配置すべく、意欲ある社員を公募する制度です。実施

例として、他業種への業務出向やサービス改革等に携わるスタッフ募集などがあります。「キャリアエントリー制度」とは、

自分の希望するキャリア形成に応じて、従事したい職務や研修を自己選択しエントリーする制度です。メニューは本部

各種業務や短期派遣研修など多彩です。「ＦＡ制度」は、前年度に高い実績を残した社員を対象に、自分の希望するポスト

に、より積極的にアプローチすることを可能とする制度で、平成１７年度から新たに導入されました。以上３種類の制度

の活用により、社員の自己実現の機会は大きく広がっています。

■りそなＷｏｍｅｎ’ｓＣｏｕｎｃｉｌ（ウーマンズカウンシル) 
「りそなＷｏｍｅｎ’ｓＣｏｕｎｃｉｌ（ウーマンズカウンシル）」は、女性

の意見をもっと経営に反映させようと経営直轄の諮問機関とし

て平成１７年４月に発足し、りそなグループで働く女性１４名で構

成されています。東京と大阪で開催している定例会議等では、

長く働き続けられる職場環境づくりやキャリア形成のサポート

ができるよう、社員との意見交換を通じ検討を進めています。

セミナーや交流会など社内外のネットワークづくりを通じて、男

性主導型の職場から女性も活躍する職場へ展開し、男女問わず

優秀な人材を登用する風土の実現を目指しています。
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設立  . . . . . . . . . . . 平成１３年１２月

資本金  . . . . . . . . . . ３,２７２億円

従業員数  . . . . . . . . . １６,１２３人（連結）
 . . . . . . . . . . . . . ３８１人（単体）

事業内容  . . . . . . . .
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社長　水田 廣行(平成１８年６月２８日現在)

グループの経営戦略、営業戦略等の策定、グループ内の経営

資源の配分および子会社各社の経営管理等

(平成１８年３月末現在)
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社長メッセージ

皆さまには平素より、りそなグループをお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

平成１５年６月の１兆９，６００億円に上る公的資金による資本増強から３年が経ちました。この間、多くの皆さまから

の温かい励ましとご支援を賜り、不良債権問題との決別など公約としていた目標を着実に達成することができま

した。

まず、平成１７年３月末までを「集中再生期間」と定め、「持続的な黒字経営への体質転換」「透明性の高いスピード

感のある経営の実現」「銀行業から金融サービス業への進化」を目指して抜本的な財務改革やリストラ等を断行す

るとともに、金融サービス業への進化に向けた業務改革に積極的に取り組んでまいりました。その結果、平成１６

年度に続き、平成１７年度におきましても過去最高益を更新し、さらなる飛躍のための基礎づくりを着実に進展

させることができたと考えております。

りそなグループは、平成１８年度を「公的資金返済本格化への１年」と位置づけ、公的資金の具体的返済に向けて

取り組んでまいります。公的資金の返済は当グループの最優先課題であり、早期返済へ向けた道筋をお示ししてい

きたいと考えております。

りそなグループは、「お客さま好感度Ｎｏ．１」を目指し、社員１人ひとりがお客さまに満足していただけるサービス

を提供できるよう努めてまいります。地域・お客さまから最も支持される「コミュニティ・バンク・グループ」として、

地域に密着したリテールバンキングを展開していきます。今後とも、皆さま方のより一層のご支援、ご鞭撻を賜り

ますようお願い申し上げます。

平成１８年７月

株式会社りそなホールディングス

取締役兼代表執行役社長
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■コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、責任ある経営体制の確立および経営に対する監視・監督機能の強化、ならびに経営の透明性向上

に努めることで、ガバナンス強化を図る方針です。

当社は、平成１５年６月のりそな銀行への公的資金の注入を踏まえ、経営の透明性および効率性を確保し、健全で

効率的な経営を実践すべく邦銀初となる「委員会設置会社」としました。指名、報酬、監査の各委員会のみならず取

締役会も社外取締役が過半数の構成となる運営を行うことにより経営の透明性を高めています。経営の監督と執

行の機能を取締役と執行役に分離し、迅速な意思決定のため執行役への権限委譲を行う一方、その透明性と客観

性を確保するために取締役による監督の強化を図り、りそなグループ経営理念を踏まえた経営に努めていきます。

■取り組み状況等について

取締役会

取締役会は、取締役１０名（うち社外取締役７名）により構成され、グループの経営上の重要事項に係る意思決定と、

執行役の職務の執行状況の監督を行う場として、実質的な議論が十分に確保できるような運営を行っています。平

成１７年６月より、グループ各銀行の社長が当社の執行役を兼務することによって定期的な報告を行うという体制と

しており、グループ各銀行に対する監督機能の充実を図っております。平成１７年度には１６回開催しています。

指名委員会

指名委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、委員長は社外取締役）により構成され、株主総会に上程する取締

役の選解任議案の内容等を決定しています。平成１５年度には当社グループ役員に求められる具体的人材像を定め、

取締役の選解任についてはこの人材像に基づき決定しています。平成１７年度には３回開催しています。

コーポレート・ガバナンス体制について

■コーポレート・ガバナンス体制

株 主 総 会

取締役の選任・解任

取 締 役 会

執行役の選任・解任 報告

指名委員会

委員(○は委員長)
○永井　秀哉(社外)
渡邉正太郎(社外)
細谷　英二

報告選定・解職

協議・報告統括・牽制・指示

報酬委員会

委員(○は委員長)
○小島　邦夫(社外)
奥田　　務(社外)
細谷　英二

報告選定・解職

監査委員会

委員(○は委員長)
○箭内　　昇(社外)
飯田　英男(社外)
川本　裕子(社外)
檜垣　誠司

報告

監査

選定・解職

グ ル ー プ 各 銀 行 等

りそなホールディングス

経営指導および事前協議・報告制度による管理・統制

代 表 執 行 役

執行役（業務執行部門）

経営会議

執行役（内部監査部門）

内部監査協議会

監査
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報酬委員会

報酬委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、委員長は社外取締役）により構成され、取締役および執行役が受

ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針ならびに個人別の報酬を決定しています。平成１６年度には役員退職

慰労金制度を廃止するとともに業績連動報酬制度を導入し、経営状況や業績等を踏まえた支給を行うことを決定

しています。平成１７年度には３回開催しています。

監査委員会

監査委員会は、取締役４名（うち社外取締役３名、委員長は社外取締役）により構成され、取締役および執行役の職

務執行の監査ならびに会計監査人の選解任議案の決定等を行っています。また、内部監査部等の内部統制部門と

連係し、内部統制システムを監視、検証し、必要に応じて執行役等に改善を要請しています。平成１７年度には１４回

開催しています。

経営会議

業務執行における意思決定プロセスとして、経営に関する全般的重要事項および重要な業務執行案件を協議・

報告する機関として経営会議を設置しています。経営会議は、代表執行役および各執行役により構成され、積極的

な議論を行うことで経営の重要事項に係る決定の透明性を確保しています。平成１７年度には４２回開催され、業務

執行に係る重要事項の協議・報告を行っています。

内部監査協議会

内部監査に関する重要事項の協議・報告機関として、業務執行のための機関である経営会議から独立した内部監

査協議会を設置しています。内部監査協議会は、代表執行役全員、内部監査部担当執行役および内部監査部長に

より構成されており、その協議・報告内容等は、監査委員会や取締役会へも報告されています。

平成１７年度には１５回開催され、内部監査計画等の協議を行ったほか、内部監査結果等の報告を行っています。

グループ各銀行等に対する経営管理

当社グループでは、持株会社である当社が、グループとしての企業価値向上のため、グループ各銀行をはじめと

する子会社等の経営管理を行っています。これら子会社等での意思決定および業務執行に関して、当社への事前

の協議が必要な事項と報告が必要な事項を明確に定め、当社による管理および統制を実施する体制を構築してい

ます。

■その他コーポレート・ガバナンス体制に関する事項

「社外取締役候補者選任基準」の制定

当社は、持続的な企業価値の創造に資するという観点から、社外取締役を招聘しています。株主総会へ上程する社

外取締役候補者について経営の監督に相応しい人材を選任する基準・プロセスを明文化した、「社外取締役候補者

選任基準」を指名委員会において平成１８年５月に制定しています。

コーポレート・ガバナンス・スコアの取得

当社は、コーポレート・ガバナンスの質を継続的に向上させるための客観性の高い指標の１つとして、スタンダー

ド・アンド・プアーズ社のコーポレート・ガバナンス・スコア※を取得しています。平成１８年６月現在、『総合コーポ

レート・ガバナンス・スコア：７(優れた水準)』を取得していますが、今後も引き続きコーポレート・ガバナンスの整

備と質の向上に努めていきます。

※コーポレート・ガバナンス・スコアは、企業が現時点において財務的利害関係者の利益に資する、優れたコーポレート・ガバナンスの
規約および指針をどの程度まで採用・遵守しているかに関する、スタンダード・アンド・プアーズ社の見解です。
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内部統制について

■内部統制に関する基本的な考え方

りそなグループは、将来ビジョンである「大阪・埼玉・東京を中心とする地域・お客さまから最も支持されるコミュ

ニティ・バンク・グループ」を実現するとともに、さらなる飛躍に向けた改革を実践し、グループ企業価値を最大化

することを目指しています。

この事業目的の達成に向けて、業務の有効性・効率性の確保や事業活動における法令等遵守等に関わるプロセ

スを明確化し、グループ内のすべての者が理解し遂行するための体制整備に努め、りそなグループに相応しい内

部統制を構築することを目指していきます。

■基本方針

当社は、りそなグループに相応しい内部統制の実現に向けて、グループ内部統制に係る基本方針について、取締役

会による決定を行っています。

■整備状況

りそなグループでは、グループ内部統制に係る基本方針の定めに従い、内部監査体制、コンプライアンス体制、リ

スク管理体制など内部統制システムを適切に整備・運用し、その有効性の確保に努めています。

グループ内部統制に係る基本方針の概要

Ⅰ. はじめに

Ⅱ. 内部統制の目的
（基本原則）

Ⅲ. 内部統制システム
の構築（基本条項）

内部統制の目的を達成するため、統制環境、リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニ

タリング、ＩＴへの対応など基本的要素が組み込まれた内部統制システムを整備し、その有効性

の確保に努める。この方針を踏まえ、グループ共通の「りそなグループ経営理念」を定めたうえ、

当グループの業務の適正を確保するための体制整備を行うべく、以下の基本条項を定める。

１．執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制に

関する事項

２．執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理の体制に関する事項

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する事項

４．執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制に関する事項

５．当社及びグループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制に関

する事項

６．監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

７．前号の使用人の執行役からの独立性の確保に関する事項

８．執行役及び使用人の監査委員会への報告体制その他の監査委員会への報告体制に関する

事項

９．その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制に関する事項

当社及びグループ各社は、一般に公正妥当と認められる内部統制の評価の基準に従い、以下の

４つの目的の達成に努めることを、グループの基本原則として定める。

１．業務の有効性及び効率性の向上

２．財務報告の信頼性の確保

３．法令等の遵守

４．資産の保全

当社及びグループ各社は、多額の公的資金による資本増強を受けたことを真摯に反省し、この

ような事態を再び招くことのないよう、グループ内部統制に係る基本方針をここに定める。

本基本方針のもと、グループ企業価値の向上に向け、内部統制の有効性を確保するための最

適な運用及び整備に努め、りそなグループに相応しい内部統制の実現を目指す。
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内部監査体制について

■グループ内部監査体制

取締役会

代表執行役

内部監査協議会

経営会議

りそなホールディングス（委員会設置会社） グループ各銀行（監査役設置会社）

監査委員会

監
査
委
員
会
事
務
局

協議・報告

指導・管理

協議・報告

付議・報告
報告

取締役会

経営会議

�りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行
�りそな信託銀行

付議・報告

内部監査部 業務担当部署監査

��協議・報告等

�付議・報告

�監査会議

監査業務担当部署

内
部
監
査
部

■内部監査とは

りそなグループにおいて「内部監査」とは、本部や営業店などの業務担当部署から独立した内部監査部署が、業務

運営の管理態勢の適切性および有効性等について、客観的かつ公平に検証、評価し、必要に応じて問題点の改善

に向けた提言等を行うこととしています。

各内部監査部署は、監査の対象とした部署に対し、必要に応じて指摘、提案、ならびに改善策や改善計画の策定

を勧告するとともに、改善の勧告を行った事項についてはその改善状況の管理を行います。また、内部監査結果を

分析し、必要に応じて監査の対象となった部署以外の業務担当部署に対しても、意見の具申や提案等を行います。

■組織体制

りそなグループの経営理念に掲げた、「お客さまの信頼に応え」「透明な経営に努め」るために、内部監査の果たす

べき役割は非常に重要であるとの認識に立ち、以下のような体制で内部監査を実施しています。

委員会設置会社であるりそなホールディングスには、代表執行役ならびに内部監査をもっぱら担当する執行役

のもとに「内部監査部」を設置しています。さらに、内部監査に関する事項を協議する等のための機関として「経営

会議」とは別に、代表執行役全員、内部監査部担当執行役ならびに内部監査部長で構成される「内部監査協議会」を

設置しています。

監査役設置会社であるグループ各銀行には、各取締役会のもとに「内部監査部」を設置しています。そのうち、り

そな銀行、埼玉りそな銀行および近畿大阪銀行には、内部監査に関する基本的な重要事項を協議する等のための

機関として、取締役会に直属する「監査会議」を設置しています。

■機能、役割

具体的な監査の計画策定にあたっては、りそなホールディングス内部監査部が、グループの内部監査の方針、対象、

重点項目等を盛り込んだ「内部監査基本計画」を作成し、りそなホールディングス取締役会の承認を得ます。

グループ各銀行の内部監査部は、りそなホールディングスの内部監査部と事前に協議を行い、各社の「内部監査

基本計画」を策定し、それぞれの取締役会の承認を得ます。りそなホールディングスの内部監査部は、各銀行の「内

部監査基本計画」をりそなホールディングスの代表執行役に報告します。

このように作成された「内部監査基本計画」に基づいて、りそなホールディングスおよびグループ各銀行の内部

監査部は内部監査を実施しています。
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コンプライアンス体制について

■グループの運営体制

当社にグループのコンプライアンスを統括するコンプライアンス統括部を設け、グループ各社のコンプライアン

ス統括部署と連携し、グループ一体でコンプライアンス体制の強化を図っています。また、グループ各銀行のコ

ンプライアンス統括部署をメンバーとする「グループ・コンプライアンス委員会」を設置して、グループのコンプ

ライアンスに関する諸問題を検討・評価する体制としています。

■規範体系

りそなグループでは、役員・従業員の判断や行動の基準となる「りそなグ

ループ経営理念」、経営理念を当グループが関係する人々に対する基本姿

勢の形で具体化したものとして「りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）」、

これら経営理念とりそなＷＡＹを役員・従業員の具体的行動レベルで明文

化したものとして「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグループ行動指針）」を制定

しています。経営理念、りそなＷＡＹ、りそなＳＴＡＮＤＡＲＤは、当社、グルー

プ各銀行ならびに関連会社に共通のものとし、グループ一体化を図っています。

また、当社およびグループ各社では、経営理念等をコンプライアンスの観点から具体化し、役員・従業員の役割

や組織体制など基本的な枠組みを明確化した「コンプライアンス基本方針」を制定するとともに、コンプライアン

ス実現のための手引きとして「コンプライアンス・マニュアル」を作成し、従業員に配布しています。

■コンプライアンス・プログラム

りそなグループ各社では、コンプライアンスを実現するための実践計画である「コンプライアンス・プログラム」

を策定し、進捗状況について定期的に取締役会に報告することにより、計画的にコンプライアンス体制の強化策

を実践しています。プログラムの策定にあたっては、特定の部署だけでなくすべての部署が自ら課題や問題認識

を洗い出し、対応策ならびに実施時期を盛り込んでいます。

■りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグループ行動指針）

私たちは、りそなグループが存続し、企業価値を高めていくためには、「りそなグループ経営理念」「りそなＷＡＹ」

「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」を判断や行動の基準と位置づけ、守り続けることが重要と考え、社内への周知徹底のため、

■グループ・コンプライアンス運営体制

報告

報告

統括

統括

グループ各銀行

取 締 役 会 コンプライアンス委員会

りそなホールディングス

取 締 役 会

本 部 各 部コンプライアンス統括部署

グループ・コンプライアンス委員会コンプライアンス統括部

関連会社

経営理念 りそなWAY

りそな
STANDARD

各ステークホルダーへの
姿勢として具体化

役員・従業員の
行動として明文化
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これらを記載した冊子およびチェックポイント形式に簡略化した携帯用小冊子を作成し、全役員・従業員に配布

して、各職場内などにて研修を実施しています。

この冊子の冒頭には、りそなホールディングス会長からのメッセージ「良き企業を目指して」を掲載し、経営

トップが自らの言葉で、企業が社会の一員として「社会のために何をもたらすために存在するのか」という基本命

題を正面に見据えていかねばならないこと、コンプライアンスのできた企業であり続けることを最も重要な課題

として、企業倫理の向上に取り組まなければならないことなどを謳い、りそなグループとしてのコンプライアン

スへの取り組み姿勢を明確にしています。また、冊子の作成にあたっては、できるだけ平易な文章としイラストを

使用するなど、従業員がコンプライアンスを身近にとらえられるよう工夫をしました。

■りそなＳＴＡＮＤＡＲＤの概要

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅰ お客さまのために

最適なサービスのご提供、誠意ある態度、守秘義務の遵守　など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅱ 変革への挑戦

収益へのこだわり、銀行員意識の払拭、勝ちへのこだわり など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅲ 誠実で透明な行動

法令・ルール・社会規範の遵守、公私のけじめ、人権の尊重　など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅳ 責任ある仕事

正確な事務、何事も先送りはしない、適切な報告・連絡・相談　など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅴ 社会からの信頼

地域社会から信頼される企業、適切な情報開示、フェアな取引　など

■コンプライアンスに関する相談窓口

コンプライアンスの浸透には、従業員１人ひとりの問題意識と透明なコミュニケーションが重要であるとの認識

のもと、グループのコンプライアンスに関する相談・報告制度として、「りそな弁護士ホットライン」および「りそ

なコンプライアンス・ホットライン」を設置しています。

この２つのホットラインは、右図のような制度

内容とするとともに、正当な通報を行った従業

員に対する不利益処分や嫌がらせを行ってはな

らないことを社内規程に明記して、グループの

従業員が可能な限り利用しやすい配慮をしてい

ます。

また、各種社内集合研修において趣旨を周知徹底し、前記「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」の冊子および小冊子に制度の

内容や連絡先を掲載すること等により、積極的な利用促進を図っています。

現在の制度は、平成１５年１２月に見直しを行ったものです

が、見直し以降、利用件数は増加しています。今後も継続

的に定着化を図るとともに、コンプライアンス上の問題点

の早期発見や透明な企業風土の構築に努めていきます。

なお、平成１８年４月より公益通報者保護法が施行された

ことを踏まえ、上記ホットラインを通報窓口とするととも

に、当社およびグループ各社において内部通報規程等を整

備し、通報者の保護を図っています。

りそな弁護士ホットライン りそなコンプライアンス・ホットライン

社外の契約弁護士が受け付け コンプライアンス統括部署が受け付け

コンプライアンスにかかわる疑問・問題点・悩みなどについて幅広く相談・報告が可能

専用電話を設置 専用フリーダイヤルを開設

Ｅメールでの相談可能

匿名での相談も可能

75

50

25

0

平成16年度上期 平成16年度下期 平成17年度上期 平成17年度下期 

■ホットライン利用件数の推移 （単位：件）

※「りそな弁護士ホットライン」「りそなコンプライアンス・ホットライン」の合計です。
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■コンプライアンス意識調査

平成１６年度以降、従業員における「経営理念」「りそなＷＡＹ」「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」の認知度・浸透度を図ること

などを目的として、グループに勤務している社員等を対象とした意識調査を実施しています。

これによると、「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」や「ホットライン制度」について相応の認知、浸透が図られていると考え

られる一方で、研修啓発活動を強化すべきとする意見が多いなど、取り組むべき課題も明らかとなっています。

今後も引き続き、同様の意識調査を実施していく予定です。

■個人情報保護法への対応

平成１７年４月、「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」が全面的に施行されました。りそなグループで

は、これまでもお客さまに関する資料の社外への持ち出しを制限するなど、お客さまの情報の管理体制を整備し

てきましたが、法の施行に合わせて情報の適切な保護に向けた決意として、グループ各社で共通の内容の「個人情

報保護宣言」を公表しました。

また、お客さまからの情報開示などの請求の受け付けや個人情報の利用目的の公表・明示などの手続きを新た

に導入し、個人情報の取り扱いにおける透明性の確保に努めるとともに、社員との間で業務上知り得た情報の非

開示契約を締結するなど、情報の保護策を取っています。

りそなグループでは、今後も社員全員がお客さまの大切な情報をお預かりしていること、情報の取り扱いに関

する事故の発生が当グループの信用に重大な影響を及ぼすことを自覚するとともに、継続的に情報管理体制の強

化に取り組んでいきます。

個人情報保護宣言

私たちは、創造性に富んだ金融サービス企業を目指すりそなグループの一員として、皆さまのご要望にお

応えしお役に立つことによって、皆さまとの確かな信頼関係を築いてまいりたいと考えております。

そのためにも、皆さまからお預かりしている情報について適切な保護を図り、安心してお取引いただけま

すよう努めてまいります。

１．私たちは、「個人情報の保護に関する法律」をはじめとした関連する法令ならびに社会規範の遵守を

徹底します。

２．私たちは、適法かつ公正な手段により情報を収集するとともに、個人情報の利用目的を明確にし、

収集した個人情報を利用目的の範囲内で適切に取扱います。

３．私たちは、皆さまが私たちを信頼してお取引くださっていることを強く認識し、お預かりしている情

報の漏えい･紛失等の防止に努めます。

４．私たちは、皆さまからのお問い合わせ、ご意見、あるいは苦情などに対して、真摯にかつ適切に取

組みます。

５．私たちは、情報の取扱いに関する方針・組織体制・ルール、および情報の保護に向けた各種の取組

みについて、継続的に見直しを行い、改善と向上に努めます。
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リスク管理体制について

■リスク管理の基本的な考え方

当グループは、平成１５年５月に公的資金を申請し、約２兆円に及ぶ公的資金による資本増強を行うこととなり、

国民、お客さまならびにその他関係者の方々に対し、多大なご負担、ご迷惑をおかけいたしました。そのような事

態に至った原因として、過度のリスクに対し適切な対応が取れなかったなど、リスク管理体制に不備があったも

のと認識しています。

当グループは、こうした反省を踏まえつつ以下の３原則に則ったリスク管理を実践し、健全な経営を確保すると

ともに、創造性に富んだ金融サービス企業を目指していきます。

１．経営体力を超えたリスクテイクを行わない

２．顕在化した損失もしくは顕在化が予見される損失は、先送りせずに早期処理を行う

３．収益に見合ったリスクテイクを行う

■グループのリスク管理体制

りそなホールディングス

当グループのリスク管理の基本的な方針として｢グループリスク管理方針｣を制定しています。当該方針において

は、前述したリスク管理に関する３原則等の当グループが守るべきリスク管理の基本的考え方、管理すべき各種

リスクの定義、適切なリスク管理を行うための組織・体制およびその役割、各種リスクを管理するための基本的

枠組み、リスク管理を行うための人材育成について定めています。

りそなホールディングス内に、リスクカテゴリーごとのリスク管理部署を設け、グループ各社におけるリスクの

状況を把握するとともに、各社に対して指導・助言を行っています。加えて、グループの各種リスクの統合管理部

署であるリスク統括部を設けて、リスク管理の強化に努めています。

■グループのリスク管理体制図

信用リスク
統括部

リスク
統括部

リスク
統括部

リスク
統括部

リスク
統括部 システム部 コンプライアンス

統括部
リスク
統括部

コーポレート
コミュニケーション部

り
そ
な
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ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

取締役会

代表執行役

経営会議

グループリスク管理委員会 グループALM委員会

リスク統括部

信用リスク 市場リスク 流動性リスク 信託財産の
運用リスク

レピュテーショナル
リスク

グループ各銀行／関連会社のリスク統括部署またはリスク管理部署

各種会議／
委員会

リスク統括
部署

リスク管理
部署

銀行・
関連会社

リスク
カテゴリー 事務リスク システムリスク 法務リスク

オペレーショナルリスク

事前協議制度、報告制度、計画・基準・方針の提示（指導・助言）

グループ
流動性リスク
委員会
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りそなグループ各社（グループ各銀行、主要関連会社）

グループ各銀行は、りそなホールディングスの｢グループリスク管理方針｣に則り、各々の業務の規模・特性等を踏

まえて、別途リスク管理方針を制定しています。また、リスクカテゴリーごとのリスク管理部署およびリスク統括

部署を設置し、それぞれの業務およびリスクの状況に応じたリスク管理を行っています。

主要関連会社においてもリスク管理方針を制定し、リスク統括部署等のリスク管理体制を整備しています。各々

の業務特性を踏まえてリスク管理を行う一方、本来業務以外では極力リスクをとらない方針としています。

なお、グループ各社は、リスク管理上の重要事項の決定に際してりそなホールディングスと事前協議を行うとと

もに、定期的にリスクの状況をりそなホールディングスへ報告しています。

■信用リスク管理

信用リスクは、銀行業務を行ううえで生じるリスクのうち最も主要なもので、当グループでは、信用リスクを

「与信先の財務状況の悪化等から資産の価値が減少ないしは消失することにより損失を被るリスク」と定義してい

ます。

りそなホールディングスでは、当グループのリスク管理の基本的な方針として「グループリスク管理方針」を

定めており、さらにグループ統一の信用リスク管理の基本原則として、平成１５年１２月に「グループ・クレジット・

ポリシー」を制定し、信用リスク管理体制の整備を進めています。

過去における個別与信に対する不十分な取り組みと特定先・特定業種への与信集中が、公的資金による多額の

資本増強の主因となった反省を踏まえ、「グループ・クレジット・ポリシー」では、原理・原則に立ち返った厳格な「与

信審査管理」とリスク分散に重点を置いた「ポートフォリオ管理」を信用リスク管理の２つの柱と位置づけました。

また、「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」を反映し、お客さまへの説明

責任や担保・保証に過度に依存しない取り組みを明記しています。

グループ各銀行は、「グループ・クレジット・ポリシー」に準拠した自社のクレジット・ポリシーの制定、信用リスク

管理のための各種規程・基準の整備、営業推進部署と審査部署の原則分離、信用格付・自己査定制度等による与信

先の信用状況評価、与信分散のためのクレジット・シーリング制度の導入、信用リスクの計量化等を行っています。

りそなホールディングスは、グループ各銀行のリスク管理に関する方針・各種規程、与信管理上の重要な施策に

関する事前協議を通して、各銀行のリスク管理体制について指導・助言を行っています。また、グループ各銀行の

信用リスクの状況をモニタリングし、経営陣に報告しています。

■市場リスク管理

市場リスクとは、長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保有する資産の価値が変動することにより

損失を被るリスク、また資産・負債間の金利約定期間・時点、基準金利の違いから、金利変動により損失を被る

リスクです。

グループ各銀行は、市場業務の規模や特性等に応じたリスク管理体制を整備しています。フロントオフィスや

バックオフィスから独立したミドルオフィス（リスク管理部署）において、ポジション、バリュー･アット･リスク

（ＶａＲ）、損益等を算出し、それらに対して各種限度を設けています。



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

リ
ス
ク
管
理
体
制
に
つ
い
て

HD25

りそなホールディングスでは、グループ各銀行の市場リスクに関する限度、管理方針・管理規程等の妥当性の検

証等を行っています。また、グループ各銀行の市場リスクの状況、市場取引の損益および各種限度の遵守状況を

管理し、状況を経営陣に報告しています。

市場性のある株式の残高については、グループ銀行合計約４千億円まで圧縮しています。また、株式相場の上昇

によって現状大きな含み益を抱える状況となっています。

［グループのＶａＲの実績値］

平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日における、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の各計数の単純合算

値は以下のとおりとなっています。

単位：億円

トレーディング取引

バンキング取引

期末値

４

１,１１５

最大値

８

１,１１５

最小値

０

６８３

平均値

３

８８４

［ＶａＲの定量基準］ トレーディング取引 バンキング取引

①信頼区間 片側９９％ 片側９９％

②保有期間 １０日間 ２０日間

（平成１８年３月末基準）

アウトライヤー基準試算

損失額

２,１７８億円

自己資本に対する割合

９.１％

※アウトライヤー基準における損失額算定方法

金利シナリオは、観測期間５年、保有期間１年で観測される金利変動の１パー

センタイル値と９９パーセンタイル値を使用。

コア預金の満期は最短期間に設定。なお、コア預金の定義は、今後より合理的

な方法による再定義づけを行っていきます。（注）バーゼルⅡ（新しい自己資本比率規制）では、銀行勘定の金利リスクについて、一定の

ストレス的な金利シナリオのもとで発生する損失額が広義の自己資本（Ｔｉｅｒ１＋Ｔｉｅｒ２）

の２０%を超えるものを「アウトライヤー基準」とし、これに抵触した場合にはリスク量の

削減等の対応が求められる可能性があります。

※政策保有株式を除く。また、近畿大阪銀行はバンキング取引のみ。

［グループのトレーディング取引に関するストレステスト］

トレーディング取引に関して、過去５年間で最悪の損失が発生するシナリオを用いたストレステスト結果は、９億

円となっています（りそな銀行、埼玉りそな銀行の平成１８年３月末基準値の単純合算）。

［グループのアウトライヤー基準試算結果］

りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行のバンキング取引におけるアウトライヤー基準（注）に係る試算値の

単純合算は以下のとおりです。

■流動性リスク管理

流動性リスクとは、財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資

金の確保に通常よりも著しく高い金利の支払いを余儀なくされることにより損失を被るリスクです。

流動性リスク管理にあたっては、経営システム全体にとって最も基本的かつ重要なリスクであるとの認識のも

と、すべての経営戦略に先立って安定的な資金繰りを達成することを目的として管理しています。戦略・目標を定

める際には流動性リスクを考慮するとともに、資金繰りの状況に応じた業務運営を行います。

グループ各銀行は、自らの流動性リスクの状況に応じた管理指標を用いて資金繰りの状況を把握し、必要に応

じて流動性リスクガイドラインを設定して管理しています。

りそなホールディングスは、グループ各銀行の流動性リスクの状況を管理し、経営陣に状況を報告するととも

に、必要があれば資金繰り運営に関する指導を行います。
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■オペレーショナルリスク管理

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外部要因に

より生じる損失に関するリスクであり、以下の事務・システム・法務リスクを含む広義の概念です。当グループで

は、オペレーショナルリスク関連損失データの収集・分析およびリスク計量化の実施、オペレーショナルリスクに

関する自己評価制度の導入等、オペレーショナルリスク管理の高度化に積極的に取り組んでいます。

事務リスク管理

事務リスクとは、役員および従業員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被る

リスクです。

業務プロセスや事務処理に関して、簡素化・集中処理化・システム化の対応を推進するとともに、教育・研修を

継続的に行っています。外部への業務委託の管理体制の構築も進めています。

また、事務過誤・不祥事件等の発生状況を定期的に把握し、事務リスクの所在および原因・性質を総合的に分析

することにより、その結果を再発防止ならびに事務リスクの軽減策の策定に活かし、事務リスク管理体制の強化

に努めています。

システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動など、システムの不備等に伴い損失を被るリ

スク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクです。

当グループでは、システムリスクを単に技術的な問題としてとらえるのではなく、顕在化した場合は社会的に

影響を与えて経営を揺るがしかねないリスクとして認識しています。そのため、システムに関する障害･不備防止

対策、不正防止対策等のリスク管理の基準を定めるとともに、システム障害を想定したコンティンジェンシープラ

ンを整備することにより、システムリスクの軽減に努めています。

法務リスク管理

法務リスクとは、法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損失を被るリ

スクです。当グループでは、法務リスクがあらゆる業務に内在するリスクであることを意識し、法令・諸規程を遵

守した厳正な業務運営を行っています。

グループ各銀行は、法務リスクの管理部署等によるコンプライアンス・チェックの実施や指導・助言を通じて、

法務リスクの顕在化の回避、事故の未然防止を図るとともに、計画的な法務研修を通じて役員・従業員の遵法意

識ならびに法務リスクに対する認識の向上を図っています。また、法務リスクの管理部署が訴訟等の情報を統括

管理することにより、法務リスクの状況を的確に把握できるよう管理体制を整備しています。

りそなホールディングスは、グループ各銀行との協議・報告を通じて、法務リスクの管理体制について必要な指

導・助言を行うとともに、グループ各銀行における訴訟等の法務リスクの状況を一元的に管理しています。
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■信託財産の運用リスク管理

信託財産の運用リスクとは、信託財産の運用において、本来果たすべき忠実義務・善管注意義務等の受託者とし

ての責任を怠ったことに起因して発生する事象により、現在および将来においてその責任を問われ損失を被る、

または得べかりし利益を喪失するリスクです。

当グループでは、受託者責任を全うして受益者の利益に資するよう運用の適正性を確保するとともに、信託財

産の市場リスク・信用リスク・流動性リスク・オペレーショナルリスク等を適切に把握し管理すべく、管理体制を

整備しています。

■レピュテーショナルリスク管理

レピュテーショナルリスクは、マスコミ報道、評判・風説・風評等がきっかけとなり、損失を被るリスクをいいます。

レピュテーショナルリスクは、流動性リスク等の各種リスクとの連鎖性を有していることから、対応次第で予想

を超えた不利益となる恐れがあり、経営上重要なリスクと位置づけて管理しています。広報・ＩＲ活動を通じて、当

グループに対する社会、お客さま、株主等の理解と信頼を得ることにより、レピュテーショナルリスクの顕在化を

防止します。

りそなホールディングスにおいては、グループ各社からレピュテーショナルリスクにつながるような、グループ

の経営に重大な影響を及ぼすと思われる情報について報告を受ける体制を整備し、りそなホールディングスにお

いて情報の一元管理を行うことで、速やかに対策が取れるよう適切な管理体制を構築しています。

なお、情報の不統一を防止する観点から、対外的な問い合わせおよび公表窓口は、りそなホールディングスに

一元化しています。

■バーゼルⅡ対応

国際決済銀行のバーゼル銀行監督委員会で検討されてきたバーゼルⅡ（いわゆる新ＢＩＳ規制）に沿って、現在、

監督当局をはじめ各金融機関では、その対応の準備が進んでいます。

新たな規制は、銀行自身のリスクの状況に応じた自己資本の充実、金融機関の自己管理と監督上の検証、情報

開示を通じた市場規律の確保を「３つの柱」とし、これら３つの柱が一体となって金融システムの安全性と健全性を

保つという考え方に立っています。そのため、銀行におけるリスクの内容をより反映した規制となっており、銀行

が自らのリスクの状況や管理手法に応じて、必要とされる自己資本を計算する方法を選択できるようになります。

りそなグループでは、バーゼルⅡへの積極的な対応は自らのリスク管理の高度化に資するとの認識のもと、

従来から規制の対象となっている信用リスクはもとより、今回新たに規制の対象となるオペレーショナルリスク

についても、計測手法や管理体制等の整備を進めています。
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グループ会社のご紹介

■グループ銀行

りそなグループは、金融持株会社りそなホールディングスの傘下に４つの銀行（りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿

大阪銀行、りそな信託銀行）を有する金融グループです。グループ各銀行がそれぞれの地域特性に応じた地域密着

の営業を行うとともに、年金・法人信託業務は「りそな信託銀行」に集約し高度化することで、グループすべてのお

客さまに対して、質の高い金融サービスを身近な形でご提供しています。

■グループ会社
主なグループ会社についてご紹介します。

りそなカード株式会社 【カード】

当社は、株式会社クレディセゾンとの業務提携により、りそなブランドのクレジットカード『りそなカード《セゾン》』

『りそなゴールド《セゾン》』を発行している他、ＪＣＢ・ＵＣ・ＶＩＳＡブランドのカードを取り扱っています。りそなグルー

プのクレジットカード会社として、当社ならではの生活密着型のサービスを提供し、会員の皆さまに十分にご満足いた

だけるよう取り組んでいます。また、法人カードや加盟店業務においても、さまざまなお客さまのニーズにお応えして

います。

（東京本社）東京都中央区日本橋室町１-２-６ 電話０３-５２５５-９７００（代表）

（大阪本社）大阪府大阪市中央区備後町２-１-８ 電話０６-６２０３-９３２１（代表）

ホームページｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａｃａｒｄ.ｃｏ.ｊｐ

りそな総合研究所株式会社 【ビジネスコンサルティング】

当社は、経営者の皆さまのパートナーとしてさまざまな経営課題解決のお手伝いをさせていただきます。経営・財務・

人事制度・マネジメントシステム構築（各種認証取得支援）等の経営コンサルティングのほか、マネジメントスクール

（事業後継者育成）・企業内研修・公開セミナー、会員向け経営相談サービスなどを通じて強い会社づくりに役立つ

ソリューションをご提供していきます。

（東京本社）東京都中央区京橋１-３-１ 電話０３-３２４２-１１５５

（大阪本社）大阪府大阪市中央区備後町２-２-１ 電話０６-６２０３-３０２１

（埼玉本社）埼玉県さいたま市浦和区仲町１-４-１０ 電話０４８-８２４-５４１１

（名古屋支店）愛知県名古屋市中区錦２-１５-２２ 電話０５２-２２１-６７８１

ホームページｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｒｉ.ｃｏ.ｊｐ

りそなキャピタル株式会社 【ベンチャーキャピタル】

当社は、りそなグループのベンチャーキャピタルとしてグループ各社と連携し、株式公開を展望する中堅・中小企業の

成長支援、企業価値向上策のご提案を積極的に推進していきます。

（東京本社）東京都中央区京橋１-３-１ 電話０３-３２７０-３３１１

（大阪支社）大阪府大阪市中央区備後町２-２-１ 電話０６-６２３２-００５２

ホームページｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａｃａｐｉｔａｌ.ｃｏ.ｊｐ

りそな決済サービス株式会社 【ファクタリング・代金回収代行】

当社は、りそなグループの代金回収代行、ファクタリング会社として、資金決済に係る事業を通じ、お客さまのさまざ

まなニーズにお応えしていきます。

（東京本社）東京都中央区日本橋茅場町１-１０-５ 電話０３-５６４０-８１８１（代表）

（大阪支店）大阪府大阪市中央区備後町２-１-８ 電話０６-６２２２-７７２２

（さいたま支店）埼玉県さいたま市浦和区仲町１-４-１０ 電話０４８-８２３-８３７１

ホームページｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａ-ｋｓ.ｃｏ.ｊｐ
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平成１８年３月期の業績について

当社グループは、公的資金による多額の資本増強を受けたことを真摯に受け止め、早期に経営の健全化を図るべ

く様々な改革に取り組んでまいりました。平成１７年度においても、地域とサービスを軸にしたお客さま発・地域発

の戦略の実施を通じて収益力強化とブランド力の回復を進めるために、「地域を軸とした運営体制の強化」、「サービ

ス業への更なる進化」、「システム統合による基盤整備」の３つの改革を重点課題として取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度における財政状態及び経営成績は、以下のとおりとなりました。

資産・負債・資本等の状況

総資産は４０兆３,９９５億円と前連結会計年度末比８,３６１億円増加いたしました。

資産では、有価証券は前連結会計年度末比７,４３３億円増加して８兆２１９億円に、貸出金は前連結会計年度末比

８,９３８億円増加して２６兆２,０９６億円になったほか、コールローン及び買入手形が前連結会計年度末比３,１９０億円増加

して９,８６８億円となっております。なお、一方で現金預け金は前連結会計年度末比１兆３,３３２億円減少して１兆６,９１０

億円となりました。

負債につきましては、預金は前連結会計年度末比３,７７９億円減少して３１兆５,９７２億円となりましたが、譲渡性預金

は６,９５３億円増加して１兆７,２３７億円に、社債は２,０７４億円増加して７,６３４億円となりました。なお、定期預金は前連

結会計年度末比５,５２３億円減少し、１１兆８,８０５億円となっております。

資本勘定は、利益剰余金の増加や、株式相場が堅調に推移したことなどに伴うその他有価証券評価差額金の増加

などにより、前連結会計年度末比４,７０６億円増加し、１兆６,５７０億円となりました。なお、優先株式に係る純資産額を

控除して計算した１株当たり純資産額は、△７８,４９９円５２銭となっております。

経営成績

経営成績につきましては、経常収益が前連結会計年度比２９５億円減少し、１兆４７０億円となりました。内訳をみま

すと、貸出金利息は減少しておりますものの、有価証券利息配当金などの増加により資金運用収益全体としては、前

連結会計年度比８０億円増加して６,０９９億円となっております。役務取引等収益に関しましては、フィービジネス等に

対する取り組みが順調に成果をあげており、前連結会計年度比２７０億円増加して２,１１３億円となりました。また、そ

の他経常収益が前連結会計年度比５９０億円減少して１,０８２億円となっておりますが、これは、価格変動リスクの圧縮

のための保有株式の売却が一段落したことから、株式等売却益が減少したことなどによるものであります。

経常費用は、前連結会計年度比１３億円減少し、６,７８７億円となりました。内訳では、資金調達費用が前連結会計年

度比６億円増加の６０１億円、役務取引等費用が前連結会計年度比３７億円増加の６６９億円などとなっております。その

他業務費用につきましては、国債等債券売却損の増加などにより、前連結会計年度比１９５億円増加して、４２９億円と

なりました。その他経常費用につきましては、貸倒引当金は１８１億円の繰入となりましたものの、貸出金償却や債権

売却損などの不良債権処理の減少などにより、前連結会計年度比２７４億円減少して、１,２４４億円となっております。

また、営業経費につきましては、前連結会計年度比１９億円増加の３,８４０億円となっております。

特別損失につきましては、前連結会計年度におきましては年金制度改定に伴う損失など５５９億円を計上したのに

対し、当連結会計年度は優先出資証券の償還損などにより２３７億円となっております。

以上の結果、連結経常利益は前連結会計年度比２８１億円減少し、３,６８３億円に、連結当期純利益は前連結会計年度

比１７６億円増加し、３,８３２億円となりました。また、１株当たり当期純利益は３１,９４３円１４銭となっております。なお、

当社グループの業績中、事業の種類別では銀行信託業務が、所在地別では本邦における業務が、各々大宗を占めて

おります。
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当社（単体）の経営成績につきましては、営業収益は傘下子銀行からの受取配当金の増加などに伴い、前事業年度

比２,４２９億円増加して３,１７５億円に、経常利益は前事業年度比２,４５５億円増加して３,０２１億円となりました。また、特

別損失や税金費用を加味した後の当期純利益は、前事業年度比２,５４５億円増加して２,９９０億円となっております。

なお、連結自己資本比率（第二基準）は、９.９７%となりました。

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ･フローは、前連結会計年度比７０７億円支出が減少して、４,８４６億円の支出となりました。

これは、貸出金の増加が主な要因となっております。投資活動によるキャッシュ･フローは、有価証券の取得などに

より、前連結会計年度比１兆８５８億円支出が増加して、５,４１０億円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ･

フローは、前連結会計年度比３,１４１億円支出が増加して、２,４２９億円の支出となりました。内訳といたしましては、劣

後特約付社債や優先出資証券の発行により約４,３００億円の収入となった一方で、劣後特約付借入金の返済、劣後特

約付社債、優先出資証券の償還により約６,５００億円の支出となっております。これらの結果、現金及び現金同等物の

期末残高は、前連結会計年度末比１兆２,６８５億円減少して１兆４,７５６億円となりました。

配当政策

平成１８年３月期の普通株式配当につきましては、収益力向上のための諸施策の実施により経営健全化計画を上回

る利益水準を達成する等、復配に向けた諸条件が整うことから、平成１８年５月２３日開催の取締役会において「１株当

たり１,０００円」と決定いたしました。また、優先株式配当につきましても、同日の取締役会において所定の配当を決

定いたしました。

当社グループでは、今後とも企業価値向上に向けた経営改革に努め、公的資金の早期返済を実現いたしたいと考

えており、この観点から、内部留保蓄積を優先し利益の社外流出は抑制することといたします。従いまして、平成１９

年３月期以降の普通株式配当につきましても、当面は平成１８年３月期の配当額を基本として、安定配当に努めること

といたします。

■単体損益の概要 （単位：億円）

平成１７年 平成１８年
３月期 ３月期

営業収益 ７４５ ３,１７５
営業費用（△） １８０ １５５
営業利益 ５６５ ３,０２０
営業外収益 １ １
営業外費用（△） １ １
経常利益 ５６５ ３,０２１
特別損失 １２０ １５１
関係会社株式評価損 １２０ １２０
関係会社株式譲渡損 － ３０
税引前当期純利益 ４４５ ２,８６９
法人税、住民税及び事業税（△） ０ △３７
法人税等調整額（△） － △８２
当期純利益 ４４５ ２,９９０
前期繰越利益（△は前期繰越損失）△９,２１２ ２４４
減資による欠損てん補額 ９,２１２ －
当期未処分利益 ４４５ ３,２３５

■連結損益の概要 （単位：億円）

平成１７年 平成１８年
３月期 ３月期

経常収益 １０,７６５ １０,４７０
連結粗利益 ７,６３１ ７,６８６
営業経費（△） ３,８２０ ３,８４０
一般貸倒引当金繰入額（△） － △１０７
臨時収支 １５４ △２７０
うち株式関係損益 ９１０ ５８５
うち不良債権処理額（△） ８２０ ７４２

経常利益 ３,９６４ ３,６８３
特別利益 ４９０ ５７９
特別損失（△） ５５９ ２３７
税金等調整前当期純利益 ３,８９５ ４,０２５
法人税等調整額（△） ２３ △９１
当期純利益 ３,６５５ ３,８３２
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平成１８年３月期の不良債権処理について

■与信関連費用の内訳 （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
信託勘定不良債権処理額（A）
一般貸倒引当金繰入額（B）
不良債権処理額（C）
貸出金償却
個別貸倒引当金純繰入額
特定海外債権引当勘定繰入額
その他不良債権処理額

与信費用戻入額（D）
貸倒引当金戻入
償却債権取立益

与信関連費用　計（A）＋（B）＋（C）＋（D）
(注)１. 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金および特定海外債権引当勘定の合算が戻入超過の場合（平成17年3月期が該当）、特別利益として貸倒引当金戻入

を計上しています。
２. 与信費用関連の表示で△は戻入（利益）を示しています。

■金融再生法基準開示債権（３行合算）（注）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
破産更生債権およびこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
金融再生法基準開示債権　小計
正常債権
金融再生法基準開示債権　総合計
(注) 平成１８年３月期は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。なお、平成１７年３月期は、奈良銀行を含む４行

の計数を合算しております。

■リスク管理債権の状況（連結）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円、％）

平成１７年３月期 平成１８年３月期

貸出金残高（期末 貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率 リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計

■貸倒引当金等の状況（連結） （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定
貸倒引当金　合計
特定債務者支援引当金
債権償却準備金

■リスク管理債権に対する引当率（連結） （単位：％）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
部分直接償却実施後 ６５.７０ ６８.０１
引当率＝（貸倒引当金合計＋特定債務者支援引当金＋債権償却準備金）／リスク管理債権合計

■リスク管理債権の状況（３行合算）（注）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円、％）

平成１７年３月期 平成１８年３月期

貸出金残高（期末 貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率 リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計
部分直接償却実施額
(注) 平成１８年３月期は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。なお、平成１７年３月期は、奈良銀行を含む４行

の計数を合算しております。

０
△１０７
７４２
４５９
２８９
△０
△６

△５７２
－

△５７２
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６

０.０７
１.９１
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■オフバランス化の実績
危険債権以下（金融再生法基準）の債権残高（３行合算）（注）（元本補てん契約のある信託勘定含む） （単位：億円）

平成１２年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１７年度
進捗率

上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末

平成１２年度上期以前発生分 １５,５４９１０,９６７ ８,６８７ ６,１０１ ５,２８０ ２,５８４ １,９３５ ７１６ ４２５ ２２３ １３６ ８８ ９９.４％
破産更生等債権 ４,１９６ ３,７３０ ２,９２９ ２,３８３ １,９９３ １,４４０ １,２９４ ４０５ ２４２ １１９ ７７ ４１ －
危険債権 １１,３５３ ７,２３７ ５,７５８ ３,７１７ ３,２８６ １,１４４ ６４１ ３１０ １８２ １０３ ５８ ４７ －

平成１２年度下期発生分 ４,５９７ ３,７２１ ３,１１５ １,７２８ １,２１９ ８６０ ２１９ １４２ ７９ ５５ ３４ ９９.２％
破産更生等債権 ５７９ ３４１ ３８０ ５１０ ３８２ １７９ ８６ ６３ ２９ ２１ ９ －
危険債権 ４,０１８ ３,３７９ ２,７３５ １,２１８ ８３６ ６８１ １３３ ７９ ４９ ３４ ２５ －

平成１３年度上期発生分 ２,０２７ １,２０６ ９１２ ６２７ ４２４ ２２２ ８６ ５３ ３４ １７ ９９.１％
破産更生等債権 ５４２ ３８０ ３１８ ２５４ １９０ ４９ ３５ １２ ８ ４ －
危険債権 １,４８４ ８２５ ５９３ ３７３ ２３４ １７２ ５０ ４０ ２６ １３ －

平成１３年度下期発生分 ９,９８３ ７,１０６ ３,２１３ １,８８５ ８２９ ５４７ １６９ １２６ ８６ ９９.１％
破産更生等債権 １,２８０ １,０３５ ９４９ ９２５ ４２８ ３１２ ６６ ４９ ２９ －
危険債権 ８,７０３ ６,０７１ ２,２６３ ９６０ ４０１ ２３５ １０２ ７７ ５６ －

平成１４年度上期発生分 １,８７３ １,３０７ ８２２ ３８１ ２３６ １０１ ６６ ５７ ９６.９％
破産更生等債権 ４６７ ３４３ ２９７ １６３ １０９ ４３ ２３ ２２ －
危険債権 １,４０５ ９６４ ５２５ ２１７ １２７ ５７ ４２ ３５ －

平成１４年度下期発生分 ２,４６３ １,４２６ ７４８ ４９０ ２６７ １８２ １４０ ９４.２％
破産更生等債権 ５１７ ４６９ ２３９ １４３ ７２ ４２ ２７ －
危険債権 １,９４５ ９５６ ５０９ ３４７ １９５ １４０ １１３ －

平成１５年度上期発生分 １１,２４５ ４,４５９ ２,３４４ １,３７９ ８９８ ２６６ ９７.６％
破産更生等債権 ３,０７８ ４１１ ２７６ １６１ １２８ １０４ －
危険債権 ８,１６６ ４,０４７ ２,０６７ １,２１８ ７６９ １６２ －

平成１５年度下期発生分 ２,４４９ １,２７７ ５２１ ３７４ ２５３ ８９.６％
破産更生等債権 ２５２ １７１ ９０ ５３ ６２ －
危険債権 ２,１９６ １,１０５ ４３０ ３２１ １９１ －

平成１６年度上期発生分 ２,３８４ ６２６ ４２０ ２３０ ９０.３％
破産更生等債権 １８６ １４２ ７５ ３５ －
危険債権 ２,１９７ ４８４ ３４４ １９４ －

平成１６年度下期発生分 １,５６９ ８７７ ５０６ ６７.７％
破産更生等債権 ２３６ ９７ ６２ －
危険債権 １,３３２ ７８０ ４４４ －

平成１７年度上期発生分 １,１９２ ５９１ ５０.３％
破産更生等債権 １２９ ９９ －
危険債権 １,０６２ ４９２ －

平成１７年度下期発生分 １,２８５ －
破産更生等債権 １３６ －
危険債権 １,１４９ －

合　計 １５,５４９１５,５６５１４,４３６２０,４０７１６,９０１１１,４１７１８,６００１０,０２６ ７,９３４ ４,９９０ ４,３６５ ３,５６０ －
進捗率は平成１７年度下期末残高と発生期末残高との比較
(注) 平成１８年３月期は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。なお、平成１７年３月期は、奈良銀行を含む４行の計数を合算しております。

■貸倒引当金等の状況（３行合算）（注） （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定
貸倒引当金　合計
特定債務者支援引当金
債権償却準備金
(注) 平成１８年３月期は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。なお、平成１７年３月期は、奈良銀行を含む４行

の計数を合算しております。

■リスク管理債権に対する引当率（３行合算）（注） （単位：％）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
部分直接償却実施前
部分直接償却実施後
引当率＝（貸倒引当金合計＋特定債務者支援引当金＋債権償却準備金）／リスク管理債権合計
(注) 平成１８年３月期は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。なお、平成１７年３月期は、奈良銀行を含む４行

の計数を合算しております。
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２,６３９
１,７６４
１

４,４０５
－
５

２,８８４
２,４７４
１

５,３６０
－
６

７６.３５
６２.７８

７５.２７
５９.２８
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■金融再生法上の債権区分の説明

金融再生法による債権区分 各債権区分の説明
正常債権 正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債権以外の債権
要管理債権 要注意先に対する債権のうちの「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権
危険債権 破綻懸念先に対する債権
破産更生債権および

実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権
これらに準ずる債権

■自己査定の状況（３行合算）［銀行合算（りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行）］ （単位：億円）

自 己 査 定  
分類債権 

債務者区分 
非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 

保全状況 
金融再生法に 
基づく保全率 

破綻先／ 
実質破綻先 

（合計 ６３４） 

破綻懸念先 

（合計 ２,９２６） 

要管理先 

（合計 ４,９００） 

その他の 
要注意先 

（合計 １５,６０８） 

正常先 

（合計 ２５３,９２４） 

合計 

２７７,９９３ 

要
　
注
　
意
　
先 

危険債権 

９７.８３％ 

要管理債権 

７１.７１％ 

全体の保全率 

８４.９９％ 

６３ 

７３３ 

１,８１３ １,０４９ 

４,１６６ 

３,４３７ 

２５３,９２４ 

１２,１７１ 

３６９ ２６４ 
引当率 

１００.００％ 
直接償却 

引当金 
４８  

担保／保証 
５８６ 

破産更生債権 
およびこれら 
に準ずる債権 

    １００.００％ 

引当金 
１，３７２ 
 

担保／保証 
１，４８９ 

引当金 
１,０３９  

担保／保証 
１,５０４ 

引当率 

９５.５７％ 

非分類 

２６０,１７３ 

危険債権 

２,９２６ 

破産更生債権 

およびこれらに 

準ずる債権 

６３４ 

要管理債権 
３,５４７ 

小計 
７,１０８ 
 

正常債権 

２７０,８８５ 

金融再生法の 

開示基準 

合計 

２７７,９９３ 

 

Ⅱ分類 

１７,７５６ 

Ⅲ分類 

６３ 

Ⅳ分類 

－ 
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主要な経営指標等の推移（連結情報）

(注) １. 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
２. 平成１４年３月期の１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数(「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く)で除して算出しております。
３. 平成１４年３月期の１株当たり当期純損失は、連結当期純損失から、該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数(「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く)で除して算出しております。
４. 平成１５年３月期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益(又は当期純損失)」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。

５. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、連結当期純損失が計上されている連結会計年度については算出しておりません。
６. 連結自己資本比率は、銀行法第５２条の２５の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当社は第二基準を採用しております。
７. 連結自己資本利益率は、当期優先株式配当金額を控除後の連結当期純利益額を、優先株式控除後の期中平均連結純資産額で除して算出しておりますが、いずれかの金額がマイナスとなる連結会計年度については算出しておりません。
８. 連結株価収益率は、連結当期純損失が計上されている連結会計年度については、算出しておりません。
９. 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき、信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を単純合算し、記載しております。
１０. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
１１. 当社は平成１７年８月２日に発行済の普通株式及び各種の優先株式のすべてについて１,０００株を１株に併合しております。
（参考）
期間比較可能性の観点から平成１４年３月期、平成１５年３月期、平成１６年３月期及び平成１７年３月期について、一株当たり情報の各数値を千倍した場合には以下のとおりとなります。

平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期
１株当たり純資産額 （円） ７６,４７６.９１ △１０３,７６４.４６ △１５１,６５９.０１ △１２０,５６２.７６
１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失） （円） △１７４,５７５.５７ △１５４,６６４.７４ △１８１,０５１.２２ ３０,４０３.１５
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） － － － １４,０３６.３１

■最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

連結会計年度

連結経常収益
うち連結信託報酬

連結経常利益（△は連結経常損失）
連結当期純利益（△は連結当期純損失）
連結純資産額
連結総資産額
１株当たり純資産額（円）
１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失）（円）
潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円）
連結自己資本比率（第二基準）（％）
連結自己資本利益率（％）
連結株価収益率（倍）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
〔外、平均臨時従業員数〕
合計信託財産額

平成１６年３月期
（平成１６年３月３１日）

１,１３８,１９９
３２,７６３

△１,１１１,８７７
△１,６６３,９６４
８１３,０５５

３９,８４１,８３７
△１５１.６５
△１８１.０５

－
７.７４
－
－

△７６２,３３３
△８１７,１６２
１,９１２,７０２
２,６８３,５２０
１８,０２５
〔１２,４００〕

２５,７１９,８６６

平成１５年３月期
（平成１５年３月３１日）

１,２５９,２５９
３７,７２１

△５１０,１４３
△８３７,６３３
３１０,８４２

４２,８９１,９３３
△１０３.７６
△１５４.６６

－
３.７８
－
－

△１６５,６３７
△３６,１９９
△２４４,７４４
２,３５０,５１２
２３,６９２
〔１３,２６９〕

２５,１５４,８２６

平成１４年３月期
（平成１４年３月３１日）

１,３６１,３４３
４４,８４３

△１,１６０,１０２
△９３１,８７６
１,２８９,０５８
４４,９５２,４８８

７６.４７
△１７４.５７

－
８.７３
－
－

１,５２５,５５２
４８７,７１５
△９６,０３４
２,７９６,１８０
２５,５０６
〔１２,５６２〕

２５,１４２,５２６

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日）

１,０４７,０５６
３６,６８４
３６８,３４１
３８３,２８８
１,６５７,０８４
４０,３９９,５４７
△７８,４９９.５２
３１,９４３.１４

１７,０５３.００
９.９７
－

１２.６７
△４８４,６４９
△５４１,０７１
△２４２,９３４
１,４７５,６８９
１６,１２３
〔１５,４８９〕

３０,０４１,３１２

平成１７年３月期
（平成１７年３月３１日）

１,０７６,５７１
３５,１８６
３９６,４６７
３６５,５９２
１,１８６,４６３
３９,５６３,３６２
△１２０.５６
３０.４０

１４.０３
９.７４
－

７.０７
△５５５,４０７
５４４,８００
７１,２６３

２,７４４,２２７
１６,２６０
〔１３,８４４〕

２７,４３５,４２４
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主要な経営指標等の推移（単体情報）

■最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

決算年月

営業収益
経常利益
当期純利益（△は当期純損失）
資本金
発行済株式総数（千株）

普通株式
優先株式

純資産額
総資産額
1株当たり純資産額（円）
1株当たり配当額（内1株当たり中間配当額）（円）

普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失）（円）
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円）
自己資本比率（％）
自己資本利益率（％）
株価収益率（倍）
配当性向（％）
従業員数（人）
〔外、平均臨時従業員数〕
(注) １. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２. 平成１４年３月期の１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式(「自己株式」を除く)で除して算出しております。
３. 平成１４年３月期の１株当たり当期純利益は、当期純利益から該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。
４. 平成１５年３月期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益(又は当期純損失)」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。

５. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されている事業年度については算出しておりません。
６. 自己資本利益率は、当期優先株式配当金額を控除後の当期純利益額を、優先株式控除後の期中平均純資産額で除して算出しておりますが、いずれかの金額がマイナスとなる事業年度については算出しておりません。
７. 株価収益率は当期純損失が計上されている事業年度については算出しておりません。
８. 配当性向は、普通株式に係る1株当たり配当額を1株当たり当期純利益で除して算出しておりますが、普通株式に係る配当が無いか、1株当たり当期純損失となる事業年度については算出しておりません。
９. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
１０. 当社は平成１７年８月２日に発行済の普通株式及び各種の優先株式のすべてについて１,０００株を１株に併合しております。
（参考）
期間比較可能性の観点から平成１４年３月期、平成１５年３月期、平成１６年３月期及び平成１７年３月期について、一株当たり情報の各数値を千倍した場合には以下のとおりになります。

平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期
１株当たりの当期純資産額 （円） １１２,０８３.６６ △９３,９９８.３８ △１６２,１０７.２９ △１５９,９４０.９７
１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失） （円） ２,６６８.７３ △２０４,７３５.０６ △１５６,３４０.０８ ２,１５５.４８
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） － － － １,５４３.７１

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日）

３１７,５８２
３０２,１２９
２９９,０４３
３２７,２０１
２０,８３７
１１,３９９
９,４３７

１,０１７,０６１
１,４０８,８４１

△１３４,６５５.９１

１,０００（－）
／（－）

６,３６０（－）
６,８００（－）
１０,０００（－）
１４,３８０（－）
１８,５００（－）
１,１８８（－）
１,１８８（－）
１,１８８（－）

２４,５３６.５３

１３,３０４.８０
７２.１
－

１６.５
４.０
３８１
〔１３〕

平成１７年３月期
（平成１７年３月３１日）

７４,５９４
５６,５６９
４４,５１９
３２７,２０１

２０,８１９,０３３
１１,３７５,１１０
９,４４３,９２３
７３８,５４３
１,４２９,４２８
△１５９.９４

－（－）
２４.７５（－）
６.３６（－）
６.８０（－）
１０.００（－）
１４.３８（－）
１８.５０（－）
１.１７８（－）
１.１７８（－）
１.１７８（－）
２.１５

１.５４
５１.６
－

１００.０
－

３１７
〔－〕

平成１６年３月期
（平成１６年３月３１日）

３２,５６６
１６,４６４

△１,４６３,９０２
１,２８８,４７３
２０,８１９,００３
１１,３７５,０６９
９,４４３,９３３
６９４,２１２
１,３４５,９６０
△１６２.１０

－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）

△１５６.３４

－
５１.６
－
－
－

２２８
〔－〕

平成１５年３月期
（平成１５年３月３１日）

１３,０７８
１,７８７

△１,１５３,５５２
７２０,４９９
６,７８４,８９９
５,６５３,５８９
１,１３１,３１０
３４８,３６２
７００,９５２
△９３.９９

－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
／
／
／

△２０４.７３

－
４９.７
－
－
－

２９２
〔－〕

平成１４年３月期
（平成１４年３月３１日）

２,１２５
３０７

１９,９０１
７２０,０００
６,７６６,２６０
５,６３４,９０４
１,１３１,３５６
１,５１１,２９８
１,８２２,２７１
１１２.０８

－（－）
２４.７５（－）
６.３６（－）
６.３３（－）
１０.００（－）
１４.３８（－）
１８.５０（－）

／
／
／

２.６６

－
８２.９
２.１
３４.５
－

３８５
〔－〕
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連結財務諸表

■連結貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 現金預け金※８
コールローン及び買入手形※８
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産※８
有価証券※１、２、８
貸出金※３、４、５、６、７、８、９
外国為替※７
その他資産※８、１０
動産不動産※８、１１、１２、１３
繰延税金資産
連結調整勘定
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預　金※８
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形※８
売現先勘定※８
債券貸借取引受入担保金※８
特定取引負債
借用金※８、１４
外国為替
社　債※１５
信託勘定借
その他負債※８、１０
退職給付引当金
事業再構築引当金
店舗チャネル改革引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債※１１
支払承諾
負債の部合計

少数株主持分　 少数株主持分
資本の部 資本金※１６

資本剰余金
利益剰余金
土地再評価差額金※１１
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自己株式※１７
資本の部合計
負債、少数株主持分
及び資本の部合計

平成１７年３月期
（平成１７年３月３１日現在）

３,０２４,２３１
６６７,８４２
３６,６０８
１０５,０８９
７０８,３３５
７,２７８,６６２
２５,３１５,７９８
８０,７２９
６９０,９２９
４５２,９９４
４５,５５４
３５,７８１

１,７６２,０６９
△６２７,０３５
△１４,２３１

３９,５６３,３６２
３１,９７５,１７０
１,０２８,３９０
８２３,１７４
３５１,２９１
６５,０６９
３９,０７３
４９８,４６４
９,２９４

５５５,９９９
３９３,１６６
５３２,６６１
５,６２６
３０１
２,９３２
０

２,２９１
４５,５３５

１,７６２,０６９
３８,０９０,５１１
２８６,３８７
３２７,２０１
２６３,４９２
３８４,８３９
６３,４０６
１４９,９１６
△２,３３１
△６０

１,１８６,４６３

３９,５６３,３６２

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日現在）

１,６９１,０１６
９８６,８８６
４７,５６５
１４１,６１６
６７８,８４８
８,０２１,９９５
２６,２０９,６０３
８９,５１２
８８９,６２０
４４２,４２２
３,５０９
２８,８０４

１,７２１,２３７
△５３８,４５４
△１４,６３６

４０,３９９,５４７
３１,５９７,２４８
１,７２３,７４０
９２３,１２５
２４０,４８０
１５４,４５８
７１,０９０
２４１,９０７
５,４８５

７６３,４３８
４２６,１１２
６４１,０３９
３,４３７
１７１
２,７３１
０

２５,０８３
４４,８４４

１,７２１,２３７
３８,５８５,６３４
１５６,８２９
３２７,２０１
２６３,５０５
７４９,１１８
６２,３９６
２５７,３８８
△１,９４６
△５７９

１,６５７,０８４

４０,３９９,５４７

当社は、連結財務諸表すなわち連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法
第１９３条の２の規定に基づき、新日本監査法人及び監査法人トーマツの監査証明を受けております。
また、銀行法第５２条の２８の規定により作成した書類については、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２号）」に
よる会計監査人の監査を受けております。

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結損益計算書 （単位：百万円）

経常収益
資金運用収益

貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息及び買入手形利息
買現先利息
債券貸借取引受入利息
預け金利息
その他の受入利息

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※１

経常費用
資金調達費用

預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息及び売渡手形利息
売現先利息
債券貸借取引支払利息
借用金利息
社債利息
その他の支払利息

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用

貸倒引当金繰入額
その他の経常費用※２

経常利益
特別利益

動産不動産処分益
償却債権取立益
その他の特別利益※３

特別損失
動産不動産処分損
減損損失
証券取引責任準備金繰入額
その他の特別損失※４

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
当期純利益

平成１７年３月期
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

１,０７６,５７１
６０１,９００
５２５,８０８
５７,５１４
１,０２５
０
４

４,２１８
１３,３２９
３５,１８６
１８４,２５８
２０,６５０
６７,２５８
１６７,３１７
６８０,１０３
５９,５２３
３２,８５７
４３３
５７７
２６

１,３２７
１３,３６２
７,７２６
３,２１２
６３,１４７
４７

２３,４０２
３８２,０８１
１５１,９００

－
１５１,９００
３９６,４６７
４９,０２２
５,６８５
２０,３４５
２２,９９１
５５,９６０
５,８９２
３,６７５
０

４６,３９２
３８９,５３０
９,０３５
２,３０１
１２,６００
３６５,５９２

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

１,０４７,０５６
６０９,９３１
４９５,５９１
７９,８８１
２,１９４
－
７

７,２２８
２５,０２７
３６,６８４
２１１,３５１
５,１７７
７５,６８８
１０８,２２２
６７８,７１４
６０,１２８
２９,０７７
６５０
６３２
２６
４８１
９,０３１
１７,６０６
２,６２０
６６,９１４
２０２

４２,９２５
３８４,０４９
１２４,４９５
１８,１５２
１０６,３４３
３６８,３４１
５７,９６０
４７５

５７,２８６
１９７

２３,７６９
３,５４９
１,０１８
０

１９,２０１
４０２,５３１
１５,６７６
△９,１０３
１２,６７０
３８３,２８８

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本剰余金増加高

減資による資本剰余金増加高
自己株式処分差益

資本剰余金減少高
欠損てん補による資本剰余金取崩
自己株式処分差損

資本剰余金期末残高
（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高

当期純利益
減資による欠損てん補
欠損てん補による資本剰余金取崩
連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加高
土地再評価差額金取崩

利益剰余金減少高
配当金
連結子会社の減少に伴う利益剰余金減少高

利益剰余金期末残高

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

２６３,４９２
１２
－
１２
－
－
－

２６３,５０５

３８４,８３９
３８４,２９８
３８３,２８８

－
－
－

１,００９
２０,０１９
２０,０１９

－
７４９,１１８

平成１７年３月期
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

１,０２６,４３９
４０,０００
４０,０００

－
８０２,９４６
８０２,６２８
３１７

２６３,４９２

△１,７０７,７５４
２,０９２,６９１
３６５,５９２
９２１,２７２
８０２,６２８
１,９７５
１,２２２
９６
－
９６

３８４,８３９
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
減損損失
連結調整勘定償却額
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
投資損失引当金の増加額
特定債務者支援引当金の増加額
事業再構築引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
特定取引資産の純増（△）減
特定取引負債の純増減（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
コールローン等の純増（△）減
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減
コールマネー等の純増減（△）
債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
普通社債の発行・償還による純増減（△）
信託勘定借の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
その他
小　計
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の減少による収入
動産不動産の取得による支出
動産不動産の売却による収入
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入
劣後特約付借入金の返済による支出
劣後特約付社債の発行による収入
劣後特約付社債の償還による支出
少数株主への株式の発行による収入
優先出資証券の発行による収入
優先出資証券の償還による支出
配当金支払額
少数株主への配当金支払額
自己株式の取得による支出
少数株主からの株式取得による支出
自己株式の売却による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

４０２,５３１
１５,３５３
１,０１８
６,８８１
△５３１

△８８,５８１
４０４
－

△１２９
△２,１８９

△６０９,９３１
６０,１２８
△４９,０３２

－
△６１,６９９
３,０７３
１９,２６８
３２,０１７

△８９３,８０４
△３７７,９２２
６９５,３５０
△６,５５７
６４,７２４

△３５５,５７１
△１０,９５６
△１０,８５９
８９,３８８
△８,７８２
△３,８０８
１１,３００
３２,９４６
６２６,７７７
△４６,２２４
△１１,６０３
△４７７,０２１
△７,６２７

△４８４,６４９

△１８,１１８,６７７
１４,７９６,３８７
２,７８８,１８９

－
△９,１５７
２,１８６
－

△５４１,０７１

－
△２５３,２５０
３０４,８９０
△１１５,８００

－
１２６,１５８
△２８３,３２３
△２０,０１９
△２４
△５６３
△１,０６０

５７
△２４２,９３４

１１６
△１,２６８,５３７
２,７４４,２２７

－
１,４７５,６８９

平成１７年３月期
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

３８９,５３０
２０,５７０
３,６７５
△５６２
△４５２

△３９２,４８５
３６０

△１,９２５
△１２,９３１
△３,３３０

△６０１,９００
５９,５２３

△１１５,９８１
△１５

△１８,３６６
２０６

△１６９,８２３
△２２,４３９
６８４,４０７
△５７６,８３３
２３５,４２３
△８０,６８２
△１４０,８６９
△４９６,４４２
△３１,９５７
△６６,７６３
△４,８２７
２５,２０８
１,７７４
８０,０００
△１０,６８２
６１８,９６２
△６４,４８８
１４８,０６７
△５４６,０５０
△９,３５６

△５５５,４０７

△１４,６４６,０５９
１３,００７,４７５
２,０７９,２８１
７０,５００
△９,２３３
１３,８８４
２８,９５１
５４４,８００

１２,０００
△５,０００
１６０,０３０
△５１,２７６
１,１００
－
－
－

△２,０８８
△１０,７０３
△３２,８１２

１５
７１,２６３
６０

６０,７１７
２,６８３,５２０

△１０
２,７４４,２２７

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項
(１) 連結子会社 ３６社
主要な連結子会社名は、「子会社等の状況」に記載しているため省略し
ました。
ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄ ＧｌｏｂａｌＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）Ｌｉｍｉｔｅｄ.
は、設立により当連結会計年度から連結しております。
株式会社奈良銀行は、連結子会社である株式会社りそな銀行と合併い
たしました。

(２) 非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉＳｅｒｖｉｃｏｓｅＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｃｏｅｓＬｔｄａ.
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いて
も企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない
程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２.持分法の適用に関する事項
(１) 持分法適用の非連結子会社はありません。
(２) 持分法適用の関連会社 ２社
主要な会社名
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(３) 持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉＳｅｒｖｉｃｏｓｅＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｃｏｅｓＬｔｄａ.

(４) 持分法非適用の関連会社
主要な会社名
アライズ・キャピタル・パートナーズ株式会社
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から
除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象か
ら除いております。

３.連結子会社の事業年度等に関する事項
(１) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

１２月末日 ５社
３月末日 ３１社

(２) 上記の連結子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連
結しております。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については必要
な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項
(１) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短
期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的(以下「特
定取引目的｣)の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸
借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、
当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取
引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等
の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額
により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度
中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度
末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品につい
ては前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの
損益相当額の増減額を加えております。

(２) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び
関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券で時価のあるもののうち株式については主として連結決算日前
１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に基づく時価法、
また、それ以外については連結決算日の市場価格等に基づく時価
法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについて
は移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に
より処理しております。

(ロ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って
おります。

(３) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法によ
り行っております。

(４) 減価償却の方法
q動産不動産
動産不動産は、建物については主として定額法、動産については
主として定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年

wソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定め
る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しており
ます。

(５) 貸倒引当金の計上基準
主要な連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に
則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、
「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以
下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額後の
帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）及び今後の管
理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、
債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理
的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを
当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債務
者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能
力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。また、特定海外債権に
ついては、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特
定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査
しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を
控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は４７４,０８８百万円であります。
その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒
実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引
き当てております。

（６）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行
会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

(７) 退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方
法は以下のとおりであります。
・過去勤務債務：発生年度に一括して損益処理
・数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（１０年～１２年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

（会計方針の変更）
従来、実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等による数理計
算上の差異の発生又は給付水準を引き下げたことによる過去勤務債
務の発生により、年金資産が企業年金制度に係る退職給付債務を超
えることとなった場合における当該超過額（以下「未認識年金資産」と
いう。）は「退職給付に係る会計基準注解」（注１）１により資産及び利益
として認識しておりませんでしたが、平成１７年３月１６日付で「退職給
付に係る会計基準」（企業会計審議会平成１０年６月１６日）の一部が改
正され、未認識年金資産を資産及び利益として認識することが認めら
れました。これに伴い、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関
する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号平成１７年３月１６日）を適
用し、当連結会計年度から未認識年金資産を過去勤務債務又は数理
計算上の差異とに合理的に区分して費用の減額処理等の対象として
おります。これにより前払年金費用が２１,１１６百万円増加し、税金等調
整前当期純利益が同額増加しております。

（８）事業再構築引当金の計上基準
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革のた
めのシステム更改に伴う除却及び店舗統廃合に伴い、今後発生が見込
まれる損失について合理的に見積もることができる金額を計上してお
ります。

（ 平成１７年４月１日から ）平成１８年３月３１日まで
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(９) 店舗チャネル改革引当金の計上基準
店舗チャネル改革引当金は、一部の銀行業を営む国内連結子会社にお
いて、収益基盤の維持・強化とローコスト運営を両立する新しい店舗
チャネルを再構築するための店舗の移転・統廃合・形態変更等に伴い、
今後発生が見込まれる損失について合理的に見積もることができる金
額を計上しております。

(１０)特別法上の引当金の計上基準
証券取引責任準備金　　　 ０百万円
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため､
証券取引法第６５条の２第７項において準用する同法第５１条及び金融機
関の証券業務に関する内閣府令第３２条に定めるところにより、算出し
た額を計上しております。

(１１)外貨建資産・負債の換算基準
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建資産・負債については、取得時
の為替相場による円換算額を付す関連会社株式を除き、主として連結
決算日の為替相場による円換算額を付しております。
その他の連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算
日等の為替相場により換算しております。

(１２)リース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に準じた会計処理によっております。

(１３)重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

銀行業を営む国内連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リス
クに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４
号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性
評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッ
ジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引
等を一定の(残存)期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しており
ます。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性
の評価をしております。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッ
ジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当
面の会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第１５号)を適用して実施しておりました多数の貸出金・預
金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理
する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッ
ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に
応じ平成１５年度から最長１０年間にわたって、資金調達費用又は資金
運用収益として期間配分しております。
なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ
ジ損失は１０,１７７百万円、繰延ヘッジ利益は１５,９３９百万円であります。

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為
替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建
取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会
報告第２５号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッ
ジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動
リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取
引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に
見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す
ることによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建有価証券(債券以外)の為替変動リスクをヘッジする

ため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当
該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債
が生じていること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価
ヘッジを適用しております。

(ハ)連結会社間取引等
銀行業を営む国内連結子会社のデリバティブ取引のうち連結会社間
及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間又は内部部門間の内部
取引については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引
及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第２４号及
び同第２５号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認
められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、
当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び
費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジある
いは金利スワップの特例処理を行っております。

(１４)消費税等の会計処理
当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっております。

(１５)連結納税制度の適用
当連結会計年度より当社及び一部の国内連結子会社は当社を連結納税
親会社として、連結納税制度を適用しております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用して
おります。

６.連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、原則５年間の均等償却を行っておりますが、
重要性の乏しいものは発生年度において一括償却しております。

７.利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて
作成しております。

８.連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。
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※１０. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として
「その他資産」に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッ
ジ損失の総額は４９,４８７百万円、繰延ヘッジ利益の総額は２０,３２２百万円
であります。

※１１. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づ
き、一部の国内連結子会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額
については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として資本の部に計上しております。
・再評価を行った年月日
平成１０年３月３１日
・同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０
年１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調
整を行って算出しております。
・同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度
末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の
合計額との差額 １７,６９９百万円

※１２. 動産不動産の減価償却累計額 ２１２,８２６百万円
※１３. 動産不動産の圧縮記帳額 ６２,８４７百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額 ―百万円）
※１４. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金１８４,０００百万円が含まれております。
※１５. 社債には、劣後特約付社債６０３,４３８百万円が含まれております。
※１６. 当社の発行済株式の総数

普通株式 １１,３９９千株
乙種第一回優先株式 ６８０千株
丙種第一回優先株式 １２０千株
丁種第一回優先株式 ０千株
戊種第一回優先株式 ２４０千株
己種第一回優先株式 ８０千株
第１種第一回優先株式 ２,７５０千株
第２種第一回優先株式 ２,８１７千株
第３種第一回優先株式 ２,７５０千株

※１７. 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有する当社の株式の数
普通株式 １千株

※１８. 一部の連結子会社が受託する元本補てん契約のある信託の元本残高
は、金銭信託５２８,２２２百万円であります。

（連結損益計算書関係）
※１． 「その他経常収益」には、株式等売却益６２,６６７百万円、過去勤務債務償

却益１７,９９１百万円を含んでおります。
※２． 「その他の経常費用」には、貸出金償却４５,９５５百万円を含んでおります。

なお、貸出条件緩和債権等を有する債務者に係る貸出金償却、債権売
却損等のうち６,６７２百万円については、キャッシュ・フロー見積法を適
用して計上した同債権に係る貸倒引当金戻入益と相殺して表示してお
ります。

※３． 「その他の特別損失」には、優先出資証券償還損１９,１２３百万円を含ん
でおります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
(１)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係
平成１８年３月３１日現在

現金預け金勘定 １,６９１,０１６百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △２１５,３２６百万円
現金及び現金同等物 １,４７５,６８９百万円

注記事項 （平成１８年３月期）

（連結貸借対照表関係）
※１． 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式１８,５４０百万円及び出

資金１１,１００百万円が含まれております。
※２． 消費貸借契約（債券貸借取引）又は賃貸借契約により貸し付けている有

価証券はありません。
現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、
（再）担保に差し入れている有価証券は３６,５０４百万円、当連結会計年度
末に当該処分をせずに所有しているものは０百万円であります。

※３． 貸出金のうち､破綻先債権額は１３,３７５百万円､延滞債権額は３５２,８５１
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で
あります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予
した貸出金以外の貸出金であります。

※４. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１５,５０９百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。

※５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３８６,６４６百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※６. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は７６８,３８２百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

※７． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４
号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は３６２,２６２百万円であります。

※８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

特定取引資産 ２４０,４７５百万円
有価証券 ３,０３３,５１７百万円
貸出金 ２４６,２３１百万円
その他資産 １９１百万円

担保資産に対応する債務
預金 １９４,０８９百万円
コールマネー及び売渡手形 ５４０,６００百万円
売現先勘定 ２４０,４８０百万円
債券貸借取引受入担保金 １５４,４５８百万円
借用金 １９,１５０百万円
その他負債 ４４３百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引証
拠金等の代用として、現金預け金４３３百万円、有価証券９１３,１９４百万円、
その他資産４,５８５百万円を差し入れております。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は３０,７００百万円、その他資産の
うち先物取引差入証拠金は９,３１９百万円であります。

※９． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について
違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、８,８４４,５９７百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無
条件で取消可能なものが８,７２１,９７５百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも連結子会社の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く
には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の
減額をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。
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（リース取引関係）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び年度末残
高相当額
取得価額相当額

動　産 １３,５９５百万円
その他 ８７８百万円
合　計 １４,４７４百万円

減価償却累計額相当額
動　産 ５,８４８百万円
その他 ５０９百万円
合　計 ６,３５８百万円

年度末残高相当額
動　産 ７,７４６百万円
その他 ３６９百万円
合　計 ８,１１５百万円

・未経過リース料年度末残高相当額
１年以内 ２,４５６百万円
１年超 ５,９９２百万円
合　計 ８,４４９百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ４,４１３百万円
減価償却費相当額 ４,０１７百万円
支払利息相当額 ３６２百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
・利息相当額の算定方法
主として、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法に
よっております。

２． オペレーティング・リース取引
・未経過リース料

１年以内 ８５百万円
１年超 １０百万円
合　計 ９６百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、減損損失累計額
相当額等減損会計に係る項目の記載は省略しております。
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（連結セグメント情報）
１.事業の種類別セグメント情報（平成１８年３月期）
全セグメントの経常収益の合計、経常利益及び全セグメントの資産の合計額に占める銀行信託業務の割合が、いずれも９０％を超えているため、事業
の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

２.所在地別セグメント情報（平成１８年３月期）
全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省
略しております。

３.海外経常収益（平成１８年３月期）
海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

（関連当事者との取引）
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △７８,４９９円５２銭
１株当たり当期純利益 ３１,９４３円１４銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 １７,０５３円００銭
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益
当期純利益 ３８３,２８８百万円
普通株主に帰属しない金額 １９,９５４百万円
うち優先配当額 １９,９５４百万円
普通株式に係る当期純利益 ３６３,３３４百万円
普通株式の期中平均株式数 １１,３７４千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
当期純利益調整額 １９,９５４百万円
うち優先配当額 １９,９５４百万円
普通株式増加数 １１,１０１千株
うち優先株式 １１,１０１千株
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２.退職給付債務に関する事項
区　　　　分

退職給付債務 (A)
年金資産 (B)
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B)
未認識年金資産 (D)
未認識数理計算上の差異 (E)
未認識過去勤務債務 (F)
連結貸借対照表計上額純額 (G)=(C)+(D)+(E)+(F)
前払年金費用 (H)
退職給付引当金 (G)ー(H)

平成１８年３月末
△３３９,７５６
５３４,００８
１９４,２５２

－
△６９,８９０

－
１２４,３６２
１２７,８００
△３,４３７

（単位：百万円）

（注）１．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
２. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３.退職給付費用に関する事項
区　　　　分

勤務費用（注）１、２

利息費用
期待運用収益
過去勤務債務の費用処理額
数理計算上の差異の費用処理額
その他（退職給付債務の対象外の退職金等）
退職給付費用
計

平成１８年３月期
１０,５６４
６,９３４
△４,９７４
△１８,０６７
１０,０６８

－
４,５２５
４,５２５

（単位：百万円）

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
区　　　　分 平成１８年３月期

(１)割引率 ２.０％
(２)期待運用収益率 ２.５％
(３)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(４)過去勤務債務の額の処理年数 発生年度に一括して費用処理することとしている。
(５)数理計算上の差異の処理年数 １０年～１２年（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
いる。）

（退職給付関係）
１.採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社は、退職一時金制度及び確定給付型の企業年金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付に係る会計基準に準
拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない退職金を支給する場合があります。また、上記の連結子会社のうち２社において、退職給付信託を
設定しております。
また、適格退職年金制度を有している連結子会社は１社であります。
なお、一部の銀行業を営む国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、厚生労働大臣から過去分の返上認可を受けております。
なお、当社につきましては、退職給付制度を設けておりません。
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（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（平成１８年３月期）

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 １,４３５,９１４百万円
有価証券償却否認額 ９４６,９３９百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額及び貸出金償却否認額 ２７０,２０１百万円
退職給付引当金 ２８,５２３百万円
その他有価証券評価差額金 ２百万円
その他 １３２,４７３百万円

繰延税金資産小計 ２,８１４,０５３百万円
評価性引当額 △２,６２８,４７１百万円
繰延税金資産合計 １８５,５８２百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △１７６,８０７百万円
退職給付信託設定益 △１９,７４１百万円
未収配当金 △２,１７８百万円
その他 △８,４２９百万円
繰延税金負債合計 △２０７,１５７百万円

繰延税金負債の純額 △２１,５７４百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 ４０.６３％
(調整)
評価性引当額 △３５.１３％
親会社と子会社の実効税率差 △３.５７％
受取配当金益金不算入 △０.６７％
その他 ０.３７％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 １.６３％

〔ご参考〕
なお、有価証券報告書に、企業内容等の開示に関する内閣府令第１７条１項１号の規定に基づく確認書を、添付しております。

（事業等のリスク）
当社及び当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の
判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項は、
以下のとおりです。
これらのリスクは必ずしも全てを網羅したものではありません。ま
た、リスクの発生は必ずしも独立して発生するものではなく、あるリ
スクの発生が他の様々なリスクの発生につながり、様々なリスクを
増大させる可能性があります。
当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避
及び発生した場合の適切な対応に努めてまいります。
なお、記載事項のうち将来に関するものは、当連結会計年度末現在
において判断したものであります。

(１)与信関係費用の増加
当社グループは、融資先の劣化に対する予防管理やリスク分散に向
けた取り組みを進め、信用リスク管理態勢の強化を図っています。ま
た、不良債権については、正確な自己査定に基づき、十分な水準の財
務上の手当てを行っています。
しかしながら、今後の国内景気の動向、不動産価格や株価の変動、融
資先の経営状況等によっては、想定の範囲を超える償却・引当を余儀
なくされ、当社グループの業績、財務状況及び自己資本の状況に悪
影響を及ぼす可能性があります。
①融資先の業況悪化
当社グループの不良債権比率は平成１８年３月末で２.５６％まで減少
し、貸出資産の健全性は大きく改善しておりますが、残高においては
７,１０８億円の金融再生法基準開示債権を有しており(銀行業を営む連
結子会社３行合計)、また、正常債権の中にも潜在的なリスクが内包
されています。これらに対し、当社グループでは、正確な自己査定を
行い、適切な償却・引当を実施していますが、融資先の中には、厳し
い経営状況が続いている取引先や、債権放棄、デット・エクイティ・ス
ワップ、第三者割当増資の引受などの金融機関の支援を受け再建途
上にある取引先が含まれています。
今後の経済動向や主たる取引金融機関の方針変更等、融資先を取り
巻く環境の変化によっては、信用状態が悪化する融資先が増加した
り、新たに金融支援を求められたりすることなどにより、当社グルー
プの不良債権や与信費用が増加する可能性があります。

また、当社グループの与信ポートフォリオでは、中堅・中小企業向け
貸出金や、住宅ローンを中心とした個人向け貸出金が大きな割合を
占めています。これらはリスクの分散された貸出金でありますが、今
後の国内景気の動向等によっては、想定の範囲を超えて、当社グルー
プの不良債権や与信費用が増加する可能性があります。更に、今後、
金利が上昇した場合には、金利負担の増加に耐えられなくなる融資
先が増加し、当社グループの不良債権や与信費用が増加する可能性
があります。
②貸倒引当金の状況
償却・引当の計上にあたっては、市場売却を想定した厳正な担保評価
を行っていますが、今後の不動産価格や株価の変動によっては、不良
債権や与信費用が増加する可能性があります。
また、今後、会計基準の変更等により、当社グループの自己査定基準、
償却・引当基準等を見直した場合には、不良債権や与信費用が増加
する可能性があります。
③地域経済悪化による貸倒れの増加等
当社グループは東京都・埼玉県を主とした首都圏と、大阪府を主とし
た関西圏を主要な営業基盤としており、与信ポートフォリオにおいて
も、大きな割合を占めています。日本経済は回復基調にありますが、
これらの地域の経済状態が低迷した場合には、貸倒れの増加や担保
価値の下落等により、当社グループの不良債権や与信費用が増加す
る可能性があります。
また、経営状況の厳しい第三セクターや地方公社等があり、今後の
動向によっては、当社グループの不良債権や与信費用が増加する可
能性があります。
加えて、地域経済の低迷は、信用保証協会の財務状態に悪影響を与
える可能性があり、影響が大きい場合には、代位弁済の遅延により当
社グループの不良債権処理の進捗に支障が生じるほか、各信用保証
協会への負担金拠出等により、当社グループの負担が増加する可能
性があります。
④不良債権処理に伴う与信費用の増加
不良債権については、大幅な削減を実現しましたが、貸出資産の健
全性の維持・向上を図るため、今後も引き続き取引先の早期再生支
援に向けた取り組みや不良債権の迅速な処理を進めていきます。
今後の取引先の再生支援、不良債権処理の際には、損失が引当金を
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上回り追加損失が発生する場合があり、その結果、与信費用が増加
する可能性があります。

(２)市場業務に伴うリスク
当社グループは、デリバティブ取引を含む相場変動を伴う金融商品
を取扱うトレーディング業務や債券、株式、ファンド等への投資業務
を行っています。また、預金・貸出金等の金利更改期日の違いから発
生する長短金利ギャップを抱えています。そのため当社グループで
は、過去の相場変動等を基に統計的手法を用いて算出するバリュー・
アット・リスク等によるリスク限度の設定、損失額についての損失限
度の設定等、厳格なリスク管理体制を整備し、適切なリスクコント
ロールを行っています。
しかしながら、金融政策の変更や市場動向等により過去の相場変動
から予想される範囲を大幅に超える相場変動等が発生した場合、特
に、金利が急激に上昇した場合や株価が大幅に下落した場合には、
保有するポートフォリオの価値が下落することによって想定以上の評
価損や実現損失が発生し、当社グループの業績、財務状況に悪影響
を及ぼす可能性があります。

(３)外国為替相場変動に伴うリスク
当社グループは、資産負債の一部を外国通貨建てで保有しています。
これら外国通貨建て資産負債は、互いに相殺あるいは必要に応じた
適切なヘッジによりリスクコントロールを行っていますが、一部通貨
においては通貨の流動性や各国の通貨規制等によりヘッジが困難な
場合もあり、予想を超える大幅な外国為替相場の変動が発生した場
合は想定以上の損失が発生し、当社グループの業績、財務状況に悪
影響を及ぼす可能性があります。

(４)資金調達・流動性に関するリスク
当社グループは、安定的な資金繰りを達成することを目的として、市
場調達、短期調達への過度な依存を抑制するための上限額の設定や
預金・貸出金の動向、市場環境の状況に応じたモニタリング等、適切
な管理を行っています。
しかしながら、今後、当社グループを含む本邦金融機関に大規模な
金融システム不安が発生した場合や、当社グループに対する悪意を
持った風評等が発生した場合には、通常より著しく高い金利による
資金調達を余儀なくされたり、市場から必要な資金の確保が困難に
なる、あるいは想定の範囲をはるかに超える預金が流出し、資金繰
りに支障が生じる可能性があります。その結果、当社グループの業績、
財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(５)株式保有に伴うリスク
当社グループは、株価下落による業績への影響を排除するために、
市場性のある株式残高の圧縮を進め、株価変動リスクを極力削減し
てきました。また、保有する株式は当連結会計年度末現在で評価益
を計上しています。
しかしながら、極めて著しい株価下落に際しては、保有株式に減損ま
たは評価損が発生し、当社グループの業績、財務状況に悪影響を及
ぼす可能性があります。

(６)固定資産の減損リスク
当社グループは、固定資産の減損会計について、平成１５年度決算か
ら前倒しで導入することにより、経営の透明性の向上を図るとともに、
外部環境の変化に対する財務上の対応力の強化に努めています。
しかしながら、今後の経済環境の動向や不動産価格の変動等によっ
ては、更なる減損を余儀なくされ、当社グループの業績、財務状況に
悪影響を及ぼす可能性があります。

(７)競争激化に伴うリスク
当社グループは、金融業界の規制緩和の進展や異業種からの参入等
により競争が激化するなか、銀行業から金融サービス業への進化に
取り組んでいます。また、多様化するお客さまのニーズを充足し、お
客さまへの商品・サービス提供力において他社との競争を勝ち抜い
ていくために、他業界の企業との提携等の様々なビジネス戦略を実
施し、収益力の強化を目指しています。
しかしながら、今後も競争が更に激化する場合は、貸出金金利の低
下や預金金利の引き上げによる金利利鞘の縮小や手数料引き下げに
よる役務収益の減少等により、当社グループの業績、財務状況に悪
影響を及ぼす可能性があります。

(８)自己資本比率
当社は、「銀行法第５２条の２５の規定に基づき連結自己資本比率の基
準を定める件」(平成１０年大蔵省告示第６２号)の第二基準が適用され、
同告示に基づき算出される連結自己資本比率を４％以上に維持する
必要があります。また、当社の連結子会社である株式会社りそな銀
行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行及びりそな信
託銀行株式会社は、「銀行法第１４条の２の規定に基づき自己資本比率
の基準を定める件」(平成５年大蔵省告示第５５号)の国内基準が適用さ
れ、同告示に基づき算出される連結自己資本比率及び単体自己資本
比率を４％以上に維持する必要があります。
当社グループ及び当社の国内銀行子会社の自己資本比率は、本「事
業等のリスク」に記載する各種リスクの顕在化等を主な要因として低
下する可能性があり、その場合は、資金調達コストの上昇などにより、

当社グループの業務運営や業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性
があります。また、仮に上記記載の自己資本比率の基準値を下回った
場合には、早期是正措置により、金融庁長官から業務の全部または一
部停止等を含む様々な命令を受けることとなり、その結果、当社グル
ープの業務運営や業績、財務状況に著しい悪影響を及ぼす可能性が
あります。
なお、当社グループ及び当社の国内銀行子会社に対して適用されて
いる自己資本比率規制については、平成１８年度末より包括的な見直
しがなされます。見直し後の新しい自己資本比率規制は、従来の規
制からの変更を伴うものであるため、新しい自己資本比率規制導入
時における当社グループ及び当社の国内銀行子会社の自己資本比率
は、規制変更に伴う変動が生じる可能性があります。

(９)公的資金に関する事項
当社グループは、平成１０年３月以降、総額約３兆１,２８０億円(普通株式
約２,９６４億円、優先株式約２兆５,３１６億円、永久劣後ローン３,０００億
円)の公的資金の注入を受けたことに伴い、当社グループは金融庁に
対して「経営の健全化のための計画」(経営健全化計画)を提出してお
り、半期に一度、その進捗状況を報告することとされております。経
営健全化計画の履行状況によっては、金融庁から業務改善命令等の
措置を受け、当社グループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能
性があります。
また、注入を受けている公的資金のうち株式会社整理回収機構が保
有する当社の優先株式については、既に普通株式への転換が可能と
なっております。また、預金保険機構が保有する優先株式についても、
平成１８年７月１日より、順次普通株式への転換が可能となります。
これら公的資金の優先株式が普通株式に転換されるなど、当社の発
行済普通株式数が増加することにより既発行普通株式の希薄化が生
じ、その結果として当社の株価が下落する可能性があります。

(１０)格付にかかるリスク
当社及び当社の国内銀行子会社は、格付機関から格付を取得してお
ります。当社グループでは、収益力増強策や財務の健全性向上策等
の諸施策に取り組んでおりますが、格付の水準は、当社グループから
格付機関に提供する情報のほか、格付機関が独自に収集した情報に
基づいて付与されているため常に格付機関による見直しがなされる
可能性があります。
当社グループ及び当社の国内銀行子会社の格付は、本「事業等のリ
スク」に記載する様々な要因、その他日本国債の格付や日本の金融シ
ステム全体に対する評価等が単独または複合的に影響することによ
って低下する可能性があります。
仮に格付が引き下げられた場合には、資金調達コストの上昇や必要
な資金を市場から確保できず資金繰りが困難になる可能性がありま
す。その結果、当社グループの業務運営や業績、財務状況に悪影響を
及ぼす可能性があります。

(１１)繰延税金資産
当社グループでは、将来の課税所得に関して保守的な見積りに基づ
き、繰延税金資産を計上しておりますが、繰延税金資産の計算は、将
来の課税所得を含め様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果
がかかる予測・仮定と異なる可能性があります。その結果、当社グ
ループの財政状態及び自己資本比率等に悪影響を与える可能性があ
ります。

(１２)退職給付債務
当社グループの年金資産の時価が下落した場合、当社グループの年
金資産の運用利回りが低下した場合、または退職給付債務を計算す
る前提となる数理上の前提・仮定に変更があった場合には、数理計
算上の差異が発生する可能性があります。また、退職金・年金制度の
変更により過去勤務債務が発生する可能性があります。これらの未
認識債務の発生により将来の退職給付費用が増加し、当社グループ
の業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(１３)持株会社のリスク
当社が国内銀行子会社及び関連事業を営む子会社から受け取る配当
については、一定の状況下で、様々な規制上または契約上の制限に
より、その金額が制限される場合があります。また、子会社が十分な
利益を計上することができず、当社に対して配当を支払えない状況
が生じた場合には、当社は配当を支払えなくなる可能性があります。

(１４)元本補てん契約のある信託商品における補てん
当社の銀行子会社であるりそな銀行は、信託商品のうち一部の合同
運用指定金銭信託について元本補てん契約を結んでおります。これ
らの信託商品は、貸出金や有価証券等により運用されておりますが、
貸倒れまたは投資損失等が発生し、債権償却準備金を充当しても元
本補てん契約のある信託勘定の元本に欠損が生じた場合は、補てん
のための支払にかかる損失を計上する必要があります。その結果、
当社グループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(１５)業務運営に伴う事務リスク
当社グループは、預金・為替・貸出・信託・証券等の幅広い業務を行
っています。このような多種多様な業務の遂行に際しては、役員及び
従業員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすこと等
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の事務リスクに晒されています。これら事務リスクを防止するため
に、業務プロセスや事務処理に関して、簡素化・集中処理化・システ
ム化を推進するとともに、教育・研修を継続的に行っています。
更に、事務過誤・不祥事等の発生状況を定期的に把握し、事務リスク
の所在及び原因・性質を総合的に分析することにより、その結果を再
発防止ならびに軽減策の策定に活かしています。
しかしながら、これらの対策にもかかわらず、仮に重大な事務リスク
が顕在化した場合には、当社グループの業績、財務状況に悪影響を
及ぼす可能性があります。

(１６)外部委託に伴うリスク
当社グループは、銀行業務を中心とした様々な業務の外部委託を行
っています。外部委託を行うに際しては、業務委託を行うことの妥当
性検証、委託先の適格性検証、委託期間中の継続的な委託先管理、問
題発生時の対応策策定等、体制整備に努めています。
しかしながら、委託先において委託業務遂行に支障をきたす事態と
なった場合や、お客さまの情報等の重要な情報が漏えいした場合等
には、当社グループの業務運営や業績、財務状況に悪影響を及ぼす
可能性があります。

(１７)システム障害等の発生により業務に支障をきたすリスク
当社グループでは、システムに関する障害・不備、不正等により顕在
化するシステムリスクを単に技術的な問題としてとらえるのではな
く、顕在化した場合は社会的に影響を与えて経営を揺るがしかねな
いリスクであるとの認識のもと、システムに関する障害・不備防止対
策、不正防止対策等のリスク管理の基準を定め適切な管理体制を整
備するとともに、システム障害を想定したコンティンジェンシープラ
ンを整備することによりシステムリスクの軽減に努めています。
しかしながら、これらの対策にもかかわらず、お客さまへのサービス
に混乱をきたすような重大なシステム障害等が発生した場合には、
当社グループの業務運営や業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性
があります。

(１８)重要な訴訟発生に伴うリスク
当社は、当社グループ全体の訴訟について一元的に管理を行い、グ
ループの法務リスクの極小化に努めており、現在のところ当社グルー
プの経営に重大な悪影響を及ぼす可能性のある訴訟案件はございま
せん。
しかしながら、過去または今後の事業活動に関して当社グループ各
社に対し多額の損害賠償請求訴訟等を提起された場合、その訴訟の
帰趨によっては当社グループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可
能性があります。

(１９)法令違反等の発生に伴うリスク
当社グループは、銀行法、会社法、証券取引法等の各種法令諸規則等
に基づいて業務を行っています。当社グループではこれら法令諸規
則等を遵守すべく、役員及び従業員に対する法令等遵守の徹底や、
不正行為等の未然防止に向けた体制の整備を行っています。
しかしながら、役員及び従業員が法令諸規則等を遵守できなかった
場合や、役員及び従業員による不正行為等が行われた場合には、行
政処分や罰則を受けたり、お客さまからの信頼失墜等により当社グ
ループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(２０)情報漏えいに伴うリスク
当社グループは、お客さまの情報をはじめとした膨大な情報を取り
扱っております。これらの情報を保護・管理するため、当社グループ
においては、情報管理に関する方針・規程等の策定、社員教育、シス
テムセキュリティ対策等を行っております。
しかしながら、人為的ミス、不正行為、外部犯罪等によって当社グルー
プあるいは業務委託先からお客さまの情報等の重要な情報が漏えい
した場合は、当社グループが損害賠償を請求されたり、当社グルー
プの信用の低下・失墜により事業環境が悪化する等によって、当社グ
ループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
また、将来的にセキュリティ対策のためのコストが増加する可能性が
あります。

(２１)有能な人材を確保できないリスク
当社グループは、銀行業務を中心に高度な専門性を必要とする業務
を行っており、高いパフォーマンスを発揮すべく有能な人材の確保
や育成に努めています。
しかしながら、有能な人材の採用・確保が困難な状況が発生した場合
や、有能な人材の大量流出等が発生した場合、当社グループの業務
運営や業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(２２)偽造・盗難キャッシュカード等の犯罪に伴うリスク
当社グループは、銀行子会社及び関連事業を営む子会社において、
多数のキャッシュカード及びクレジットカードを発行しており、偽造・
盗難カード被害の防止策を種々実施しセキュリティ対策強化に努め
ています。
しかしながら、想定の範囲を超える大規模な犯罪が発生した場合は、
その対策に伴うコストや被害を受けたお客さまへの補償等により、
当社グループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(２３)災害等の発生により業務に支障をきたすリスク
当社グループは、国内外において店舗・システムセンター等の施設等
を保有しており、これらの施設等が継続して安定的に使用できるよう
に、建物・設備等の機能を整備するとともに経年状況の把握と適切
な維持管理に努めています。
しかしながら、想定の範囲を超える大規模災害や犯罪等が発生し、
大きな被害を受けた場合は、当社グループの業務運営や業績、財務
状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(２４)事実と異なる風説・風評の流布によるリスク
当社グループは、広報・IR活動の積極的な取り組みを通じて、当社グ
ループに対する社会やお客さま、投資家等の正しい理解や信頼を得
ることにより、事実と異なる風説・風評の流布の発生防止に努めてい
ます。
しかしながら、インターネットなどを通じて、事実と異なる風説・風
評が発生・拡散し易くなっており、このような風説・風評の流布が、
当社グループの業績、財務状況や当社の株価に悪影響を及ぼす可能
性があります。

(２５)規制変更に伴うリスク
当社グループは、現時点の規制に従って業務を遂行しています。した
がって、今後、政府の方針、法令、実務慣行及び解釈にかかる変更等
の当社グループのコントロールが及ばない事態が発生した場合に
は、当社グループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり
ます。

(２６)財務報告にかかる内部統制の構築
企業の情報開示を厳格化する米国Sarbanes-Oxley法が２００２年に
法制化され、わが国においても同様の法制化等による情報開示厳格
化の流れにあります。具体的には、本年６月に成立した金融商品取引
法に基づき、財務報告にかかる内部統制報告書の提出が求められ、
また、開示制度上も、企業代表者による財務諸表等の適正性の確認
及びその表明等が求められています。
これらに対応するため、当社グループは、従来にも増して当社グルー
プの業務を適切にモニターし、管理するための有効な内部統制を構
築し維持していくことが必要と認識しています。こうした内部統制の
構築・維持には、経営資源の投入が必要であり、結果的に多大なコス
トが必要となる可能性があります。
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主要な業務の状況を示す指標（連結情報）

■ 資金運用／調達の状況 （単位：百万円）

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

６３６,４０７
５３２,２０６
８５,５７４
１,０２５
０
４

４,２６８
８０,０８６
３２,９０７
４３３
５７７
２６

１,３２７
－

１８,１２６

３３,８３０,９９８
２５,３３２,７１３
７,５１１,４９２
４５５,５４３

６５
１４,４１８
３２０,６７７

３５,７９２,２７２
３１,４４８,７０９
１,３３０,９６６
９０１,９１５
４８８,２９５
２３８,９４９

－
５１６,１２１

５００,２２１
２３８,５７２
２５９,１８５
１,５０７
－
－

９１７
４９８,３５８
１,２３８
－

１,６６３
－
－
－

２４０,０５７

３４,３３１,２１９
２５,５７１,２８６
７,７７０,６７７
４５７,０５１

６５
１４,４１８
３２１,５９４

３６,２９０,６３１
３１,４４９,９４８
１,３３０,９６６
９０３,５７８
４８８,２９５
２３８,９４９

－
７５６,１７９

３４,５０７
６,３９７
２８,０６０

－
－
－
４９

２０,５６２
４９
－
－
－
－
－

４,７６４

６０１,９００
５２５,８０８
５７,５１４
１,０２５
０
４

４,２１８
５９,５２３
３２,８５７
４３３
５７７
２６

１,３２７
－

１３,３６２

１.７７％
２.０７％
０.７６％
０.２２％
０.００％
０.０２％
１.３１％
０.１６％
０.１０％
０.０３％
０.０６％
０.００％
０.５５％
－

２.５８％

平均残高
小　計 相殺消去額（△） 合　計

利　息
小　計 相殺消去額（△） 合　計

利回り

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

２０,６７１
４,６５２
１５,９９３
２４
－
－
０

２０,５１６
０
－
２４
－
－
－

２,８３７

３４,１２７,５０８
２５,１０５,９３９
７,６２５,２３３
７４７,５０３

－
２０,４０２
４１８,４５５

３５,８８６,５５９
３０,７４３,９１８
２,０７２,３２９
９６２,６４２
４０２,０１３
３１９,４１６

－
３７１,３８５

５０６,１３０
１６９,４９４
３３１,７７６

－
－
－

４,４６５
４９０,６１７
３,６７３
－

１,０４９
－
－
－

１６９,８６９

３４,６３３,６３８
２５,２７５,４３３
７,９５７,００９
７４７,５０３

－
２０,４０２
４２２,９２１

３６,３７７,１７７
３０,７４７,５９１
２,０７２,３２９
９６３,６９２
４０２,０１３
３１９,４１６

－
５４１,２５４

６３０,６０２
５００,２４４
９５,８７５
２,２１８
－
７

７,２２８
８０,６４４
２９,０７７
６５０
６５６
２６
４８１
－

１１,８６８

６０９,９３１
４９５,５９１
７９,８８１
２,１９４
－
７

７,２２８
６０,１２８
２９,０７７
６５０
６３２
２６
４８１
－

９,０３１

１.７８％
１.９７％
１.０４％
０.２９％
－

０.０３％
１.７２％
０.１６％
０.０９％
０.０３％
０.０６％
０.００％
０.１５％
－

２.４３％

(注)１. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除しております。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

平
成
１７
年
３
月
期

平
成
１８
年
３
月
期

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。
３.資金調達費用は、金銭の信託運用見合額の利息を控除しております。

■ 国内・海外別収支 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

資金運用収支
資金運用収益
資金調達費用

信託報酬
役務取引等収支

役務取引等収益
役務取引等費用

特定取引収支
特定取引収益
特定取引費用

その他業務収支
その他業務収益
その他業務費用

５４０,７６９
６１３,９０５
７３,１３５
３５,１８６
１２０,８３２
１８３,９２０
６３,０８８
２０,６０２
２０,６５０
４７

４３,４９８
６６,９００
２３,４０２

１５,５５１
２２,５０２
６,９５１
－

２７８
３３８
５９
－
－
－

３５７
３５７
－

１７,６９８
２２,９５２
５,２５４
－
２５６
３５６
１００
－
－
－
４３７
４３７
０

１３,９４４
３４,５０７
２０,５６２

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１５４
２０,６７１
２０,５１６

－
－
２７
２７
－
－
－
－
－
－

５４２,３７６
６０１,９００
５９,５２３
３５,１８６
１２１,１１１
１８４,２５８
６３,１４７
２０,６０２
２０,６５０
４７

４３,８５５
６７,２５８
２３,４０２

５３２,２５９
６０７,６４９
７５,３９０
３６,６８４
１４４,１８０
２１１,０２２
６６,８４１
４,９７５
５,１７７
２０２

３２,３２６
７５,２５１
４２,９２４

５４９,８０３
６０９,９３１
６０,１２８
３６,６８４
１４４,４３７
２１１,３５１
６６,９１４
４,９７５
５,１７７
２０２

３２,７６３
７５,６８８
４２,９２５
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（単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

役務取引等収益
うち預金・貸出業務

為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

（単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

特定取引収益
うち商品有価証券収益

特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

特定取引費用
うち商品有価証券費用

特定取引有価証券費用
特定金融派生商品費用
その他の特定取引費用

■ 特定取引の内訳
特定取引収益・費用の内訳

■ 手数料収支（役務取引等収支）の内訳

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

２０,６５０
９１１
ー

１９,７２４
１４
４７
ー
４７
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２０,６５０
９１１
ー

１９,７２４
１４
４７
ー
４７
ー
ー

５,１７７
７０３
ー

４,３３２
１４１
２０２
ー
２０２
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

５,１７７
７０３
ー

４,３３２
１４１
２０２
ー
２０２
ー
ー

１８３,９２０
２８,０４７
４２,５４７
１６,８３１
２７,１４９
９,１８６
３,６９６
１５,１１５
６３,０８８
９,１９８

３３８
ー
２７３
ー
ー
ー
ー
ー
５９
５１

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

１８４,２５８
２８,０４７
４２,８２１
１６,８３１
２７,１４９
９,１８６
３,６９６
１５,１１５
６３,１４７
９,２４９

２１１,０２２
２７,９９０
４１,５２２
１９,１７８
３７,７３３
１２,２２５
３,７５１
１６,０８２
６６,８４１
８,９５５

３５６
５０
３００
ー
ー
ー
ー
ー
１００
０

２７
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
２７
ー

２１１,３５１
２８,０４０
４１,８２３
１９,１７８
３７,７３３
１２,２２５
３,７５１
１６,０８２
６６,９１４
８,９５５

（単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

特定取引資産
うち商品有価証券

商品有価証券派生商品
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

特定取引負債
うち売付商品債券

商品有価証券派生商品
特定取引売付債券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引負債

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

７０８,３３５
１９,９３７

ー
ー
ー

６５,２５７
６２３,１４０
３９,０７３

ー
ー
ー
１９

３９,０５３
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

７０８,３３５
１９,９３７

ー
ー
ー

６５,２５７
６２３,１４０
３９,０７３

ー
ー
ー
１９

３９,０５３
ー

６７８,８４８
３２,００１

ー
ー
ー

９１,０４６
５５５,７９９
７１,０９０
１４,３６０
３７
ー
８

５６,６８３
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

６７８,８４８
３２,００１

ー
ー
ー

９１,０４６
５５５,７９９
７１,０９０
１４,３６０
３７
ー
８

５６,６８３
ー

特定取引資産・負債の内訳
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■ 預金の種類別残高 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

預　金
流動性預金
定期性預金
その他
小　計

譲渡性預金
合　計

預金・貸出金に関する指標（連結情報）

(注)１. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金

２.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
３．｢相殺消去額｣は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

１３,３７５
３５２,８５１
１５,５０９
３８６,６４６
７６８,３８２

２０,００７
４８６,５２０
２５,９１３
３９７,２４５
９２９,６８８

破綻先債権額
延滞債権額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合　計

(注)「外国政府等」とは、外国政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の民間企業等であり、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に
規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。

■外国政府等向け債権残高（国別） （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

インドネシア
アルゼンチン
エクアドル
ロシア連邦
合　計
（資産の総額に対する割合）

３８,８４０
７
０
０

３８,８４８
（０.０９％）

３４,５２８
７
０
０

３４,５３７
（０.０８％）

■業種別貸出状況（残高・構成比） （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内（除く特別国際金融取引勘定分）

製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他

海外及び特別国際金融取引勘定分
政府等
金融機関
その他

合　計

２５,２８１,５９２
２,７８５,６２１
２０,９７５
４,５１４
３,６２２
２５,４９２
９２７,７４１
７４,３６６
３１０,５９４
７２８,８３０
２,８５６,３１０
８１１,５０２
２,６９６,４８７
２,４６０,６５９
７９４,０９１

１０,７８０,７８４
３４,２０５
３,８５３
１,６４８
２８,７０３

２５,３１５,７９８

（１００.００％）
（１１.０２％）
（０.０８％）
（０.０２％）
（０.０２％）
（０.１０％）
（３.６７％）
（０.２９％）
（１.２３％）
（２.８８％）
（１１.３０％）
（３.２１％）
（１０.６７％）
（９.７３％）
（３.１４％）
（４２.６４％）
（１００.００％）
（１１.２７％）
（４.８２％）
（８３.９１％）

ー

２６,１７５,３４７
２,６８９,４１９
１７,８３５
３,７６３
８,６１５
２４,２９２
８９１,１９５
７４,８１２
３００,９６３
６８５,２２５
２,８２４,１９０
８３３,７２６
２,５８５,４００
２,４５４,６５１
７７５,００３

１２,００６,２５４
３４,２５５

ー
２,８９０
３１,３６５

２６,２０９,６０３

（１００.００％）
（１０.２７％）
（０.０７％）
（０.０１％）
（０.０３％）
（０.０９％）
（３.４０％）
（０.２９％）
（１.１５％）
（２.６２％）
（１０.７９％）
（３.１９％）
（９.８８％）
（９.３８％）
（２.９６％）
（４５.８７％）
（１００.００％）

ー
（８.４４％）
（９１.５６％）

ー
(注)「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。

１８,５１０,８８１
１２,４３１,４１８
１,０１６,０４９
３１,９５８,３４８
１,０２８,３９０
３２,９８６,７３８

１１,６１２
５,８３２
３１

１７,４７６
ー

１７,４７６

６５４
ー
ー
６５４
ー
６５４

１８,５２１,８３８
１２,４３７,２５１
１,０１６,０８１
３１,９７５,１７０
１,０２８,３９０
３３,００３,５６０

１８,８２９,２３５
１１,８７４,２９０
８７５,７３３

３１,５７９,２６０
１,７２３,７４０
３３,３０３,０００

１０,７５９
８,１３４
３,１２６
２２,０１９

ー
２２,０１９

３,８７９
ー
１５２
４,０３１
ー

４,０３１

１８,８３６,１１５
１１,８８２,４２５
８７８,７０７

３１,５９７,２４８
１,７２３,７４０
３３,３２０,９８８
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有価証券に関する指標（連結情報）

■ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（連結） （単位：百万円）

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

有価証券の時価等情報
※１連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー、並びに「特定取引資産」中の商品有価証券、短期社債、譲渡性預け
金及びコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

※２「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しております。

(注)１. 時価は、各連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

平成１７年３月末

差　額連結貸借対照表
計上額

－

７３,４８２

５００

１,８９９

７５,８８１

時　価

－

７４,５９５

５０５

１,８９１

７６,９９１

－

１,１１３

５

△８

１,１０９

うち益

－

１,１１３

５

３９

１,１５７

うち損

－

－

－

４７

４７

平成１８年３月末

差　額連結貸借対照表
計上額

－

１０７,４７０

－

－

１０７,４７０

時　価

－

１０４,９１２

－

－

１０４,９１２

－

△２,５５７

－

－

△２,５５７

うち益

－

９

－

－

９

うち損

－

２,５６７

－

－

２,５６７

■有価証券の残高 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
３．｢相殺消去額｣は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■ 売買目的有価証券（連結） （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

売買目的有価証券
連結貸借対照表計上額
当該連結会計年度の損益に含まれた評価差額

６４３,０７８
７４

５８７,８０１
△３

(注)１.連結貸借対照表計上額は、株式については主として各連結会計年度末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、各連結会計年度末日にお
ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

２.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、
当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を各連結会計年度の損失として処理しております。
「時価が著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行会社の債務者区分に従い、次のとおりとしております。
正常先：原則として時価が取得原価に比べて５０％以上下落
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、要注意先、未格付け先：時価が取得価格に比べて３０％以上下落

■ その他有価証券で時価のあるもの（連結） （単位：百万円）

株　式

債　券

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

平成１７年３月末

評価差額

２３３,８４３

１５,１８８

１０,７４０

１,３０４

３,１４４

１１,２２７

２６０,２５９

うち益

２３７,９２９

１６,２７０

１１,２８８

１,７０８

３,２７２

１５,０９３

２６９,２９２

うち損

４,０８５

１,０８１

５４８

４０４

１２８

３,８６５

９,０３２

平成１８年３月末

評価差額

４５９,９４８

△７５,３６６

△６３,９６７

△４,９５２

△６,４４６

６０,９１３

４４５,４９５

うち益

４６３,５７７

１,１４２

５３５

２５５

３５１

７７,０４９

５４１,７６８

うち損

３,６２８

７６,５０９

６４,５０２

５,２０７

６,７９８

１６,１３５

９６,２７２

連結貸借対
照表計上額

６３３,５０８

５,０４１,１７４

３,９６６,５９２

２３０,３４４

８４４,２３７

７９６,０５８

６,４７０,７４１

取得原価

３９９,６６４

５,０２５,９８５

３,９５５,８５２

２２９,０４０

８４１,０９３

７８４,８３１

６,２１０,４８２

取得原価

４００,９７７

５,０１９,６８３

３,６９１,４９１

３０３,３７５

１,０２４,８１６

１,２４１,９５７

６,６６２,６１８

連結貸借対
照表計上額

８６０,９２６

４,９４４,３１６

３,６２７,５２４

２９８,４２２

１,０１８,３７０

１,３０２,８７０

７,１０８,１１４

３,９６６,５９２
３０３,８２７
１,３６６,７２１
８５８,７２８
７８９,２３３
７,２８５,１０３

ー
ー
ー
ー
６１
６１

ー
ー
ー
ー

６,５０１
６,５０１

３,９６６,５９２
３０３,８２７
１,３６６,７２１
８５８,７２８
７８２,７９３
７,２７８,６６２

３,６２７,５２４
４０５,８９２
１,６３３,７３６
１,０５２,１６７
１,３１０,９０８
８,０３０,２２８

ー
ー
ー
ー
５７
５７

ー
ー
ー
ー

８,２９０
８,２９０

３,６２７,５２４
４０５,８９２
１,６３３,７３６
１,０５２,１６７
１,３０２,６７５
８,０２１,９９５

■ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（連結） （単位：百万円）

満期保有目的の債券

非上場内国債券

その他有価証券

非上場内国債券

非上場株式

平成１８年３月末

２７,３６９

５８７,９９６

１８４,８３７

平成１７年３月末

１２,０８９

５０９,８９４

２０６,９７０
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■ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（連結） （単位：百万円）

債　券

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

平成１７年３月末 平成１８年３月末

１年以内

８４６,５５３

５３９,７４２

３,１１４

３０３,６９５

２,６２０

８４９,１７３

１年超
５年以内

３,６８８,４７３

２,５１０,２２６

１６８,１０３

１,０１０,１４２

２０４,３６７

３,８９２,８４０

５年超
１０年以内

３６４,１８２

１７９,９５４

１３２,６０８

５１,６１８

１５５,５２９

５１９,７１１

１０年超

７３７,９３２

７３６,６６８

－

１,２６４

１８５,１５８

９２３,０９１

１年以内

１,４１５,４２１

１,０５１,５５７

２２,０２８

３４１,８３４

３２,４３９

１,４４７,８６０

１年超
５年以内

２,８９６,４０１

１,４６５,８２５

１９５,９８１

１,２３４,５９４

１４４,１５６

３,０４０,５５８

５年超
１０年以内

７９２,７００

５６６,１８４

１８７,８８２

３８,６３３

３４８,３６８

１,１４１,０６９

１０年超

５６２,６２９

５４３,９５６

－

１８,６７３

１８６,８３４

７４９,４６４

■ 当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（連結） （単位：百万円）

売却原価

売却額

売却損益

平成１８年３月期

１,３００

１,３５７

５７

平成１７年３月期

－

－

－
（売却の理由）共に連結される子会社である株式会社りそな銀行及び旧株式会社奈良銀行が平成１８年１月に合併したことに伴い、旧株式会社奈良銀行保有の債券の保有目的区分の見直しを

行ったことによるものです。

■ その他有価証券評価差額金（連結） （単位：百万円）

評価差額

その他有価証券

その他の金銭の信託

（△）繰延税金負債

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

（＋）係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金

平成１８年３月末

４３５,７８４

４３５,７８４

－

１７６,８０５

２５８,９７８

１,５７４

△１５

２５７,３８８

平成１７年３月末

２５４,８０１

２５４,８０１

－

１０３,４０５

１５１,３９６

１,４７１

△８

１４９,９１６

(注)評価差額からは、平成１７年３月末については、時価ヘッジにより損益に反映させた額３,７３０百万円及び組込デリバティブを一体処理したことにより、損益に反映させた額１,７２７百万円を、
平成１８年３月末については、時価ヘッジにより損益に反映させた額１０,７７８百万円及び組込デリバティブを一体処理したことにより、損益に反映させた額△１,０６６百万円を除いております。

■運用目的の金銭の信託（連結）

平成１７年３月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■満期保有目的の金銭の信託（連結）

平成１７年３月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（連結）

平成１７年３月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■保有目的を変更した有価証券（平成１８年３月期）

共に連結される子会社である株式会社りそな銀行及び旧株式会社奈良銀行が平成１８年１月に合併したことに伴い、旧株式会社奈良銀行保有の債券の
保有目的区分の見直しを行ったことにより、当連結会計年度中に満期保有目的の債券１,０９９百万円を、その他有価証券に区分変更しております。この
変更による経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。（平成１７年３月期は、該当ありません。）

金銭の信託の時価等情報

■ 当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（連結） （単位：百万円）

売却額

売却益の合計額

売却損の合計額

平成１８年３月期

１４,６６２,４５５

９２,０４３

４０,０４７

平成１７年３月期

１３,００７,４７５

１３４,５７１

３１,１７２
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デリバティブ取引情報

１.取引の状況に関する事項（平成１８年３月期）
(１) 取引の内容
当社グループで取り扱っているデリバティブ取引は以下のとおりです。
q金利関連
金利先物、金利先物オプション、金利先渡契約、金利スワップ、金利オプション

w通貨関連
為替予約、通貨スワップ、通貨オプション

e株式関連
株式指数先物、株式指数オプション、有価証券店頭オプション

r債券関連
債券先物、債券先物オプション、債券店頭オプション

(２) 取引に対する取組方針及び利用目的
お客さまの多様化したニーズに対応した金融商品を提供する上で、また、当社グループが晒される様々なリスクをコントロールする上で、デリバ
ティブ取引は欠かせないものとなっています。当社グループでは、以下の目的でデリバティブ取引を行っています。
qお客さまのニーズへの対応
当社グループで行うデリバティブ取引は、お客さまの多様化・高度化するヘッジニーズ、運用・調達ニーズに対応した商品を提供する目的の取引
が中心です。また、お客さまに商品を提供するにあたりましては、デリバティブ取引は内在するリスクが大きいことから、商品内容、リスクの説
明を十分行った上で商品の提供を行っています。

w金融資産・負債のヘッジ取引
貸出金・預金等の多数の金融資産・負債の状況から生じる金利リスクを適正にコントロールする手段として、金利スワップ等のデリバティブ取引
を利用しております。具体的には、資産・負債の将来にわたる価値を金利変動から守るための「公正価値ヘッジ」や将来のキャッシュ・フローを確
定するための「キャッシュ・フロー・ヘッジ」といった「包括ヘッジ」、及び「個別ヘッジ」として実施しております。
グループ各社でヘッジ取引を行う場合には規程等を制定し、定期的にヘッジの有効性の検証等を実施する体制としています。「包括ヘッジ」の場
合は、ヘッジ対象とヘッジ手段を残存期間毎にグルーピング化して重要な条件を確認することにより、又は、回帰分析等によりヘッジ対象とヘッ
ジ手段の金利変動要素の相関関係を確認することにより、ヘッジの有効性を検証しています。また、「個別ヘッジ」の場合は、当該個別ヘッジに係
る有効性の検証を実施しています。

eトレーディング取引
短期的な相場変動や市場間の格差等を利用して利益を得ることを目的とするトレーディング取引でデリバティブ取引を行っています。

(３) 取引に係るリスクの内容とリスク管理
デリバティブ取引のリスクには、市場リスク、信用リスクなどがあります。市場リスクとは、長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保
有する資産の価値が変動することにより損失を被るリスク、また資産・負債間の金利約定期間・時点、基準金利の違いから、金利変動により損失を
被るリスクです。信用リスクとは、与信先の財務状況の悪化等から、資産の価値が減少ないし消失することにより損失を被るリスクです。当社で
は、グループ全体でのリスク管理体制を定めた「グループリスク管理方針」と「グループリスク管理規程」を取締役会等で定め、この基本方針に則っ
て、グループ全体でのリスク管理に取組んでいます。
q市場リスク管理体制
当社グループの市場リスク管理は、当社が定めたリスク管理方針に則り、グループ各社がそれぞれの業務内容、リスクの状況に応じたリスク管
理を行っています。また、当社におきましては、グループ各社の市場リスクを統括して管理する部署として「リスク統括部」を設置しています。リ
スク統括部では、グループ各社のリスク管理方針、規程の妥当性の検証を通じて、グループ全体のリスク管理体制の整備を行うとともに、各社が
バリューアットリスク（自己のポジションに対して市場が不利な方向へ動いたときに一定の確率の範囲内で発生する最大損失額を統計的手法に
より算出した額。）により設定する上限枠について事前に当社と協議する体制としています。また、グループ各社の市場リスクの状況はリスク統
括部が日次で把握して管理するとともに経営陣へ報告しています。

w信用リスク管理体制
デリバティブ取引に係る信用リスクについては、カレント・エクスポージャー方式によるリスク額計測手法等を用いて与信相当額を把握し、貸出
金等のオンバランス取引と合算のうえ、市場・営業推進部門から独立した融資・審査部門がお取引先毎に取引限度額を設けるなどして、与信判
断・管理を行う体制としております。
また、お取引先の信用度の変化に応じて機動的に取引限度額の見直しを行うなどの運営管理にも努めております。

２.取引の時価等に関する事項

(注)１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリ
バティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

■ 金利関連取引 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

取引所 金利先物 売　建

買　建

店　頭 金利スワップ 受取固定・支払変動

受取変動・支払固定

受取変動・支払変動

キャップ 売　建

買　建

フロアー 売　建

買　建

スワップション 売　建

買　建

合　計

契約額等

４５７,６６５

３６４,９４６

４,１６１,５１８

４,０４５,７９０

１,５７７,８１０

２５１,９３８

１５９,３１８

１０,３００

１５,２５０

５,０８５

７,３９９

／

うち１年超

２４０,７８５

２３,９７２

３,２５９,９７４

２,９２５,０６２

１,２５６,８１０

１５３,９５６

８６,２７３

３００

４,９６８
－

－

／

時　価

△１３７

７２

６５,９７８

△４７,１５１

△５６５

４５４

４３０

３１７

３３２

１９

４４

１８,２１０

評価損益

△１３７

７２

４９,４４６

△２８,３７０

△５６５

２,３７９

△３００

△２１６

２２０

１５３

△５３

２２,６２８

契約額等

５６１,１８７

４６８,９３１

４,９０７,１７３

４,８００,２０８

２,１７６,８１０

１８４,１０２

１３１,６４７

４００

６,８４８

４２

９,２１５

／

うち１年超

７５,９９３

７,４３０

４,１６３,２０３

４,１０１,１２３

２,０５１,５００

１３２,７０９

８５,３４７

４００

６,５９９
－

１,５００

／

時　価

６２

△３９２

△１１,９６３

４４,５７０

△４,４９８

△１,２２６

１,７４０

０

２３５

０

３４１

３１,３２２

評価損益

６２

△３９２

△１８,１５５

５０,９５８

△４,４９８

１,１３４

２４３

２

１４４

△０

２７５

２９,７７３
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HD56 (注)１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨
スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上
消去されたものについては、上記記載から除いております。

２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

■ 通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

店　頭 通貨スワップ
為替予約 売　建

買　建
通貨オプション 売　建

買　建
合　計

契約額等

１,６８２,６１７
６６７,３８６
２４２,４８２
１,５４７,７３３
１,７２５,３６１

／

うち１年超

１,５９３,９５８
２６,９６０
３５２,５８８
７７４,１０４
７９９,８３７

／

時　価

７,３２９
２８,９３７
△４,１９５
５１,０７６
３５,２１８
１６,２１３

評価損益

△５,０４５
２８,９３７
△４,１９５
６,７７４

△１０,０５１
１６,４１９

契約額等

１,２０３,７２５
３０４,６７６
５０９,４０３
７４４,３７５
８１２,９９５

／

うち１年超

９７０,２７３
２８,３００
２０８,５８０
４４９,３７９
４４９,０３５

／

時　価

８,４０８
△５８２
７７５

３０,９５７
４２,４８３
２０,１２６

評価損益

１３,５５６
△５８２
７７５
６,９６０
４,４２８
２５,１３７

(注)１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

■ 株式関連取引 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

取引所 株式指数オプション 売　建
買　建

合　計

契約額等

－
－
／

うち１年超

－
－
／

時　価

－
－
／

評価損益

－
－
／

契約額等

２１９,５９３
４８,６００

／

うち１年超

－
－
／

時　価

２,１９１
６０

△２,１３１

評価損益

△５５０
△４１
△５９１

(注)１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

■ 債券関連取引 （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

取引所 債券先物 売　建
買　建

合　計

契約額等

１６７,０３８
－
／

うち１年超

－
－
／

時　価

△１,５８０
－

△１,５８０

評価損益

△１,５８０
－

△１,５８０

契約額等

８７,８５２
１７,１１３

／

うち１年超

－
－
／

時　価

３３８
△６１
２７６

評価損益

３３８
△６１
２７６

■ 商品関連取引

平成１７年３月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■ クレジットデリバティブ取引

平成１７年３月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。
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■連結自己資本比率（第二基準） （単位：百万円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末

基本的項目 資本金
うち非累積的永久優先株 （注１）

新株式申込証拠金
新株式払込金
資本剰余金
利益剰余金
連結子会社の少数株主持分
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券

その他有価証券の評価差損（△）
自己株式申込証拠金
自己株式払込金
自己株式（△）
為替換算調整勘定
営業権相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額）（注２）
繰延税金資産の控除金額（△）
計 （Ａ）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注３）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務 （注４）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株 （注５）

計
うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目 控除項目 （注６）（Ｃ）
自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ）
リスク・アセット 等 資産（オン･バランス）項目

オフ･バランス取引項目
計 （Ｅ）

連結自己資本比率＝（Ｄ）/（Ｅ）×１００（％）

自己資本比率の状況

３２７,２０１
－
－
－

２６３,５０５
７１７,７６８
１４８,６１６

（※２）１３５,０７９
－
－
－
５７９

△１,９４６
－
－

２８,７８４
１,４２５,７８１

－
１,４２５,７８１
１３５,０７９
４８,２５８
１４９,５６７
７７３,３５６
４６０,２４７
３１３,１０９
９７１,１８２
９７１,１８２
１０,９０８

２,３８６,０５５
２２,９０３,４５０
１,０２７,２９６
２３,９３０,７４７

９.９７
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 繰延税金資産（の純額）に相当する額は、当連結会計年度末は繰延税金負債となったため、該当ありません。また当連結会計年度末の繰延税金資産の算入上限額は５７０,３１２百万円
であります。

３. 告示第１３条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）であ
ります。

４. 告示第１４条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
(１) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
(２) 一定の場合を除き、償還されないものであること
(３) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
(４) 利払い義務の延期が認められるものであること

５. 告示第１４条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
６. 告示第１５条第１項第１号に掲げる銀行持株会社等の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

当社は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号に基づき、連結自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けております。なお、本外部監査は、株式会
社の監査等に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当社及び監査法人の間で合意された手続に
基づき、自己資本比率の算定に係る当社の内部統制について、監査法人が調査の上、当社が評価を受けたもので、自己資本比率そのものについて意見を表明されたものではありません。

３２７,２０１
－
－
－

２６３,４９２
３６４,８２１
２７５,５２４

（※１）２６４,２００
－
－
－
６０

△２,３３１
－
－

３５,７６４
－
－

１,１９２,８８２
７０,６００
４９,０２３
１４１,３３７
８３１,０９９
４７６,１３９
３５４,９６０
１,０２１,４６０
１,０２１,４６０
１０,８８６

２,２０３,４５７
２１,５５５,８５５
１,０５８,１８７
２２,６１４,０４３

９.７４

自己資本比率は、銀行法第５２条の２５の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。
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発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ)１Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２４年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ７０６億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１４年３月２６日
配　　　　　当　　　　　率 平成２４年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップ

あり。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行なった場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対し

て満額の配当を行なわなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書（注）１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書（注）２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ(Ｃａｙｍａｎ)４Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ＳｅｒｉｅｓＡ ３３０億円

ＳｅｒｉｅｓＢ ２０２億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 Ｓｅｒｉｅｓ Ａ 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステッ

プ・アップなし。
ＳｅｒｉｅｓＢ 変動配当率。ステップ・アップなし。

配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行なった場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対し

て満額の配当を行なわなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ(Ｃａｙｍａｎ)１Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２５年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ６７９億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１４年９月２７日
配　　　　　当　　　　　率 平成２５年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップ

なし。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行なった場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対し

て満額の配当を行なわなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書（注）１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書（注）２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

(※１) 優先出資証券の概要（前連結会計年度末）
当社では、以下の「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」につき、平成１７年１１月１８日に繰上償還を行ないました。従って、前連結会計年度末には、連結自己資本比率（第二基準）にお
ける自己資本の「基本的項目」に計上しておりましたが、当連結会計年度末には計上しておりません。
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（注）１.損失吸収事由証明書
当社に財政危機または潜在的な財政危機に伴う一定の事由（損失吸収事由）が発生し継続している場合に当社が発行体に交付する証明書。（ただし、損失吸収事由が以下の（４）の場合には、その交付は当社の裁量による。）
損失吸収事由とは、当社につき、以下の事由が発生する場合をいう。
(１)清算事由の発生（清算手続の開始、破産宣告、清算的更生計画作成許可、清算的再生計画提出）
(２)会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、商法に基づく会社整理手続の開始決定、民事再生法に基づく民事再生手続の開始決定がなされた場合、または、破産法に基づく強制和議のための債権者集会開催通
知が当社の債権者に送付された場合

(３)監督当局が、当社が支払不能または債務超過の状態にあること、もしくは当社を公的管理下におくこと、または第三者に譲渡することを宣言した場合
(４)連結自己資本比率または基本的項目の比率が、銀行規制により要求される最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合
(５)債務不履行またはその恐れのある場合、または当該配当により債務不履行またはその恐れのある場合
(６)債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合

２.配当可能利益制限証明書
当社のある会計年度の可処分配当可能利益が、当該会計年度中に到来する本優先出資証券の配当支払日における配当金総額を下回る場合に、当社が発行体に交付する当該会計年度の可処分配当可能利益を記載した証
明書。

３.当社優先株式
当社により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。

４.可処分配当可能利益
可処分配当可能利益とは、ある会計年度の直前の会計年度に係る当社の配当可能利益から、当該会計年度中に当社優先株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、当該会計年度に当社優
先株式に支払われる中間配当は可処分配当可能利益の計算上は考慮しない。）の合計額を控除したもの。ただし、当社の子会社によって発行され、配当請求権、議決権、及び清算時における権利が当社の財務状況及び経
営業績によって決定され、本優先出資証券が発行体に対して有する劣後関係と同様の関係を有する証券が存在する場合には、可処分配当可能利益の調整を行なう。

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ)４Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ＳｅｒｉｅｓＡ ３２６億円

ＳｅｒｉｅｓＢ ２４９億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 Ｓｅｒｉｅｓ Ａ 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステッ

プ・アップなし。
ＳｅｒｉｅｓＢ 変動配当率。ステップ・アップなし。

配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行なった場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対し

て満額の配当を行なわなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＦｉｎａｎｃｅ (Ｃａｙｍａｎ)Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 １５０億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップなし。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行なった場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対し

て満額の配当を行なわなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位
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（注）１.清算事由、更生事由、支払不能事由、政府による宣言
清算事由：
清算手続の開始、破産手続の開始決定、清算的更生計画作成許可、清算的再生計画提出

更生事由：
会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、または、民事再生法に基づく民事再生手続の開始決定がなされた場合

支払不能事由：
①債務不履行またはその恐れのある場合、または当該配当により債務不履行またはその恐れのある場合
②債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合
政府による宣言：
監督当局が、当社が支払不能または債務超過の状態にあること、もしくは当社を公的管理下におくこと、または第三者に譲渡することを宣言した場合

２.当社優先株式
当社により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。

３.可処分配当可能利益
可処分配当可能利益とは、ある会計年度の直前の会計年度に係る当社の配当可能利益から、当該会計年度中に当社優先株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、当該会計年度に当社優
先株式に支払われる中間配当は可処分配当可能利益の計算上は考慮しない。）の合計額を控除したもの。ただし、当社の子会社によって発行され、配当請求権、議決権、及び清算時における権利が当社の財務状況及び経
営業績によって決定され、本優先出資証券が発行体及び当社に対して有する劣後関係と同様の関係を有する証券が存在する場合には、可処分配当可能利益の調整を行なう。

４.監督事由
当社の自己資本比率または基本的項目の比率が、銀行規制により要求される最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合。

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＧｌｏｂａｌＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ)Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２７年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 １１億５千万米ドル
払　　　　　込　　　　　日 平成１７年７月２５日
配　　　　　当　　　　　率 平成２７年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップあり。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月３０日。ただし、当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。なお、平成２８年７月の配当支払日以降の各配当支払日について翌営業日が翌

月となる場合、当該日の直前の営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある事業年度について以下の強制的配当停止（制限）及び裁量的配当停止（制限）のいずれにも該当しない場合、その事業年度終了直後の配当支払日

に、本優先出資証券に対して満額の配当を行なわなければならない。
強 制 的 配 当 停 止（制 限） 清算事由、更生事由、支払不能事由または政府による宣言（注）１が発生した場合には配当の支払は停止される。優先株式配当制限または配当可能利益

制限が適用される場合には、その適用に応じて配当は停止もしくは減額される。停止もしくは減額された配当は翌期以降に累積しない。
優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）２への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）３不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
裁 量 的 配 当 停 止（制 限） 当社は以下のいずれかの場合にはその裁量により配当を停止もしくは減額することができる。ただし、他の優先出資証券に配当を行なう場合には、

配当支払日の先後にかかわらず、本優先出資証券にも同割合で配当を支払うものとする。停止もしくは減額された配当は翌期以降に累積しない。
（１）監督事由（注）４が発生した場合
（２）直近に終了した事業年度について当社が当社普通株式に対する配当を行なわない場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

(※２) 優先出資証券の概要（当連結会計年度末）
当社では、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、連結自己資本比率（第二基準）における自己資本の「基本的項目」に計上しております。
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単体財務諸表

■貸借対照表 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
（平成１７年３月３１日） （平成１８年３月３１日）

資産の部 流動資産
現金及び預金※１
前払費用
未収収益
未収入金
未収法人税等
その他

流動資産合計
固定資産
有形固定資産※２
器具及び備品
有形固定資産合計

無形固定資産
商標権
ソフトウェア
無形固定資産合計

投資その他の資産
関係会社株式
関係会社長期貸付金※３
繰延税金資産
その他
投資その他の資産合計

固定資産合計
繰延資産
創立費

繰延資産合計
資産の部合計

負債及び資本の部 流動負債
短期借入金
未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税等
その他

流動負債合計
固定負債
社　債
長期借入金※４
関係会社長期借入金

固定負債合計
負債の部合計
資本金※５
資本剰余金
資本準備金※８
その他資本剰余金
資本金及び資本準備金減少差益
自己株式処分差益

資本剰余金合計
利益剰余金
当期未処分利益
利益剰余金合計

自己株式※６
資本の部合計
負債及び資本の部合計

９９,００８
３４５
４

３,７７６
６３,４２２

－
１６６,５５７

１８
１８

７７
１５
９２

１,１２３,８８６
１１０,０００
８,２８１
６

１,２４２,１７３
１,２４２,２８４

－
－

１,４０８,８４１

－
３４７
３９４
１３
１１
１４
７８０

１６０,０００
１３１,０００
１００,０００
３９１,０００
３９１,７８０
３２７,２０１

３２７,２０１

３９,６８２
１２

３６６,８９５

３２３,５４３
３２３,５４３
△５７９

１,０１７,０６１
１,４０８,８４１

３,９８７
３５３
１,３０９
－
－

１０,２０１
１５,８５１

２３
２３

８９
２２
１１２

１,１１３,３１９
３００,０００

－
７

１,４１３,３２６
１,４１３,４６２

１１４
１１４

１,４２９,４２８

４０,６１２
－

４,１５１
８９
－
１１

４４,８６４

９５,０２０
３３１,０００
２２０,０００
６４６,０２０
６９０,８８４
３２７,２０１

３２７,２０１

３９,６８２
－

３６６,８８３

４４,５１９
４４,５１９
△６０

７３８,５４３
１,４２９,４２８

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

HD62

■損益計算書 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

営業収益
関係会社受取配当金
関係会社受入手数料
関係会社貸付金利息

営業費用
支払利息※１
社債利息
社債発行費償却
販売費及び一般管理費※２

営業利益
営業外収益
受取利息
受入手数料
その他

営業外費用
創立費償却
弁護士報酬
その他

経常利益
特別損失
関係会社株式評価損
関係会社株式譲渡損※３
その他

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
前期繰越利益（△は前期繰越損失）
減資による欠損てん補額
当期未処分利益

３１７,５８２
３０９,０６７
４,６６２
３,８５３
１５,５０４
８,６４４
１,５１３
４３５
４,９１０

３０２,０７８
１７３
２２
１４４
６

１２２
１１４
０
８

３０２,１２９
１５,１３６
１２,０４８
３,０８７
０

２８６,９９２
△３,７６９
△８,２８１
２９９,０４３
２４,４９９

－
３２３,５４３

７４,５９４
６３,４１１
４,６７１
６,５１２
１８,００８
１２,９２２
１,０１３
４１５
３,６５６
５６,５８６
１４８
３

１４３
１

１６５
１１４
３７
１４

５６,５６９
１２,０４５
１２,０４５

－
－

４４,５２４
４
－

４４,５１９
△９２１,２７２
９２１,２７２
４４,５１９

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■利益処分計算書 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
取締役会承認日（平成１７年５月２５日） 取締役会承認日（平成１８年５月２３日）

(当期未処分利益の処分)
当期未処分利益
利益処分額
甲種第一回優先株式配当金
乙種第一回優先株式配当金
丙種第一回優先株式配当金
丁種第一回優先株式配当金
戊種第一回優先株式配当金
己種第一回優先株式配当金
第１種第一回優先株式配当金
第２種第一回優先株式配当金
第３種第一回優先株式配当金
普通株式配当金

次期繰越利益
（その他資本剰余金の処分）
その他資本剰余金
その他資本剰余金次期繰越額

３２３,５４３
３１,３５１

－
(１株につき６,３６０円) ４,３２４
(１株につき６,８００円) ８１６
(１株につき１０,０００円) １
(１株につき１４,３８０円) ３,４５１
(１株につき１８,５００円) １,４８０
(１株につき１,１８８円) ３,２６７
(１株につき１,１８８円) ３,３４７
(１株につき１,１８８円) ３,２６７
(１株につき１,０００円) １１,３９７

２９２,１９１

３９,６９４
３９,６９４

４４,５１９
２０,０１９

(１株につき２４円７５銭) １４７
(１株につき６円３６銭) ４,３２４
(１株につき６円８０銭) ８１６
(１株につき１０円) １
(１株につき１４円３８銭) ３,４５１
(１株につき１８円５０銭) １,４８０
(１株につき１円１７銭８厘) ３,２３９
(１株につき１円１７銭８厘) ３,３１９
(１株につき１円１７銭８厘) ３,２３９

－
２４,４９９

３９,６８２
３９,６８２

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 重要な会計方針 （平成１８年３月期）

１.有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、子会社株式については、移動平均法による原価法に
より行っております。

２.固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用しております。なお、耐用年数は次の
とおりであります。
器具及び備品：２年～２０年

（２）無形固定資産
商標権：定額法を採用し、１０年で償却しております。
ソフトウェア：自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

３.繰延資産の処理方法
創立費については、商法施行規則の規定により毎期均等額（５年）を償
却しております。社債発行費は支出時に一括費用処理しております。

４.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

５.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６.連結納税制度の適用
当事業年度より当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用し
ております。

■ 表示方法の変更 （平成１８年３月期）

（貸借対照表関係）
前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収
法人税等」は、当事業年度において資産の総額の１００分の１を超えたた
め区分表示しております。
なお、前事業年度の「未収法人税等」は１０,１５０百万円でありました。

■ 注記事項 （平成１８年３月期）

（貸借対照表関係）
※１.関係会社に対する資産が以下のとおり含まれています。

譲渡性預金 ９８,３００百万円
※２.有形固定資産の減価償却累計額は４１百万円であります。
※３.関係会社長期貸付金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸付金であります。

※４.長期借入金のうち１１４,０００百万円は、他の債務よりも債務の履行が
後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金であります。

※５.会社が発行する株式の総数
普通株式 ７３,０００千株
優先株式 ９,４３７千株
発行済株式の総数
普通株式 １１,３９９千株
優先株式 ９,４３７千株

※６.当社が保有する自己株式の数
普通株式 １千株

※７.配当制限
当社の定款に定めるところにより、優先株主に対しては、次に定め
る各種優先株式の優先配当金を超えて配当することはありません。
乙種第一回優先株式 １株につき ６,３６０円
丙種第一回優先株式 １株につき ６,８００円
丁種第一回優先株式 １株につき １０,０００円
戊種第一回優先株式 １株につき １４,３８０円
己種第一回優先株式 １株につき １８,５００円
第１種第一回優先株式 １株につき １,１８８円
第２種第一回優先株式 １株につき １,１８８円
第３種第一回優先株式 １株につき １,１８８円

※８.資本準備金による欠損てん補
欠損てん補に充当された金額 ７３１,９１６百万円
欠損てん補を行った年月 平成１５年６月

（損益計算書関係）
※１. 営業費用のうち関係会社との取引

支払利息 ４,０１９百万円
※２. 販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。

なお、全額が一般管理費に属するものであります。
給料・手当 ２,２３９百万円
業務委託料 １,０１１百万円
租税公課 ５９５百万円
土地建物機械賃借料 ２９０百万円
支払手数料 ２５４百万円
減価償却費 ２５百万円

※３. 関係会社株式譲渡損は平成１８年１月に実施した株式会社りそな銀行
と株式会社奈良銀行の合併に伴うものであります。
本合併は産業活力再生措置法第１２条の９に基づく現金を対価とする
合併であります。

（リース取引関係）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末
残高相当額
取得価額相当額
器具及び備品 １５百万円
その他 １９百万円
合計 ３４百万円

減価償却累計額相当額
器具及び備品 １５百万円
その他 ４百万円
合計 １９百万円

年度末残高相当額
器具及び備品 ー百万円
その他 １５百万円
合計 １５百万円

未経過リース料年度末残高相当額
１年以内 ４百万円
１年超 ８百万円
合計 １２百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ６百万円
減価償却費相当額 ５百万円
支払利息相当額 ０百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
ーーーーーーー

リース資産に配分された減損損失はありませんので、減損損失累計額
相当額等減損会計に係る項目の記載は省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
関係会社株式償却否認額 ８０２,２１６百万円
税務上の繰越欠損金 ２６９,９６９百万円
その他 １６３百万円
繰延税金資産小計 １,０７２,３５０百万円
評価性引当額 △１,０６４,０６９百万円
繰延税金資産の純額 ８,２８１百万円

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要
な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 ４０.６３％
（調整）
受取配当金益金不算入 △４３.７５％
評価性引当額 △１.２２％
その他 ０.１５％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △４.１９％

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △１３４,６５５円９１銭
１株当たり当期純利益 ２４,５３６円５３銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 １３,３０４円８０銭
（注）１.１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益
当期純利益 ２９９,０４３百万円
普通株主に帰属しない金額 １９,９５４百万円

うち優先株式配当額 １９,９５４百万円
普通株式に係る当期純利益 ２７９,０８８百万円
普通株式の期中平均株式数 １１,３７４千株
潜在株式調整後１株当たり当期純利益
当期純利益調整額 １９,９５４百万円

うち優先配当額 １９,９５４百万円
普通株式増加数 １１,１０１千株

うち優先株式 １１,１０１千株

２.当社は、平成１７年８月２日に発行済株式１,０００株を１株に併合い
たしました。当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期
純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期首に
当該株式併合が行われたものとして計算しております。また、当
該株式併合が前期首に行われたものとして計算した前事業年度
の１株当たり情報は以下のとおりであります。

前事業年度（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

１株当たり純資産額 △１５９,９４０.９７円
１株当たり当期純利益 ２,１５５.４８円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 １,５４３.７１円

〔ご参考〕
なお、有価証券報告書に、企業内容等の開示に関する内閣府令第１７条
１項１号の規定に基づく確認書を、添付しております。
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■信託財産残高表 （単位：百万円、%）

資　産　貸出金
有価証券
信託受益権
受託有価証券
金銭債権
動産不動産
土地の賃借権
その他債権
銀行勘定貸
現金預け金
合　計

負　債　金銭信託
年金信託
財産形成給付信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
金銭債権の信託
土地及びその定着物の信託
土地の賃借権の信託
包括信託
合　計

１７４,４１８
５,４７１,３４４
２３,０６４,５８３

２
４０５,２４８
４４２,６５１
４,４６７
１６,３３９
４２６,１１２
３６,１４３

３０,０４１,３１２
１１,６１７,３５１
４,３０９,６０７
１,９７９

１２,２７４,４１９
１５５,０７０
３７６,７４６
４３０,０３７
１６０,６９４
４,６８５

７１０,７２０
３０,０４１,３１２

０.５８
１８.２１
７６.７８
０.００
１.３５
１.４７
０.０２
０.０５
１.４２
０.１２

１００.００
３８.６７
１４.３５
０.００
４０.８６
０.５２
１.２５
１.４３
０.５３
０.０２
２.３７

１００.００

２０５,５２７
４,７７５,５８０
２１,１６７,２８０

２８
４９０,８２９
３４８,９９５
１,８５７
１６,５５５
３９３,１６６
３５,６０３

２７,４３５,４２４
１０,９８１,６７３
４,４３８,９１９
１,９８９

１０,２７８,３１７
１１７,５７７
３１２,８７４
５１４,１５５
１９２,４８６
４,９２６

５９２,５０３
２７,４３５,４２４

０.７５
１７.４１
７７.１５
０.００
１.７９
１.２７
０.０１
０.０６
１.４３
０.１３

１００.００
４０.０３
１６.１８
０.０１
３７.４６
０.４３
１.１４
１.８７
０.７０
０.０２
２.１６

１００.００

平成１７年３月末 平成１８年３月末
金　額 構成比 金　額 構成比

信託業務に関する指標（連結情報）

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を単純合算しております。

■有価証券残高の状況 （単位：百万円、%）

国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

４８.６２
３.０８
１４.２５
１６.０８
１７.９７
１００.００

２,３２１,６３８
１４７,３０６
６８０,２９４
７６８,１１８
８５８,２２３
４,７７５,５８０

５０.５７
３.３８
１４.６３
１４.８８
１６.５４
１００.００

２,７６６,７６３
１８４,９９４
８００,１６９
８１４,３４９
９０５,０６７
５,４７１,３４４

平成１７年３月末 平成１８年３月末
有価証券残高 構成比 有価証券残高 構成比

■元本補てん契約のある信託の運用・受入状況 （単位：百万円、%）

運用状況 貸出金
有価証券
その他
期末運用残高計

受入状況 元本
債権償却準備金
その他
期末受託残高計

平成１７年３月末 平成１８年３月末
金額 構成比 金額 構成比

(注)１．信託財産の運用のために再信託された信託を含んでおります。
２.リスク管理債権の状況
平成１７年３月末　貸出金２００,９８９百万円のうち、破綻先債権額は４１百万円、延滞債権額は３,２７６百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１２０百万円、貸出条件緩和債権額は２２,０８４百万円であ

ります。また、これらの債権額の合計は２５,５２３百万円であります。
平成１８年３月末　貸出金１７４,０１８百万円のうち、破綻先債権額は１５百万円、延滞債権額は２,９１８百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１０４百万円、貸出条件緩和債権額は２０,９９１百万円であ

ります。また、これらの債権額の合計は２４,０３０百万円であります。

(注)１．合算対象の連結子会社
平成１７年３月末 株式会社りそな銀行、りそな信託銀行株式会社
平成１８年３月末 株式会社りそな銀行、りそな信託銀行株式会社

２．信託財産運用のために再信託された信託を控除して計上しております。
３．「信託受益権」に含まれている資産管理を目的として再信託を行っている金額
平成１７年３月末 ２１,１６４,７５２百万円
平成１８年３月末 ２３,０６３,０６３百万円

４．共同信託他社管理財産
平成１７年３月末 ３,４３８,６０９百万円
平成１８年３月末 ３,２２８,３２３百万円

３５.９８
５.５４
５８.４８
１００.００
９９.８４
０.１１
０.０５

１００.００

２００,９８９
３０,９７３
３２６,７３５
５５８,６９８
５５７,８３３
６０５
２５９

５５８,６９８

３２.８９
ー

６７.１１
１００.００
９９.８３
０.１０
０.０７

１００.００

１７４,０１８
ー

３５５,０８８
５２９,１０６
５２８,２２２
５２８
３５６

５２９,１０６
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（参考）資産の査定の額 （単位：億円）

平成１７年３月末 平成１８年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

５
２４
２１０
１,４９９

６
２６
２２２
１,７５４

■業種別貸出状況 （単位：百万円、%）

製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他
合　計

１.０８
０.１７
ー
ー
ー

０.８９
ー

０.０３
０.３１
２.４０
１９.６７
１６.０５
３.７４
ー

５５.６６
１００.００

９３６
ー
ー
ー
ー
７３５
ー
１５
４７１
１,７４７
３４,３５０
８,３８６
１,８４５
ー

１２５,９３３
１７４,４１８

０.５４
ー
ー
ー
ー

０.４２
ー

０.００
０.２７
１.００
１９.７０
４.８１
１.０６
ー

７２.２０
１００.００

２,２１５
３４３
ー
ー
ー

１,８２８
ー
５４
６２９
４,９２９
４０,４２９
３３,０１７
７,６８８
ー

１１４,３９５
２０５,５２７

平成１７年３月末
貸出金残高　　　　　 構成比

平成１８年３月末
貸出金残高　　　 構成比

資本の状況他（単体情報）
■資本金の推移

資本金
平成１８年３月末

３２７,２０１
平成１７年３月末

３２７,２０１

（単位：百万円）

■発行済株式数

種　類

普通株式

乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式
計

事業年度末現在発行数
（平成１８年３月３１日）

１１,３９９,０９４.９１７

６８０,０００.０００
１２０,０００.０００
１２０.０００

２４０,０００.０００
８０,０００.０００

２,７５０,０００.０００
２,８１７,８０７.８６１
２,７５０,０００.０００
２０,８３７,０２２.７７８

内　容

議決権あり

議決権あり
議決権あり
議決権あり

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

大阪証券取引所
市場第一部

東京証券取引所
市場第一部

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

（単位：株）
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■普通株式所有者別内訳 （平成１８年３月３１日現在）

区　分 株主数（人） 所有株式数（株） 割　合（％）
政府及び地方公共団体
金融機関
証券会社
その他の法人
外国法人等
個人以外
個人

個人その他
合　計
端株の状況

（注）１.上記「個人その他」及び「端株の状況」の中には、自己名義の株式がそれぞれ１,９３３株及び０.６５２株含まれております。
２.上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が２,６８３株含まれております。
３.平成１７年６月２８日開催の定時株主総会において、株式併合(当社の発行済の普通株式及び各種の優先株式の全てにつき、株式１,０００株を１株に併合する)及び、１単元の株式の数の定め
を廃止し、端株制度(端株の単位は１株の１,０００分の１)を採用する定款の一部変更を決議しております。なお、この株式併合の効力発生日は平成１７年８月２日であり、株式併合の効力発
生時にこの定款変更の効力が生じています。

０.０１
１３.３１
２.７２
６０.５４

７.５４
０.００
１５.８８
１００.００

ー

１１
１８４
１２１

１２,７３３

４９２
１

２８２,２５３
２９５,７９５

ー

（注）１.上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 ３７０,３２３.６６０株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 １６５,８５８.９００株
資産管理サービス信託銀行株式会社 ９８,８２９.０００株

２.平成１７年６月２８日開催の定時株主総会において、株式併合（当社の発行済の普通株式及び各種の優先株式の全てにつき、株式１,０００株を１株に併合する）及び、１単元の株式の数の定め
を廃止し、端株制度（端株の単位は１株の１,０００分の１）を採用する定款の一部変更を決議しております。なお、この株式併合の効力発生日は平成１７年８月２日であり、株式併合の効力発
生時にこの定款変更の効力が生じています。

３.大量保有報告書等の記載によると、預金保険機構は、上記の株式の他に、株式会社日本債券信用銀行（現株式会社あおぞら銀行）から買い取った当社株式３９,８９２株についてその議決権
の一切の行使を株式会社あおぞら銀行に委ねることを承認しています。

■大株主（普通株式） （平成１８年３月３１日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
氏名又は名称 住所 （株） 所有株式数の割合（％）
預金保険機構 東京都千代田区有楽町１丁目１２番１号 ５,６４８,２３９.０００ ４９.５４
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 ３７０,３２３.６６０ ３.２４
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目１１番３号 １６５,８５８.９００ １.４５
日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ １０１,３５２.０００ ０.８８
資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１２号 ９８,８２９.０００ ０.８６
第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 ９８,３１３.２５０ ０.８６
野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 ７９,０４９.２５０ ０.６９
大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 ７０,４３２.０００ ０.６１
日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 ５８,３７４.９５３ ０.５１
東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 ５５,６５６.０００ ０.４８
合　計 ６,７４６,４２８.０１３ ５９.１８

■大株主（優先株式） （平成１８年３月３１日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
優先株式 氏名又は名称 （株） 所有株式数の割合（％）
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式

戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

２４０,０００.０００
８０,０００.０００

２,７５０,０００.０００
２,８１７,８０７.８６１
２,７５０,０００.０００

６８０,０００.０００
１２０,０００.０００
１２０.０００

１００.００
１００.００
１００.００

１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００

株式会社整理回収機構
株式会社整理回収機構
エイビー・インターナショナル・ケイマン・トラスト アクティング
スルー イッツトラスティ クイーンズゲイト・バンク・アンド・トラス
ト・カンパニー・リミテッド（常任代理人 株式会社りそな銀行）
株式会社整理回収機構
株式会社整理回収機構
預金保険機構
預金保険機構
預金保険機構

（注）平成１７年６月２８日開催の定時株主総会において、株式併合（当社の発行済の普通株式及び各種の優先株式の全てにつき、株式１,０００株を１株に併合する）及び、１単元の株式の数の定めを
廃止し、端株制度（端株の単位は１株の１,０００分の１）を採用する定款の一部変更を決議しております。なお、この株式併合の効力発生日は平成１７年８月２日であり、株式併合の効力発生時
にこの定款変更の効力が生じています。

１,２６１.０００
１,５１４,０３７.０００
３０８,８８８.０００
６,８８７,３９２.０００

８５８,３６７.０００
１.０００

１,８０６,８４１.０００
１１,３７６,７８７.０００

２２,３０７.９１７
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■ 概要

株式会社りそな銀行 

株式会社埼玉りそな銀行 

株式会社近畿大阪銀行 

りそな信託銀行株式会社 

●主要な子会社及び関連会社 

〈銀行・信託業務〉 

・りそな保証株式会社 

・大和ギャランティ株式会社 

・近畿大阪信用保証株式会社 

・りそな総合研究所株式会社 

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

・P.T.Bank Resona Perdania 

 

〈金融関連業務〉 

・りそなカード株式会社 

・りそなキャピタル株式会社 

・りそな決済サービス株式会社 

株
式
会
社
　
り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス 

〈銀行・信託業務〉 

〈銀行・信託業務〉 

〈銀行業務〉 

〈銀行業務〉 

■りそなグループの事業系統図（平成１８年３月末現在）

当社は、完全子会社である株式会社りそな銀行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行及びりそな信託銀行株式会社等とともに、り
そなグループを構成しております。
当連結会計年度におきましては、奈良地域における営業力を一層強化し、同地域のお客さまにご提供するサービスのレベルを高めるべく、

株式会社りそな銀行と株式会社奈良銀行の合併を実施いたしました。
また、子会社のグループ共通のプラットフォームとしての位置付けを明確にするため、前連結会計年度までは株式会社りそな銀行の子会社で
ありましたりそな保証株式会社、りそな総合研究所株式会社、りそなカード株式会社、りそなキャピタル株式会社など合計８社を当社の直接子
会社といたしました。
このほか、海外SPC１社が新設により連結子会社に加わった結果、当連結会計年度末における当社グループの連結会社数は、国内連結子会
社１５社、海外連結子会社２１社及び持分法適用関連会社２社となっております。

■りそなホールディングスのあゆみ

平成１３年１２月 大和銀行、近畿大阪銀行及び奈良銀行の３行が、株式移転により持株会社「株式会社大和銀ホールディングス」を設立。
１２月 当社普通株式を株式会社大阪証券取引所並びに株式会社東京証券取引所の各市場第一部に上場。

平成１４年 ２月 大和銀行より大和銀信託銀行の株式を取得し、同行が当社の完全子会社となる。
３月 あさひ銀行が、株式交換により当社の完全子会社となる。
４月 新しいグループ名を「りそなグループ」とする。
１０月 当社の商号を株式会社りそなホールディングスに変更。

平成１５年 ３月 大和銀行とあさひ銀行が、分割・合併によりりそな銀行と埼玉りそな銀行に再編。
７月 りそな銀行が、預金保険機構に対して総額１兆９,６００億円の普通株式及び議決権付優先株式を発行。
８月 当社とりそな銀行との株式交換により預金保険機構が当社普通株式及び議決権付優先株式を取得。

平成１７年 ３月 りそな信託銀行が、株式交換により当社の完全子会社となる。
平成１８年 １月 りそな銀行と奈良銀行が合併。

当社の従業員数 （平成１８年３月末）

従業員数
３８１人
（１３人）

平均年齢

４０.９歳

平均勤続年数

１７.４年

平均年間給与

７,９８５千円

■ 従業員の状況
連結会社における従業員数 （平成１８年３月末）

従業員数（人） １６,１２３
（１５,４８９）

（注）１.従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員１５,９２６人を含んでおりません。
２.臨時従業員数は、（ ）内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

（注）１.当社従業員は全員、株式会社りそな銀行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行他２社からの出向者であり、平均勤続年数は各銀行で
の勤続年数を通算しております。なお、嘱託及び臨時従業員は２０人であります。

２.臨時従業員数は、（ ）内に年間の平均人員を外書きで記載しております。
３.平均年間給与は、平成１８年３月末の当社従業員に対して各銀行で支給された年間の給与（時間外手当を含む）の合計額を基に算出しております。
４.当社には従業員組合はありません。労使間においては特記すべき事項はありません。

組　織

当社グループの組織を図によって示すと次のとおりであります。
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■ 組織図（平成１８年６月２８日現在）

財務部

コーポレートコミュニケーション部

人材サービス部

システム部

信用リスク統括部

コンプライアンス統括部

内部監査部

購買戦略部

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
事
務
局

取

締

役

会

代

表

執

行

役

監
査
委
員
会
事
務
局

指
名
委
員
会

報
酬
委
員
会

競
争
力
向
上
委
員
会
事
務
局

経
営
会
議

グループ戦略部

金融基礎研究所

商品企画部

リスク統括部

株

主

総

会

り
そ
な
競
争
力
向
上
委
員
会

オペレーション改革部

業務サポート室

監
査
委
員
会
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■取締役 （平成１８年６月２８日現在）

役職名 氏名 兼職

取締役兼代表執行役会長 細谷　英二 (株)りそな銀行 代表取締役会長
指名委員会委員
報酬委員会委員

取締役兼代表執行役社長 水田　廣行 (株)近畿大阪銀行 取締役

取締役 檜垣　誠司
監査委員会委員

社外取締役 箭内　　昇 アローコンサルティング事務所 代表
監査委員会委員長

社外取締役 渡邉　正太郎 (株)伊勢丹 社外取締役
指名委員会委員 (株)りそな銀行 社外取締役

社外取締役 小島　邦夫 (社)経済同友会 副代表幹事･専務理事
報酬委員会委員長 日本証券金融（株）取締役相談役

(株)商船三井 社外取締役

社外取締役 飯田　英男 弁護士
監査委員会委員 関東学院大学 法学部教授

社外取締役 奥田　　務 (株)大丸 取締役会長兼最高経営責任者
報酬委員会委員

社外取締役 川本　裕子 早稲田大学大学院 ファイナンス研究科教授
監査委員会委員 (株)大阪証券取引所 社外取締役

マネックス・ビーンズ・ホールディングス（株）社外取締役

社外取締役 永井　秀哉 日本曹達(株) 常任監査役
指名委員会委員長 (株)埼玉りそな銀行 社外取締役

（注）箭内　昇、渡邉正太郎、小島邦夫、飯田英男、奥田　務、川本裕子および永井秀哉の７氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役の要件を満たしております。

■執行役 （平成１８年６月２８日現在）

担当委嘱等 氏名 兼職

グループ戦略部（りそな銀行経営管理）担当 野村　正朗 (株)りそな銀行 代表取締役社長兼執行役員

グループ戦略部（埼玉りそな銀行経営管理）担当 川田　憲治 (株)埼玉りそな銀行 代表取締役社長

グループ戦略部（近畿大阪銀行経営管理）担当 桔梗　芳人 (株)近畿大阪銀行 代表取締役社長

グループ戦略部（りそな信託銀行経営管理）担当 田中　　卓 りそな信託銀行(株) 代表取締役社長兼執行役員

グループ戦略部（りそなビジネスサービス経営管理）担当 石井　　進 りそなビジネスサービス(株) 代表取締役社長

グループ戦略部（りそな総合研究所経営管理）担当 深井　　慎 りそな総合研究所（株）代表取締役社長

コーポレートコミュニケーション部担当兼 中村　重治 (株)りそな銀行 取締役兼専務執行役員
コーポレートガバナンス事務局担当

人材サービス部長 山岡　和馬 (株)りそな銀行 常務執行役員
(株)埼玉りそな銀行 社外取締役
りそな人事サポート（株）代表取締役社長

オペレーション改革部担当兼 田村　泰博 (株)りそな銀行 執行役員
購買戦略部担当

財務部長 東　　和浩 (株)りそな銀行 執行役員
りそな信託銀行(株) 社外取締役

内部監査部長 小嶋　一晃

リスク統括部担当兼コンプライアンス統括部担当兼 磯野　　薫
信用リスク統括部担当

商品企画部担当 岩田　直樹 (株)りそな銀行 常務執行役員

グループ戦略部（新規事業）担当兼システム部担当 池田　一義 (株)りそな銀行 執行役員
(株)近畿大阪銀行 社外取締役

グループ戦略部長兼コーポレートコミュニケーション部 野口　正敏
（ＩR）担当
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子会社等の状況

名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

大阪市中央区 銀行 

信託 

100.0 － 百万円

279,928
大正7年
5月15日 

株式会社りそな銀行 

大阪市中央区 銀行 100.0 － 百万円

38,971
昭和25年
11月24日

株式会社近畿大阪銀行 

さいたま市浦和区 銀行 100.0 － 百万円

70,000
平成14年
8月27日 

株式会社埼玉りそな銀行 

東京都千代田区 銀行 

信託 

100.0 － 百万円

10,000
平成13年
12月10日 

りそな信託銀行株式会社 

東京都千代田区 ファイナンス － 100.0百万円

10,200
昭和54年
7月5日

あさひ銀リテールファイナンス株式会社 

大阪市中央区 信用保証 

 

－ 100.0百万円

8,１８0
昭和44年
7月23日

大和ギャランティ株式会社 

さいたま市浦和区 信用保証 50.9 49.0百万円

47,800
昭和50年
5月8日 

りそな保証株式会社 

東京都中央区 ファクタリング 100.0 － 百万円

1,000
昭和53年
10月25日

りそな決済サービス株式会社 

大阪市中央区 信用保証 － 99.9百万円

6,397
平成7年
3月17日

近畿大阪信用保証株式会社 

東京都千代田区 債権管理回収 100.0 － 百万円

500
平成12年
10月25日

りそな債権回収株式会社 

東京都中央区 クレジットカード 

信用保証 

49.9 8.3百万円

1,000
昭和58年
2月12日

りそなカード株式会社 

りそなキャピタル株式会社 

大阪市中央区 コンサルティング 49.7 42.6百万円

100
昭和61年
10月1日

りそな総合研究所株式会社 

東京都中央区 ベンチャーキャピタル 49.6 32.6百万円

4,500
昭和63年
3月29日

東京都台東区 事務等受託 100.0 － 百万円

80
昭和５５年

７月２５日

りそなビジネスサービス株式会社 

大阪市中央区 人材派遣 

福利厚生 

100.0 － 百万円

60
昭和62年
10月2日

りそな人事サポート株式会社 

■連結子会社 （平成１８年３月末現在）



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

HD72

名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス － 100.0千米ドル

10
平成2年
12月28日

Daiwa International Finance 

（Cayman） Limited

英国 

ロンドン市 

証券 

投資顧問 

－ 100.0千英ポンド

33,600
昭和55年
12月29日

Resona Bank 

（Capital Management）Plc

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス － 100.0千米ドル

10
平成4年
9月11日

Daiwa PB Limited

インドネシア共和国 

ジャカルタ 

銀行 － 43.4百万インドネシア
ルピア

２８５,０００ 

昭和31年
2月15日

P.T. Bank Resona Perdania

インドネシア共和国 

ジャカルタ 

 

リース － 100.0百万インドネシア
ルピア
25,000

昭和59年
11月7日 

P.T. Resona Indonesia　 

Finance

タイ王国 

バンコック 

投資　　　　　 

コンサルティング 

－ 49.0千タイバーツ

5,000
平成7年
1月12日 

TD Consulting Co., Limited

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

 

－ 

100.0 

100.0 

－ 

100.0 

 

100.0

－

－ 

100.0 

－ 

 

千米ドル

10

百万円

128

百万円

９,７00

百万円

100

百万円

82

平成6年
2月25日

平成14年
8月30日

平成14年
8月30日 

平成15年
3月10日

平成14年
8月30日 

Asahi Finance （Cayman） Ltd 

. 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）1Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）2Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）3Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）4Limited 
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名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

100.0 

－ 

100.0 

100.0 

－ 

100.0 

100.0 

－ 

100.0

100.0

－ 

100.0 

－ 

－ 

100.0 

－ 

－ 

100.0 

－ 

百万円

４,０００ 

百万円

100

百万円

124

百万円

9,６00

百万円

1,300

百万円

99

百万円

4,200

百万円

100

百万円

77

千米ドル

1,170,500

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成14年
3月13日

平成15年
2月12日 

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 
 
平成17年 
7月11日 

平成15年
2月12日 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）5Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）6Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）1Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）2Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）3Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）4Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）5Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）6Limited 

Resona Preferred 
Finance 
（Cayman）Limited 

Resona Preferred 
Global Securities 
（Cayman）Limited

名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

東京都中央区 

 

東京都府中市 

信託 

銀行 

－ 

－ 

33.3

33.3

百万円

51,000

百万円

300

平成12年
6月20日

日本トラスティ･サービス 

信託銀行株式会社 

日本トラスティ情報 

システム株式会社 

 

 昭和63年
11月1日 

情報処理サービス 

■持分法適用関連会社 （平成１８年３月末現在）

（注）１.ＤａｉｗａＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＦｉｎａｎｃｅ（Ｃａｙｍａｎ）Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ Ｂａｎｋ（ＣａｐｉｔａｌＭａｎａｇｅｍｅｎｔ）Ｐｌｃ、Ｄａｉｗａ ＰＢＬｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｃａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）
１Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）２Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）３Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）４Ｌｉｍｉｔｅｄ、
Ｒｅｓｏｎａ Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｃａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）５Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｃａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）６Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）１Ｌｉｍｉｔｅｄ、
ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）２Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）３Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）４Ｌｉｍｉｔｅｄ、
Ｒｅｓｏｎａ Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）５Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）６Ｌｉｍｉｔｅｄ、及びＲｅｓｏｎａ ＰｒｅｆｅｒｒｅｄＦｉｎａｎｃｅ（Ｃａｙｍａｎ）
Ｌｉｍｉｔｅｄは、清算手続中であります。

２.あさひ銀リテールファイナンス株式会社は、平成１８年６月２２日に清算結了いたしました。



北海道・東北 

甲信越 

中部・東海 

中国・四国 

九州 
 

関西 

関東 

りそな銀行　3ヵ店（有人店舗3） 

りそな銀行　　　395ヵ店（有人店舗180　無人店舗215） 

埼玉りそな銀行　425ヵ店（有人店舗111　無人店舗314） 

近畿大阪銀行　　001ヵ店（有人店舗1） 

りそな信託銀行　001ヵ店（有人店舗1） 

りそな銀行　　　443ヵ店（有人店舗166　無人店舗277） 

近畿大阪銀行　　162ヵ店（有人店舗135　無人店舗27） 

りそな信託銀行　001ヵ店（有人店舗1） 

りそな銀行　　　25ヵ店（有人店舗11　無人店舗14） 

近畿大阪銀行　　01ヵ店（有人店舗1） 

りそな信託銀行　01ヵ店（有人店舗1） 

りそな銀行　5ヵ店（有人店舗3　無人店舗2） 

りそな銀行　2ヵ店（有人店舗2） 

りそな銀行　　　8ヵ店（有人店舗6　無人店舗2） 

りそな信託銀行　1ヵ店（有人店舗1） 

3

822

606

9

27

5

2

り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

HD74

店舗数合計 １,４７４カ店
（平成１８年３月末現在）

有人店舗数

無人店舗数

店舗数合計

（注）１. 有人店舗は払込専門支店、共同利用ATM管理専門支店を除く。
（注）２. 無人店舗は共同出張所を除く。
（注）３. 関東圏：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県

関西圏：大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県

■国内ネットワーク

りそな

３７１

５１０

８８１

埼玉りそな

１１１

３１４

４２５

近畿大阪

１３７

２７

１６４

りそな信託

４

ー

４

合計

６２３

８５１

１,４７４

関東圏

２９３

５２９

８２２

関西圏

３０２

３０４

６０６

（平成１８年３月末現在）

■海外ネットワーク

りそな

４

２社

（平成１８年３月末現在）

合計

４

２社

駐在員事務所

現地法人

（インドネシア）

りそなグループの店舗ネットワーク
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りそなホールディングス ディスクロージャー誌２００６
本誌は銀行法第５２条等の法令に基づいて作成したディスクロージャー資料です。

発行　平成１８年７月
株式会社りそなホールディングス コーポレートコミュニケーション部
（大阪本社）
〒５４０-８６０８ 大阪市中央区備後町２丁目２番１号　電話（０６）６２６８-７４００
（東京本社）
〒１００-８１０７ 東京都千代田区大手町１丁目１番２号　電話（０３）３２８７-２１３１
ホームページアドレス ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａ-ｇｒ.ｃｏ.ｊｐ

この冊子は再生紙を使用しています。
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